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ご　挨　拶

防衛医科大学校は1973年11月27日に発足して以来、卒前および卒後
の医学・看護学教育を通じての医官・看護官の育成、防衛医学研究の推
進による自衛隊衛生機能の向上、そして地域診療に貢献することを通じ
て医療の発展に努めてきました。1996年10月1日には、救命・救急医学
を中心とした研究機能強化のために防衛医学研究センターを開設いたし
ました。今年、本校が創立50周年という節目の年を迎えるに当たり、国
際的な見地から防衛・軍事医学の動向を見極め、今後の自衛隊衛生の能
力向上への寄与ひいては我が国の医学・医療の発展のための道標となる
よう、本書を企画いたしました。

2022年2月に起きたロシアのウクライナ侵攻は、「現代の国際社会にお
ける先進諸国の中に、まだこのような前世紀的な形の戦争が起きうるの
か」との衝撃を持って受け止められました。同時に、安全保障外交の無
力さと不毛な戦争を起こす人間の愚かさも痛感しているところです。こ
の戦争はいみじくも、イラク・アフガニスタン戦争で米軍が経験した
Tactical Combat Casualty Care：TCCC（戦術的第一線救護）の重要性を
想起させ、またProlonged Field Care：PFCのようなより生命的な予後
が期待できる最前線医療とは何かを考えさせられる機会となりました。
特に大量出血に対応する医療技術レベルとしては、いかに質の良い輸血
体制を確保できるのか、そして長期保存可能な血液製剤の開発などがテー
マとなってきています。

時代は少し巻き戻りますが、1990年代に入り東西冷戦が終結したのに
伴い、軍事費縮小のなか当時のクリントン政権は「デュアルユース政策」
という言葉を用いて経済の国際競争力を持たせるための施策を行いまし
た。すなわち、軍民両用技術の育成により平時の産業振興と有事のスムー
ズな軍事利用移行を達成しようとしました。一方で、Dual Use Research 
of Concern：DURCの概念に代表されるごとく、国家安全保障の観点か
ら懸念される形で技術開発が進行する場合もあります。CBRN技術対処
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は多分にこの側面を有しており、国際的枠組みでいかに脅威をコントロー
ルできるのかが議論の焦点となっています。したがって、シンクタンク
的視点で先進医学の動向を把握し、それが防衛・軍事医学の局面からど
のように利用されているのか、また各国の軍衛生組織においては何が問
題となり、どのような医療技術の開発や医療体系が求められているのか
の考察が求められます。

近年では、兵器開発でなくても、国民の健康管理や健康増進に直結す
る疾病治療法や技術のスピンオフによる先進医療提供などが、広い意味
で安全保障と関連することが認識されてきています。特にCOVID-19に
よるパンデミックを経験した今、感染症対策や気候変動対策などが人間
の安全保障に直結する案件であり、我々がそのような観点から脆弱性を
持つことも明らかになってきました。また、先進生命科学技術が、バイ
オテクノロジー産業育成や家畜・農作物の品質改良などと並んで色々な
医学面にも導入されてきており、研究成果が医療機器や医薬品などの製
品として使用されるようになってきました。これらが国家を超えて輸出
入される際には、経済安全保障的側面を持つことになります。

重要なことは、先進技術を人（国民や隊員）の身体保護や救命ひいては
健康増進にどう生かしていくかという視点と、生命科学の知見に関して
兵器化への転用防止や誤用・悪用の禁止について国際的に協調できる枠
組みをいかに構築していくかといった点です。残念ながら、技術革新は
我々の生活の利便化に留まらず武器の精緻化や凶悪化に利用されるよう
になってきています。情報通信技術、ロボット工学技術、AI、Brain -
Computer/Man-Machine Interface技術、脳科学、ゲノム解析・編集技
術など、リハビリテーション分野や人の機能補助に関わる革新的な技術
も多々出てきている一方で、これらはエンハンスメントや命の選別など
にもつながりかねない技術です。これらがどのような形で使われようと
しているのかについても、しっかりと見極めた上で望ましい利用方法に
ついて議論しなければなりません。

以上のように、我々は防衛・軍事医学的な観点から諸課題を抱えてい
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ます。本書の構成に際しては、研究開発を行う際の技術や理念的な観点
と実際の防衛・軍事医学の現場での対応の必要性を睨んで、分野性を重
視しました。記載項目は、概論的内容のほか、戦傷病・外傷分野、感染
症分野、CBRNテロ対処分野、特殊環境医学（衛生）分野、メンタルヘル
ス分野、ゲノム科学分野、脳・認知科学分野、バイオテクノロジー・バ
イオエンジニアリング分野の8章構成といたしました。

本書が防衛・軍事医学の動向について皆様の理解を深め、今後、医学・
衛生分野を通して安全保障の促進に寄与できるとしたら幸いです。今回、
防衛医科大学校から出版する初めての企画となりますが、最新の動向に
キャッチアップするために、今後は2年毎のアップデートを目指して出
版していく予定です。折に触れご意見ご感想などいただけますと幸甚で
す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年11月
　　　　　　　　　　　　　　　   　防衛医科大学校長　四ノ宮 成祥
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防衛・軍事医学の動向
2023年
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（1） 防衛・軍事医学を取りまく環境の変化
2010年台後半より、中国が国防費の急伸を背景に東シナ海、日本海、

太平洋などへの海洋進出を強める一方1）、北朝鮮は2016年、2017年の2
年間に3回の核実験、40発もの弾道ミサイルを発射、その後もミサイル
を発射し続け、2022年の弾道ミサイルの発射は29回、55発に及んだ2）。
このように中国、北朝鮮をめぐる情勢が緊迫する中、2022年2月、ロシ
アがウクライナへの軍事侵攻を開始した。この侵攻は国際秩序を根底か
ら揺るがし、冷戦終結後最悪と言われる軍事的緊張をもたらしている。
東アジアにおいても中露の軍事的協力関係の強化などにより、我が国が
掲げる自由で開かれたインド太平洋戦略も脅かされ、特に南西諸島など
の島嶼防衛強化が喫緊の課題となっている。

このような状況の中、2022年12月に発表された「国家防衛戦略」にお
いて、自衛隊の衛生機能について抜本的な変革が明記された。すなわち、
これまで重視してきた自衛隊員の壮健性の維持から、有事において隊員
の生命・身体を救う組織へ変革すべきとされ、具体的な施策として、第
一線から後送先までのシームレスな医療・後送態勢の確立、戦傷医療対
処能力の向上、外傷医療に不可欠な血液・酸素を含む衛生資器材の確保
等があげられた3）。自衛隊は有事のための組織であり、これらの施策は
もとより業務の一部ではあったが、最重要任務として再定義されたこと
になる。特に第一線救護（受傷現場での緊急救命医療）のための輸血用血
液（血液製剤）の配備が急務であるが、既存の血液製剤は人の血液を原料
とすること、保存に冷蔵、冷凍ないし振盪を要すること、保存期間が短
いこと（赤血球21日、血小板4日など）等の課題があるため、大量生産が
可能で保存性に優れた人工血液の開発が待望されている。

またこのように国際情勢が緊迫する中、新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）パンデミックが発生し、各国軍の活動に大きな影響を与え
ることとなった。自衛隊はクルーズ船におけるクラスター対応、逼迫し

1 はじめに
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た医療機関への看護師の派遣、大規模ワクチン接種などの活動に従事し、
我が国における感染拡大防止に重要な貢献を行なったが、パンデミック
中に大規模災害が発生した場合の医療や避難所における感染対策は今後
の課題として残されている。そして感染対策の切り札であるワクチン開
発が、国内において著しく遅れている問題を指摘しなければならない。
COVID-19ワクチンはメッセンジャー RNA（mRNA）ワクチン技術に基
づき、複数の国外製薬メーカーが大方の予想を上回るスピードで実用化
した。一方我が国においては、2023年4月現在、薬事承認申請中のもの
が2件あるものの、国産ワクチンは実現していない 4）。さらにこのパンデ
ミックと並行して、サル痘、梅毒、鳥インフルエンザ等の感染拡大も発
生しており、新興・再興感染症への対応が医療のみならず安全保障上の
重要課題となっている。ワクチン開発はバイオテロ対策の要でもあり、
防衛医学における重要課題の一つである。

以上述べたウクライナ情勢、感染症の問題に加え、急速に進化、変容
する軍事技術への医学対処も重要であり、第一にAI（人工知能）兵器、認
知戦など、脳科学を基盤とする攻撃への対処をあげられる。AIは医療や
人の能力向上などへの応用が進む一方、倫理問題をよそに兵器応用が急
速に進展し、AIを搭載した銃（標的をその動きや風速などの情報に基づ
きロックオンする）やネットワークで制御するAI兵器を搭載した無人機

（UAV：Unmanned Aerial Vehicle）などが急速に普及し、国連の報告書
でも自律型致死兵器システム（LAWS：Lethal Autonomous Weapons 
System）の危険性について言及され、リビアの内戦において使用された
可能性を指摘している5）。これらAI兵器の原理を知ることなく防御や医
学対処について検討するのは困難もしくは非効率であり、防衛・軍事医
学における脳科学研究の重要性が著しく高まっている。また認知戦は人
の認知空間における戦いのことで、古くよりある情報戦もその範疇に入
るが、現代の認知戦はサイバー技術、デジタル化技術と深く結びついて
いることが特徴である。認知戦への対処は認知の仕組みの理解が必要で
あるが、そのための科学（認知科学）は未開の領域である。さらに電子戦
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における電磁波曝露、レーザー・集束超音波などを用いた指向性エネル
ギー兵器、遺伝子工学を応用した兵器等への医学対処に関する研究は、
最新の科学技術の助けが不可欠である。

一方、最新科学技術をもっても対応の非常に困難な問題として地球規
模の気候変動の問題があげられる。温室効果ガスによる地球温暖化が広
く知られているが、温暖化は単に気温の上昇だけでなく、洪水、旱魃等
の大規模自然災害の増加、局所的には短時間の豪雨や豪雪（ドカ雪）の発
生確率を高め6）、これらは社会生活や産業ばかりでなく、安全保障にも
大きな影響を与える問題であり、NATO科学技術機構においても気候変
動（climate change）が最重要課題の一つと位置づけられている。また米
国防総省はハワイに災害マネジメント・人道支援センター（CFE−DM：
The Center for Excellence in Disaster Management and Humanitarian 
Assistance）を設置し、気候変動がインド太平洋地域の安全保障に与える
影響に関する情報拠点、さらにこれらの問題に関して同盟国・パートナ
ー国と共同で取り組むための拠点として活動を行なっている。

（2） 本書の目的と構成
前項で述べたとおり、世界における防衛・軍事医学を取り巻く環境の

変化は顕著で、かつ対処すべき問題は広汎・多岐にわたる。これらの全
容を俯瞰的に見わたすことができる資料があれば、関係する研究・教育、
さらに行政、政策立案等に大いに有用であろう。また防衛・軍事医学に
ついて一般の方々に知っていただくのにも役立つと思われる。このよう
な趣旨で企画されたのが本書「防衛・軍事医学の世界動向 2023年版」で
ある。防衛医科大学校 防衛医学研究センターにおいては以前からこの企
画をあたためていたが、このたび防衛医科大学校の創立50周年に合わせ
て出版することとなった。

本書では防衛・軍事医学を8つの主要分野に分けてそれぞれの章を設
け、おおむね最近5年（2018年以降）の重要な動向に焦点を当て、コンパ
クトにまとめることを目指した。また序章では、軍事医学に関する主要
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な国際会議およびNATO科学技術機構の動向について紹介するととも
に、Hot TopicsとしてCOVID-19パンデミック、ウクライナ情勢、認知
戦について取り上げた。全体を通し、「動向」に重点を置くために教科書
的な解説、歴史的背景は必要最小限とする一方、専門外の人にもわかり
やすい記述とすることを心がけた。

執筆は防衛医科大学校の研究者を中心に、一部、学外の専門家の方々
にもお願いした。しかし本項でも触れた気候変動など、十分に取り扱う
ことができなかったテーマもあり、今後の課題としたい。また脱稿後も
次々と重要な動きがあり、遠からず次号を発刊することの必要性を感じ
ている。本書に関する読者のご意見、ご批評を参考にしながら内容を吟
味し、この「防衛・軍事医学の最新動向」が定期的に刊行されることを
願っている。

2 軍事医学に関する主要な国際会議の動向

（1） MHSRS
a）	MHSRSとは

軍健康システム研究シンポジウム（MHSRS： Military Health System 
Research Symposium）は、米国防総省が主催する軍事医学に関するお
そらく最も大きな科学会議で、陸、海、空軍、海兵隊の衛生部門と軍
関係の医学研究機関が参加して毎年開催される3,000人以上が参加する
会議である。機密保全上、オンラインでの開催はあり得ず、コロナ禍
で2020、2021年は中止となり、2022年に再開された。軍事医学や衛生
のほぼ全ての領域を扱うが、生物・化学兵器などCB脅威に関しては
CBD S＆T：Chemical and Biological Defense Science ＆ Technology
という学会を米国防危機削減庁（DTRA：Defense Threat Reduction 
Agency）が隔年で別途、開催している。ほとんどの参加者が米軍人と
軍属で、加えて軍事行動を共にする限られた同盟国（英国、カナダ、ド
イツ、オーストラリア、イスラエル、日本などが少数参加している。
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あくまで米軍の作戦遂行に資するための会議で、米軍関係者が軍事医
学に関する最新の知見を情報交換・共有する場である。
b）	MHSRSの歴史　

2009年にMHSRSの前身であるATACCC：Advanced Technology 
Applications for Combat Casualty Careが、フロリダ州タンパ近郊の
ビーチで開催され、主に戦傷病治療に関する討論と情報共有が行われ
た。翌年も当地で開催されたが、2011年に同州フォートローダーデー
ルに移った。2013年からはAFMRS：American Federat ion for 
Medical Research SymposiumとNMRC：Navy Medical Research 
Conferenceが加わりMHSRSに改名され、戦傷病の他にリハビリテー
ションや感染症など扱う分野が広がったが、開催地は同じであった。
著者が初参加したのは2015年で、我々が開発した人工血小板をワーク
ショップで初めて紹介し（図1）、その後は毎回参加している。当時は
日本人の参加が場違いな雰囲気で（筆者と衛生連絡官の2人のみ参加）、
容赦のない早口の英語で多くの質問が矢のように飛んできた。2016年
からは学会がさらに巨大化し、フロリダ州内陸のオーランド近郊のキ
シミーへと会場が移った。参加を重ねるにつれ、学会場で挨拶を交わ

	図 1　人工血小板のMHSRSでの初発表	（2015）
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す米軍関係者も増え、2017年からは学会中にあるUSUHS（米国軍保健
衛生大学）のパーティーにも参加している。2019年からは陸自衛生部
門からも将官級が参加するようになり現在に至っている（図2）。

　c）主要テーマの変遷
MHSRS発足当初はATACCCの名にあるように「TCCC：Tactical 

Combat Casualty Care」、すなわち米軍の戦傷病治療ガイドラインの
作成が主なテーマであった。2009年の学会発足当時はアフガニスタン
で戦闘が続いており、ガンツ国防長官が”Golden Hour Policy”を掲げ、
戦場からの1時間以内の負傷者救出を義務化した年でもあった。2016
年頃になると戦火が下火となり軽症頭部外傷（mTBI：mild Trauma 
Brain Injury）後のPTSD：Post Traumatic Stress Disorderが注目され
るようになり、2018年には72時間は戦場で生命維持ができるような治
療戦略（PFC：Prolonged Field Care）、さらに2022年はサイバーや宇
宙空間を含めたMDO：Multi−Domain Operationsに注目が集まるよ
うになってきた。MHSRSでは学会初日に国防総省衛生部門の首脳陣
が前年の総括とその年の目標を演説するが、これが数年後には米軍衛
生の基本方針となっていることが多く、まさに米軍衛生の主力が結集
する学会である。
d）	MHSRSの最新動向について

2022年、MHSRSが以前と同じキシミーで2年ぶりに再開された。陸
自から伊藤衛生学校長以下3名が、防衛医大からは著者と研究科大塚3
佐が（2015年以来の日本から2度目となる口演発表）、衛生連絡官を含
め計6名が参加し以前とは隔世の感があった（図2）。ウクライナ侵攻や
台湾危機からロシアや中国の脅威が話題となり、第2次大戦のような
正規軍同士が衝突するpeer - to -peer conflictの凄まじさと大量発生す
る負傷者にどう対処するかが議論となった。とくに島嶼部での負傷者
救護では、Golden Hour Policyの実践はほぼ不可能で、戦場でのCCC：
Combat Casualty Careの 確 実 な 実 践 と 新 鮮 全 血 の 輸 血 がPFC：
Prolonged Field Careに必須であり、これにドローンを用いたCB剤の
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検知と衛生資材の輸送を行い、サイバーや宇宙空間でのMDO：Multi -
Domain OperationsにAI技術を駆使して対応することが重要と語られ
て い た。5年 前 ま で は い か に 中 東 の 砂 漠 地 帯 でIED：Improvised 
Explosive Device（即製爆発装置）によるテロでの負傷者を救出するか
に議論が集中していたが、現在は次なる紛争でおそらく以前と全く異
なるであろう新しい治療戦略をどう構築していくか、これを真剣に模
索しているようであった。

　　		図 2　MHSRS	2022の参加メンバー

（2） ICMM
a）	ICMMとは

国際軍事医学委員会（ICMM：International Committee of Military 
Medicine）は、1921年に設立された世界各国の軍衛生機関代表者等で
構成される国際的な政府間組織である。この委員会のビジョンは地理
的、イデオロギー的な境界を越えて知識を共有し、軍事医学の世界を
リードする組織になることであり、軍事医学専門家の意見交換の場と
して世界大会が2年に1回開催されている。また地域ごとの6つの分科
会があり、日本は汎アジア・太平洋地域分科会に所属している。ICMM
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議長は、2022年9月に交代があり、新たに米国軍保健次官補を歴任され
たDavid J. Smith氏が選出された（図3）。

　		　		図 3　国際軍事医学委員会 ICMMの組織概要

b）	第44回ICMM軍事医学世界大会について
本学会は、2021年にベルギー、ブリュッセルにおいて開催予定で

あったが、新型コロナウイルス感染症（以下COVID-19）の影響によっ
て1年延期され2022年9月5日～9日の開催となった。しかしながら、
ロシア・ウクライナ戦争の影響からか、参加者並びに参加企業は、例
年ほど多くなく、実際にロシアからの参加者はいなかった。日本から
は内局2名、陸幕衛生部2名、防衛医大から1名の5名が参加した。企業
展示には27社が参加しており、日本からは武田製薬がデング熱ワクチ
ンの開発についてのブースを設営していた。
c）	主なテーマについて

本学会では、以下の6テーマに関する口演、ラウンドテーブル、ポ
スター展示が行われた。1．感染症との闘いとファージ治療、2．最前線
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外科、病院前処置、病院外処置、3．リハビリからプレハブまで、兵士
たちを軌道に載せる、4．シェルショック（戦争神経症）からメンタルヘ
ルスまで、5．地球規模の健康、ワンヘルス（ヒト−動物−環境の健全性）
の問題、6．その他である（表1）。ウクライナ軍からは、熱傷、頭部外
傷の重症患者をドイツのNPO法人（Malteser International）との連携に
よって救命できた成功例について報告があった。

	 表1　第44回ICMM軍事医学世界大会の主要なテーマ

d）	感染症について
COVID-19からの教訓、抗微生物薬の開発、新規ワクチンの開発、

次世代のマラリア予防、節足動物媒介感染症対策、薬剤耐性菌対策と
してのファージ治療（細菌に感染するウイルスの一種であるファージを
用いた治療）の見直し、迅速検査法の開発、感染対策チーム派遣などが
あった。

米軍からは、COVID-19関連の研究の振り返りとして、新規ワクチ
ン開発はHIVワクチン開発のアプローチからの産物であったこと、と
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くに中和活性（ウイルスを失活させる中和抗体の作用機序など）の検討、
アジュバント（ワクチンの効果を高める物質）の開発などの製造開発に
寄与したことは即時の開発に有益だったことが発表された。その他デ
ング熱ワクチン、ダニ媒介性脳炎ワクチン、エボラワクチンの開発状
況も報告された。

フランス軍からは、COVID-19パンデミックからの教訓を生物テロ
対応へ応用させるべき分野として、新興病原体の優先順位の再評価、
POCT（ポイント・オブ・ケア・テストの略で被験者の傍らで医療従事
者が行う検査、迅速診断キット等）。器材の改良、次世代シークエンス
技術の改良、医薬品開発の時間短縮化、軍民あげてのロジ問題の解決
などの指摘があった。

スイス（チューリッヒ大学）からは、マラリア予防薬について平衡感
覚異常、悪夢、精神神経症状といった副作用から、メフロキンからア
トバコン・プログアニル合剤（マラロン®）に変更することが推奨され
ること、さらに米国ですでに承認されている治療薬タフェノキンが予
防薬としてEUで導入が検討されていることが紹介された。オランダ

（ライデン大学）からは、プラスミド（細菌等の細胞の核外に存在する環
状2本鎖構造のDNA）による弱毒生黄熱ワクチン、デング熱ワクチン、
マラリアワクチンの開発の概要についても発表があった。ドイツ軍か
らは、作戦現場での迅速な検査体制を確立するために、数名からなる
迅速展開アウトブレイク調査チーム（RDOIT：Rapidly Deployable 
Outbreak Investigation Team）を編成し世界中に派遣できる体制を確
立していること、コソボでのクリミア・コンゴ出血熱（2007、2008年）
やQ熱（2016年）、西アフリカでのエボラウイルス病（2014年）対応の実
績があること、米国、カナダ、フランス、英国などのNATO諸国の他、
ウクライナ、カザフスタン、ジョージア、チュニジアなどの国々と国
際的な機動ラボ協力体制をとっていることが紹介された。

米国などからは、薬剤耐性菌のために術後感染症の治療が困難な事
例に対しては、ファージ治療が効果的であり見直されている旨が報告



12

された。さらに、昨今の感染症の課題として、国防総省のダニ媒介性
疾患のリスク評価の在り方（米国）、感染症アウトブレイク対応におけ
る軍民協力（ニュージーランド）、地震後の感染症の発生率について（イ
ラン）など、軍衛生部門がいかに国の保健行政と協力できるかについて
発表された。

3 NATO科学技術機構（STO）の動向

 （1） NATO STOとは
NATO（ 北 大 西 洋 条 約 機 構）科 学 技 術 機 構（STO： Science and 

Technology Organization）は、NATO加盟国とパートナー国による最先
端の防衛科学技術に関する情報の収集・共有・普及および研究開発・イノ
ベーションを目的とした組織で、北大西洋理事会（NAC： North Atlantic 
Council）の軍事委員会（MC： Military Committee）に属する。図4にその
組 織 図 を 示 し た。 科 学 技 術 理 事 会（STB： Science and Technology 
Board）の指導下にある6つのパネルと1つのグループ（以下パネル・グ
ループ）が活動の主体であり、パリに本拠を置く協力支援事務局（CSO： 
Collaboration Support Office）の支援を受けて活動を行なっている。また
パネル・グループと並列に、地中海沿岸の軍港都市ラ・スペツィア（伊）
に実験船2隻を擁する海洋研究試験センターを有する。

日 本 はNATOの「 世 界 に お け る パ ー ト ナ ー（Partners across the 
globe）」の一員であり、2014年5月に日・NATO国別パートナーシップ
協力計画（IPCP： Individual Partnership and Cooperation Programme）
に署名し、10の協力優先分野の一つとして防衛科学技術が定められた。
その後、2020年6月のIPCP改定を受け、日本は2021年2月にSTOの特
別なパートナー国（EOP： Enhanced Opportunity Partner）となり、原則
としてSTOの全ての活動に参加することが可能となった。
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図4　	NATO	STOの組織図（「STO	at	a	Glance	(2012-2022)」	p.9の図を改変）	
	 左上はSTOのロゴ	

（2） STOのパネル・グループ

上記パネル・グループの活動形態には以下のような種類がある。
・ ST： 研究専門家チーム（当該テーマの専門家が集中的に研究活動を行

い短期間で成果を出す）
・ RTG： 研究技術グループ（当該テーマの専門家が最大3年間かけて研究

活動を行う）
・ T, ET： 探求チーム（研究活動の内容を事前に精査し、RTG等の立ち上

げ・開始をスムーズに行うための活動を行う）
・ RSY／RWS： シンポジウム・ワークショップ（シンポジウムは参加者

100人以上・期間3～4日、ワークショップは参加者300未満・期間2～3
日）
各活動の提案・計画はパネル・グループ毎に審議され、承認された活

動が毎年春と秋に参加国に提示され、参加希望国の調査結果をふまえて
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正式に決定される。一部に複数のパネルグループが共同で取り組む活動
もある。各活動においては最後に報告書をまとめるが、その多くはopen 
accessとなっておりNATO STOのウェブサイトよりダウンロード可能
である7）。以下、防衛・軍事医学に最も関係の深い人間工学と医学（HFM： 
Human Factors and Medicine）パネルの活動の状況について述べる。

（3） HFMパネルの活動
HFMパネルの2022年に継続中および2023年に開始予定の活動のリス

トをそれぞれ表2、表3に示す8）。戦傷医学、航空医学、メンタルヘルス、
暑熱・寒冷対処、CBRN対処、AI・クロスリアリティー応用、認知戦対
処など、防衛・軍事医学に関する伝統的な課題から最新の課題までが広
く取り上げられているほか、軍における人材の定着、リーダーのための
心理学、軍人・退役軍人の過激化など、人事管理に関わる活動が「科学
技術」に関する活動の一環として取り上げられていることが特筆に値す
ると思われる。ここでは紙幅の都合により爆傷対処、CBRN対処、認知
戦の3領域の活動につき補足説明する。

表2　2023年に継続中のHFMパネルの活動（形式の略語は本文参照）
活動 形式 題名

HFM-274 RTG パイロットと高高度特別作戦要員への減圧曝露の影響
HFM-281 RTG メンタルヘルスとパフォーマンスのための個別化医療
HFM-285 RTG NATOにおける聴覚障害のあるまたはない英語ネイティブ・ノンネ

イティブの話し手/聞き手によるスピーチの理解
HFM-294 RTG 軍用ビッグデータ：統合ゲノミクスの標準ケア・検査・治療へのパイ

プライン
HFM-299 RTG パイロットの肺疾患のスクリーニングとケア
HFM-306 RTG 化学防御に関する医学研究の化学戦脅威医学対処作戦への橋渡し
HFM-310 RTG 寒冷地作戦におけるヒューマンパフォーマンス、医療と支援
HFM-311 RTG 認知ニューロエンハンスメント：技法と技術
HFM-312 RTG 高性能航空機における未解明の生理現象
HFM-313 RTG 軍事医学におけるファージ療法の再導入
HFM-316 RTG 航空機搭乗員および他のハイリスク職の心臓血管リスクに関する

最新のリスク評価のための専門家パネル
HFM-317 LTSS 戦傷救護の解決策
HFM-318 RTG 軍における人材の定着
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活動 形式 題名
HFM-319 RTG 兵士にかかる認知負荷の測定
HFM-320 RTG 航空機搭乗員の疲労マネジメント
HFM-325 RTG 軍の訓練・作戦中に提供される食事に関するパフォーマンス栄養学
HFM-326 RTG 軍人のための栄養補助食品（サプリメント）
HFM-327 RTG 労作性熱中症を低減させるための生理状態モニタリングのNATO

標準化勧告の策定
HFM-329 RTG 動員サイクルにわたるリーダーのための心理学ガイド
HFM-330 RTG AIシステムに対する人による有意の制御のためのヒューマンシス

テム統合
HFM-331 RTG 精神疲労・軍事疲労対処のための生物医学的基礎
HFM-332 RTG 負傷者救護のための自律型移送・医療システムの開発と実装
HFM-338 RTG 慢性外傷性脳症予防のための軍事的負荷曝露ガイドラインの策定
HFM-341 RTG 爆発脅威による人の致死性、受傷、障害のモデリングとシミュレー

ションのバリデーション
HFM-342 RTG C2（指揮統制）能力のライフサイクル・ガバナンス
HFM-343 RTG デジタル・ティーチング・ネットワーク：軍における教師、トレーナー、

インストラクター、コーチ間のデジタルコラボレーション育成
HFM-344 RTG 高速艇乗船中の人に対する衝撃曝露
HFM-345 RTG 情報環境における影響因子に対する作戦の保全と感受性
HFM-347 RTG 軍人・退役軍人の国内における過激化
HFM-349 RSY 寒冷地作戦における人のパフォーマンスと医療と支援
HFM-352 RTG 未来の安全保障環境における道義的課題：リーダーのためのガイダ

ンス
HFM-358 RTG 人の健康とパフォーマンスのためのマイクロバイオーム応用
HFM-359 RTG 電離放射線の生体作用と対処
HFM-361 RSY 認知戦の軽減と対応
HFM-363 RTC 組織改変支援のための軍の文化の理解：システムズアプローチ、詳

細分析と革新的研究法
HFM-364 RTG 航空宇宙医学：RAMS USAF/NATO航空外科医会議

HFM-
AVT-340

RTG 戦闘用の搭乗員操縦室設計と運用のための神経科学テクノロジー

HFM-
MSG-346

RTG サイバー病に影響を与える因子の評価

HFM-
MSG-354

RTG CBRNクロスリアリティー訓練用プラットフォームの研究，設計，製
作と配備

HFM-
SAS-357

RTG 軍人のデータと分析の交換のための基準

HFM-
SCI -351

ST 信頼性ある体制による査察

HFM-
SET-353

RTG 作戦行動中のCBR脅威に関するシチュエーショナル・アウェアネス
（状況認識）

 

表2（つづき）
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表3　2023年に開始するHFMパネルの活動（形式の略語は本文参照）
活動 形式 題名

HFM-365 RTG 人の能力と生存性の向上：防衛に資するより高くより強いレジリエ
ント能力を提供するための人員の能力拡張

HFM-
IST-366

RWS 軍事用AIの倫理的・法的・社会的問題に利害関係者が関与する方法

a）	爆傷対処
爆発物を用いた攻撃はNATOの各種作戦で生ずる犠牲の主要原因の

一つであり、歩行中の兵士、車両上の兵士の両方を対象に様々な状況
において発生することが想定され、その対処が大きな課題となってい
る。著者の知る限り、HFMパネルにおいて爆傷に関しては過去に少な
くとも2つの活動があり、2013 ～ 2016年に「爆発曝露による環境毒性：
損傷の測定、モデル化、方法と基準（HFM-234）」、2016 ～ 2019年に「爆
発関連脅威による人の死亡、傷害と機能傷害のモデル化とシミュレー
ションのフレームワーク（HFM-270）」が取り上げられた。2022年に開
始されたHFM-341（2024年までの計画）はHFM-270の後継に位置付け
られ、HFM-270で開発された爆傷のコンピューターシミュレーション
モデルについて、最新の科学的・実験的知見、実際の戦闘におけるデ
ータ等を取り入れてバリデーション（有効性・妥当性の確証）を行い、
爆発に対する防護具の性能、戦闘シナリオに関する予測を行うことを
目的としている。このHFM-341には、国内初のNATO STOの活動へ
の正式参加として、防衛装備庁の支援を受けて防衛医大の研究者が参
加している。
b）	CBRN対処

CBRN：Chemical, Biological, Radiological and Nuclear対処に関する
活動は複数あるが、このうちHFM-SET-353（センサおよび電子技術パ
ネルとの合同）は、センシング、AI、データサイエンスなどの分野横
断的な既存プログラムを活用することにより、指揮官に対してCBRN
に関する入手可能な最善の情報を提供し、リスクに基づいた決心

（risk -based decision）を行える能力を開発することを目的としている。
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この目的を達成するために参加メンバーが協力すべきタスクとして、
①CBRN対処作戦に関して指揮官が必要とする情報の顕在化と理解、
②CBRNに関わるセンシングおよび諜報・監視・偵察などによる、指
揮官の決心に必要な潜在的な情報源の同定、③情報を指揮官に伝達す
る最善の方法の同定、④データサイエンス、機械学習、AIを活用した
リスクに基づいた決心を行うための情報提示ツールの開発があげられ
ている。本活動がCBRN事態に関わる防護、回復のみならず防止にも
関わっていることが強調されている。
c）	認知戦

陸海空、宇宙、サイバーに続く第6の戦場として認知空間が注目され、
認知空間における戦い（認知戦、次節3項参照）への対処がHFMパネル
における最重要キーワードの一つとなっている。関係する活動は複数
あるが、HFM-311においてはニューロエンハンスメント（神経機能向
上）のための各種技術を取り上げている。具体的には、①経頭蓋直流電
流 刺 激（tDCS：transcranial direct current stimulation）、交流電流刺
激（tACS：transcranial alternating current stimulation）、 磁 気 刺 激

（TMS：transcranial magnetic stimulation）、末梢神経刺激、フォトバ
イオモジュレーション等によるニューロモジュレーション、②チロシ
ン、クルクミン、オメガ3脂肪酸、モダフィニル、カフェイン等を用
いた薬理学的・栄養学的インターベンション、③ワーキングメモリ訓練、
認 知 バ イ ア ス 訓 練 な ど の 認 知 訓 練 ア プ ロ ー チ、 ④ 脳 波（EEG：
electroencephalography）、機能的近赤外分光（fNIRS：functional near -
infrared spectroscopy）、機能的MRI（fMRI：functional magnetic 
resonance imaging）、末梢生理パラメーターによるバイオフィードバッ
ク等を検討の対象としている。

認知戦という言葉自体は比較的新しいが、その概念は情報戦、心理
戦などとして古くより存在する。しかし現代の認知戦はサイバー、
AI、データサイエンスなどの最新科学技術や脳・認知科学と深く関わ
っており、従ってその対処にも最先端科学が必要となる。NATO STO
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においても今後さらに活動が活発化すると予想されるが、研究におい
ては倫理面の問題も重要であり、今後注視してゆく必要がある。

4 Hot Topics

（1） COVID-19パンデミック
新型コロナウイルス感染症が我々の前に出現してから（2023年11月の

時点で）4年近くが経過しようとしている。そもそもの発端は、2019年12
月31日に世界保健機構（WHO）の中国事務所が湖北省の武漢において謎
の肺炎が発生している旨の報告を受けたことであった。その後、2020年
1月12日にWHOはDisease Outbreak News（DONs）において、「中国当
局の確認例は41名でうち基礎疾患を有する1名が死亡した、多くは武漢
市内のある海鮮市場での曝露に関連がありその市場は1月1日にすでに閉
鎖している、医療従事者間では感染がみられていない、ヒトからヒトへ
の感染の明確な証拠がない、1月7日に病原体とされるウイルスを分離・
特定できた」ことを報じた。1月10日には、全遺伝子配列の解析が公開
となり、PCR検査を行うことができるようになった。中国以外では、1
月13日にタイで第1例目が、1月15日に日本で第2例目が報告（国内1例
目）された。WHOは、1月30日に「国際的に懸念される公衆衛生上の緊
急事態（PHEIC：Public Health Emergency of International Concern）」を、
3月11日には「パンデミック」宣言を行った。
a）	国内の対応

上述の国内1例目に関しては、武漢市からの帰国者であったが、海
鮮市場への立ち寄りはない、詳細不明の肺炎患者との濃厚接触の可能
性があるとの情報が入っていた。すなわち、ヒトからヒトに感染伝播
する呼吸器感染症であると認識していたのである。各国では独自の考
え方による対応策が行われた。日本は島国であるため、入国拒否や検
疫の強化によって海外からの侵入する感染症をある程度遅らせる措置

（検疫法改正）をとる一方で、国内では指定感染症（二類相当）として取
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り扱うこと（感染症法改正）になった。検査は、当初は症例定義に合致
した者のみに適応する行政検査として実施された。その後武漢からの
チャーター便、ダイアモンド・プリンセス号対応、特別措置法に基づ
く緊急事態宣言、オリンピック・パラリンピック東京2020大会の1年
延期などを経験し、若年層を中心とした飲食店等でのクラスター、高
齢者での重症者の増加、変異株出現などへ対応を行った。導入が遅れ
たワクチンや治療薬についても特例承認を経て導入されることになり、
症例致死率は、当初の5～10％弱から0．1％未満へと変化してきた。保
健所での疫学調査からは、潜伏期、感染可能期間、感染リスク因子な
どに関するエビデンスを見出すことができ、感染者の退院および療養
解除、濃厚接触者の健康観察解除の基準の策定、密閉空間、密集場所、
密接な場面を避けるとした3蜜回避対策へと応用された。保健所に患
者が報告されると、濃厚接触者の健康観察を行いそこからの新規感染
者を発見する、初発患者の潜伏期に遡って感染曝露に関する調査を行
い曝露の機会を特定する、リンクのある感染者を掘り起こし次のクラ
スター化を阻止するといった対応が行われた。
b）	SARS-CoV2

病原ウイルスは、SARS（重症急性呼吸器症候群）やMERS（中東呼吸
器症候群）の原因ウイルスと近縁であるコロナウイルスであり、SARS-
CoV2と命名された。脂質でできた膜（エンベロープ）を有するためにア
ルコールや次亜塩素酸ナトリウム液などで失活されやすい性質を有し
ている。エンベロープ上のS蛋白（スパイク蛋白、トゲ状の構造のこと）
が宿主細胞のACE2レセプターに結合することによって感染がおこる。
S蛋白のレセプター結合部位を標的にしたワクチンが開発・使用され
ているが、この部位に変異が起こると感染性やワクチン効果に影響が
出てくる（図5）。SARS-CoV2は、遺伝子学的な相同性（遺伝子の塩基
配列が共通の祖先をもつこと）からキクガシラコウモリやマレーセンザ
ンコウを起源とするとした学説があるが、この2種の動物の生息域を
発端である武漢市との位置関係から自然発生とするには疑問が
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残る（図6）。
主な感染源は、感染者の飛沫および唾液およびそれらに汚染された

物品の表面であるが、無症状感染者の呼気として排出されるマイクロ
エアロゾルにもウイルスが含まれている。したがって国内では、無症
状であってもマスクを行うユニバーサル・マスキングが有用であると
している。

図5　SARCoV2の構造と宿主細胞への感染
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図6　キクガシラコウモリとマレーセンザンコウの生息域

c）	検査の有用性
COVID-19の検査を行う際には、有症状者を鑑別するために行うの

か、無症状の濃厚接触者の感染を確認するために行うかなどその目的
がさまざまである。現在、市中では、抗原定量検査（迅速抗原検査）、
定量抗原検査、遺伝子検査（PCR法など）などが広く使用できるように
なっている。PCR検査は遺伝子を増幅させることでごく少量のウイル
スを検知することが可能であるが、CT値（標的遺伝子の陽性結果が得
られるまでの遺伝子増幅のサイクル数）のカットオフ設定次第によって
特異度が下がる（偽陽性が増える）ことに注意が必要である。とくに回
復期にウイルスは消失しても、PCRは陽性となってしまうことがある

（図7）。また同じ検査法であっても有病率がことなると、陽性的中率
が異なることにも注意が必要である（図8）。検査の目的が明確でない
と、その解釈に問題が出てくるばかりか、その後の対応（隔離や健康観
察）にも大きな影響が出てくることがあるので注意が必要である。
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図7　症状の発現状況とPCR検査、抗原検査、抗体検査

図8　有病率の違いによる陽性的中率の相違

d）	防衛省・自衛隊が行ったパンデミック対応
上述の武漢からのチャーター便およびダイアモンド・プリンセス号

対応、防衛医大病院・自衛隊病院におけるCOVID-19患者の入院診療、
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検疫所業務支援、大規模予防接種センターを開設・運営、衛生科隊員
の高齢者施設クラスター対応支援などを実施している。

（2）ウクライナ情勢
2022年2月24日に開始されたロシアによるウクライナ侵攻は、多くの

点で世界に衝撃を与えた。その衝撃の第一は、ほかならぬ国連安保理常
任理事国によって国連憲章と国際法が踏みにじられ、国際秩序の一方的
な破壊が全世界の眼前で公然と行われたという事実であった。

第二の衝撃は、侵攻がグローバルな経済関係に及ぼした影響の大きさ
である。ロシアに対する大規模な経済制裁や、国際銀行間通信協会

（S W I F T ： S o c i e t y  f o r  W o r l d w i d e  I n t e r b a n k  F i n a n c i a l 
Telecommunication）決済網からのロシア主要銀行の排除、欧米大企業の
ロシア事業撤退など、世界経済に深刻な影響を及ぼす事象が予想以上の
規模とスピードで展開された。また、中国やインドをはじめ多くの国が
制裁に同調せず、結果としてロシア経済を支えたことも特筆すべきであ
る。さらに、エネルギーの多くをロシアに依存する欧州諸国では、制裁
により自身も痛みを受けており、侵攻が世界経済に与えた打撃の大きさ
を物語っている。

第三の衝撃は、軍事面での予想外の展開である。質量ともに圧倒的と
思われていたロシア軍の苦戦と、それに対するウクライナ軍の健闘は世
界を驚かせた。キーウ、ハルキウ、ドンバスそしてクリミアの4正面か
ら同時に侵攻を開始したロシア軍は、翌25日早朝には南部ヘルソン市を
占領するとともに同日昼頃には首都キーウ近郊のドニプロ川西岸地域に
到達するなど、作戦は順調に遂行しているかに見えた。他方、早くも侵
攻2日後の2月25日から26日にかけ、燃料不足など兵站上の問題や死傷
者の増加、士気の低下などの兆候が指摘され始めている9）。その後、キー
ウ正面では作戦が進捗せず、侵攻約1か月後の3月25日には作戦の重点
を東部に移すとロシア国防省が発表する有様であった。5月11日にはロ
シア軍はハルキウ市近郊からも駆逐されている。
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ロシア軍は、東部に作戦重点を移した後はキーウ正面から転用した部
隊も用いて再度攻勢を行い、7月3日にはルハンスク州全域に支配地域を
拡大するなどの進展がみられた。ただし、6月中旬に米国のミリー統合参
謀本部議長が、ロシアは機甲戦力の30％を喪失したと指摘したように10）、
この段階でロシア軍は深刻な戦闘力低下に陥っていたと思われる。ロシ
ア軍が、ルハンスク州の要衝リシチャンスクを攻略するのに6週間近く
要したこともそれを裏付ける事実といえよう。加えて、6月には米国が
ウクライナに対し、長射程の高機動ロケットシステム（ハイマース）を供
与するなど、装備の面でもロシアの優位は揺らぎつつあった。

以降、ロシア軍は戦況全体を大きく挽回することができず、9月上旬
から中旬かけハルキウ州のほぼ全域で占領地を喪失した。プーチン大統
領は9月21日に予備役を対象とした部分動員令を発令、さらに同月30日
にはウクライナ4州の併合を宣言したが、これも戦況を変化させるには
至らず、逆に10月2日にはウクライナのゼレンスキー大統領が東部ドネ
ツク州の要衝リマンの奪回を宣言した。ウクライナ軍は南部でも攻勢に
転じ、11月9日にはロシアのショイグ国防相が南部ヘルソン州のドニプ
ロ川西岸からの撤退を命じている。

意外とも思えるこれら一連のロシア軍の苦境については、ウクライナ
軍を過小評価した侵攻計画や、不完全なウクライナ防空網の制圧、鉄道
に過度に依存した兵站、ジャベリンやハイマースを始めとする西側供与
兵器の威力そしてウクライナ軍民の高い士気などがその理由として頻繁
に言及されている。加えて、両軍の衛生態勢の差も、目立ちはしないが
考慮すべき大きな要因であろう。

2014年のクリミア危機以来、ウクライナ軍は西側の援助を受け各種の
軍改革を行っている。国防諸計画の策定や組織管理、部隊訓練等へ
NATO基 準 を 取 り 入 れ よ う と し て お り、TCCC：Tactical Combat 
Casualty Care（戦術的第一線救護）の導入もその一つである。TCCCは米
軍によって標準化された戦傷救護のガイドラインであり、受傷後に迅速
な応急処置、特に適切な出血コントロールが行われるならば救命率が飛
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躍的に向上する点を重視し、止血器や止血帯、鉗子などによって出血を
止めることを推奨している。ウクライナ軍はTCCCを今回の侵攻に先立
つこと8年も前から受け入れており、旧式な衛生ケアや後方搬送要領、
衛生訓練等を2020年までにNATO基準に適合させるという目標を立て
ていた11）。また、各国の軍事支援には、かかる衛生態勢の構築に必要な
衛生資材が含まれている。一例をあげれば、米国は「治療および後送を
支援するための衛生装備品」を供与しており12）、ドイツは止血帯等の衛
生資材、36両の救急車、野外病院セット、67個の衛生用冷凍冷蔵庫など
を支援している13）。

これに対し、断片的情報を総合した上での推察であるが、ロシア軍は
衛生に関する資材や訓練が不足していると考えられる。例えば、9月21
日以降の部分動員兵に対し、生理用品を止血パッドとして使用するよう
指導する映像がSNS等を介し広く知られることとなったが、これが事実
であるならロシア軍の衛生機能は相当劣悪な状態にあると思われる。

短期間での膨大な人的損耗からも、ロシア軍の衛生能力が推察できる。
侵攻後2か月の4月25日にウォレス英国防相は、開戦以来1万5,000人の
ロシア兵が死亡し、ロシア軍は戦力の1／4を失ったと下院で述べた14）。
バイデン米大統領は、侵攻時のロシア軍投入戦力は17万5,000人以上と
述べており、4月段階で1／4の喪失なら約4万3,750人の死傷者が発生し
ていることとなる。死者が1万5,000人であるならば、死者数対負傷者数
は1：1．9で、死者の比率が高くなっている。戦死者数の正確な数は明ら
かでないため数値の正確性は議論の余地があるが、TCCCを導入してい
る米軍のイラク全作戦期間における死者が4,431人、負傷者との比率が1：
10程度であることを鑑みると、少なくともロシア軍には西側と同等の衛
生態勢は整備されておらず、その苦境に少なからず影響を及ぼしている
と推測できる。また、人的損耗を補うべく実施された部分動員はロシア
社会に大きな動揺を与えた。

また、不十分な衛生態勢は人的戦闘力の質的低下ももたらす。負傷兵
が適切な処置を受け復帰できるならば、個々の兵士は戦闘のリスクに対
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し前向きになる。ロシア軍の士気の低さは侵攻初期から指摘されている
が、この背景には第一線の衛生状況も影響を及ぼしている可能性がある。

ウクライナ情勢は、未だその結末を見通すことは困難とはいえ、現段
階においても多くの教訓が見て取れる。ここで展開されているのは地域
を奪い合う大規模な地上戦であり、過去の大戦を彷彿とさせる形態の戦
争である。現代においてもこのような戦いが生起し得る事実は、戦争が
有する本質的な暴力性や破壊性の恐ろしさと、それらが社会全体に及ぼ
す甚大な影響を改めて認識させるものである。また、かかる形態の戦争
では多くの人的損耗が発生するが、それは手段を尽くして軽減しなけれ
ばならないことが改めて理解できる。圧倒的優勢と思われていたロシア
軍は、人的損耗の回避に失敗した結果として深刻な作戦上の苦境に陥っ
ており、ロシア社会はその影響を受け動揺している。ウクライナの戦況
は適切な第一線救護や十分な衛生資材、迅速な後送といった戦場におけ
る適切な衛生態勢の重要性を再認識させるものと言えよう。

（3）認知戦：中国の動向を中心に
近年、世界の安全保障領域において、認知戦についての関心が高まっ

ている。認知戦とは、情報を制御し、相手国の認識や判断を操作したり
混乱させることで、自分たちに有利な状況を作り出す戦略である。この
分野でとりわけ注目されるのが、世界第2位の軍事大国であり、米国と
の覇権競争を激化させている中国の動向である。

中国は大国間競争において、イデオロギー領域における闘争を重視し、
この領域における認知戦を重視している。中国は、米欧が自国の政治体
制を民主化させる陰謀を持っていると恐れ、孫子やレーニン主義の思想
に基づいて、戦わずして勝つ戦略を採用している。その目的は相手国の
議論を自分たちに有利な方向に導くことや、相手国の政治的な混乱と分
断をもたらすことである。その手段としては、宣伝・プロパガンダやエリー
ト層への働きかけ、SNSでのディスインフォメーションなどがある15）。
具体的な例としては、台湾問題やグローバルサウスの国家へのキャン
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ペーンがあげられる。
まず台湾問題における認知戦について見てみよう。台湾の独立傾向を

防ぎ、さらに統一を促進することは、中国共産党にとって長年の大目標
であった。これを実現するために、様々な手段を用いて認知戦が実施さ
れている（図9）。

第一に宣伝・プロパガンダである。中国は台湾内外で自分たちの主張
や見方を広めようと努めている。例えば、「一つの中国」原則や「92年
コンセンサス」（中国と台湾の当局間で「一つの中国」問題に関して達成
したとされる合意の通称で1992年に行った協議に由来する）、「一国二制
度」、「和平統一」などという言葉や概念を使って、台湾人民や世界各国
に対し圧力や誘惑をかけている。また中国は外国メディアや学者なども
買収しようと試みており、「台湾独立＝戦争」という図式で恐怖心を煽っ
たりしている15）。

第二に、直接的なエリート層への働きかけである。中国は台湾内部か
ら統一派勢力を増やそうと画策しており、政治家や企業家など影響力の
ある人物に接触しようとしている。例えば2018年11月24日に行われた
地方選挙では、中国系企業が反中派候補者へのネガティブキャンペーン
に資金提供したことが報道された15）。

第三はSNSなどにおけるディスインフォメーションである。中国は台
湾の社会に混乱や不信感をもたらそうと、SNSやネット上で偽情報や誤
情報を拡散している。例えば2018年11月24日の地方選挙では 、中国か
らのネット工作員が台湾のSNSにおいて、反中派とみなられる候補者へ
の誹謗中傷や親中派候補者への賛美などを行ったことが明らかになった。
また2019年1月2日には 、習近平国家主席が「一国二制度」を強調する
演説を行った後、中国からのネット工作員が台湾のSNSで「一国二制度」
を支持するコメントを多数投稿したことも指摘された15）。

以上のように、中国は台湾問題において様々な手段で認知戦を展開し
ている。その結果、台湾社会は分断され、政治的な不安定さや民主主義
への危機感が高まっている。しかし一方で、台湾は中国からの圧力に対
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抗しようとしており、自らのアイデンティティーや価値観を守ろうとし
ている。その証拠に、2020年1月11日に行われた総統選挙では 、反中派
で現職の蔡英文氏が圧勝し、再選された。

次にグローバルサウス（発展途上国）の国家への認知戦について見てみ
よう。中国は自らを「世界最大の発展途上国家」と任じ、「南南協力」（発
展途上国同士の技術協力や経済協力）や「一帯一路」などによって、グ
ローバルサウスの国家と経済的・政治的・安全保障上の関係を深めよう
としている。その目的は米欧など西側諸国が主導する世界秩序や価値観
に対抗し、自国の影響力を高めることである。

第一に宣伝・プロパガンダについて見ると中国は、グローバルサウス
の国家に対して自分たちの主張や見方を広めようと努めている。例えば、

「一帯一路」は中国が主導する経済的・政治的・文化的な連携であり、グ
ローバルサウスの国家にとっては発展や平和の機会であるというメッ
セージを発信している。また中国は自らを「南南協力」のリーダーだと
位置づけ、グローバルサウスの国家に対しては友好的で寛容であるとい
うイメージを作り出そうとしている。さらに中国は自らを「人権保護」
や「民主主義推進」など西側諸国が提唱する価値観に反対する国家では
なく、むしろそれらを真に尊重し支持する国家だと主張している。その
ために、中国は自らが実施した人権侵害や民主化抑圧などの事実を隠蔽
したり歪曲したりしている。

第二の直接的なエリート層への働きかけについては、中国はグローバ
ルサウスの国家内部から親中派勢力を増やそうと画策しており、政治家
や企業家など影響力のある人物に接触しようとしている。例えば、「一帯
一路」に参加することで経済発展やインフラ整備などの利益を得られる
ことや、中国から資金援助や技術支援などが受けられることなどを説得
材料に使っている。また中国は外交上の支持も求めており、「一つの中国」
原則への同意や台湾問題への不干渉、香港問題や新疆問題への批判回避
などを要求している。

第三にSNSなどにおけるディスインフォメーションを見てみると、例
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えば、新型コロナウイルスの発生源や拡散経路に関するデマや陰謀論を
流布したり、中国が提供したワクチンや医療品などの効果や安全性を過
大に宣伝したり、西側諸国がグローバルサウスの国家に対して無関心で
あるか搾取しているかのような印象を与えようとしたりしている。

以上からわかるように、中国は大国間競争において認知戦を重視して
おり、台湾問題やグローバルの国家において自らの立場や利益を主張し
ようとしている。

こうした中国の認知戦は、西側諸国の政治的・社会的安定にとって脅
威となりうるうえに、グローバルサウスにおける影響力拡大の傾向は国
際秩序の安定にとって問題となる。

図9　台湾国防報告書にしるされた「認知戦」のイメージ（中華民国110年国防報告
書編纂委員会編「中華民国110年国防報告書」国防部、2021年P.44を基に作成）
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（1） TCCCの発展
戦術的第一線救護Tactical Combat Casualty Care（以下TCCC）は、米

国の戦場における医療のガイドラインとして、1996年より当時アメリ
カ特殊作戦司令部のフランク・バトラー大佐らによって提唱され1）、以
後、一般兵士や衛生員（combat medic）による、戦闘区域での応急処置
を含む一連の戦術的戦傷救護活動として発展してきた。その概念は、戦
傷医療におけるトレード・オフ（何かを達成するために他の何かを犠牲
にせざるを得ない状態）による「防ぎえる戦傷死」（preventable combat 
death）を防ぐことである。一般的な外傷初期診療では、受傷早期からの
適切な介入により、手術等の決定的治療を実施して、「防ぎ得る外傷死」

（preventable trauma death）を回避することを目指すが、戦闘時の負傷
では、危険や脅威と隣り合わせの環境においてヒト・モノすべてが制限
されるなか、数分単位での処置が生死を左右する。そのためTCCCでは、
負傷者自身あるいは戦闘員相互により救命処置を実施し、敵の脅威から
速やかに離脱し、危機的状況の回避処置を行い、後送先での治療に期待
して後送するという段階的治療戦術をとる。砲弾の飛び交う中で行う、
自分とそばにいる仲間で行う救命医療が、イラクやアフガニスタンの戦
場で多くの米兵の生命を救ってきたことは周知の事実であり、TCCCが
浸透したことにより、米軍の戦傷者の死亡率は、近年の戦場において大
幅に減少した2）。

段 階 的 な 治 療 戦 術 と は、Care Under Fire/Threat（ 戦 闘 救 護）、
Tactical Field Care（戦術的野戦救護）、Tactical Evacuation Care（戦術
的後送救護）の3段階とされ、それぞれの段階で、やるべきこと、やっ
てはならないことがガイドラインに明記されている1,3）。このガイドラ
インは、有識・学識者や学会などのコンソーシアムである、TCCC委員
会（Committee on Tactical Combat Casualty Care）によって、いくどと

1 戦術的第一線救護
（TCCC：Tactical Combat Casualty Care）
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なく見直され、臨床ガイドライン（clinical guidelines）だけではなく、臨
床の実践的ガイドライン（clinical practice guidelines）も策定され、カテ
ゴリーごとにより詳細に区分されている。例えば、 搬送途上における
Enroute、長距離搬送時のProlonged Casualty Care、軍用犬用のCanine 
TCCCなど多彩なガイドラインがDHA：Defense Health Agencyのホー
ムページ上で閲覧可能である4）。

（2） TCCCガイドラインにおける近年の動向
衛生員用ガイドラインであるTCCC Guidelines for Medical Personal

（以下ガイドライン）は最新の研究結果やデータ、新たな医療資器材の登
場や進歩に対応するため、2018年、2019年、2020年と毎年アップデート
が図られ、2021年12月15日に最新のアップデートであるガイドライン
2021が発刊された。本稿では、ガイドライン2021における変更点と四肢
止血帯（以下ターニケット）について、推奨されるターニケットが、ガイ
ドライン2005から2019で更新されたため、その要点を説明する。

あわせて、近年の動向を考える上で、戦闘地域から連携地域や非戦
闘地域へと負傷者を段階的に後送する、長距離搬送時の負傷者救護
Prolonged Casualty Careの重要性について付け加えてみたいと思う。

a）ガイドライン2021の変更点
ガイドライン2021における変更点は、戦場における負傷者ケアのた

めの鎮痛・鎮静法と輸液による蘇生処置の2点があげられる。
ⅰ）戦場における負傷者ケアのための鎮痛・鎮静法

戦場における負傷者の鎮痛処置は、負傷者だけでなく処置を行う側
にとっても重要な負傷者救護の要の1つである。TCCCでは戦闘環境
における鎮痛のトリプル（3つの）オプションとして鎮痛処置の実施要
領をガイドライン上に定めている。1つ目はCombat Medication Pack 
であり、3つの薬剤が一包化された状態で保存されている。アセトアミ
ノフェン650 mg、メロキシカム15 mg（日本での商品名はモービック）
の2種類の解熱鎮痛剤とモキシフロキサシン400 mg（第3世代ニュー
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キノロン、日本での商品名はアベロックス）の抗生物質の3種類のタブ
レットやカプセルがパックを開けると入っており、これを負傷者に経
口投与する。2つ目は麻薬である経口の経粘膜フェンタニルで、3つ目
はケタミンである。この3つの選択肢を用いた簡便な鎮痛アプローチ
が鎮痛のトリプルオプションである。

ガイドライン2021ではこのトリプルオプションに加え、処置が必要
な負傷者には鎮痛だけではなく必要に応じて鎮静方法を選択するよう
推奨している。一方で、疼痛管理の新たな戦略の追加開発として、「戦
闘中の負傷者に適切な鎮痛薬の選択肢は何か？ 」「ケタミンの最適な投
与量は？ 」「戦闘中の負傷者に適切な鎮静法は何か？ 」などのクリニカ
ルクエスチョンを課題と位置づけ、より高いレベルのより幅広い鎮痛
法や鎮静法を確立するための具体的なガイドラインを作成すると記さ
れている。
ⅱ）輸液による蘇生処置

一般的な外傷初期診療では、出血性ショックに陥った負傷者に対し、
細胞外液（晶質液）の初期輸液を行うが、代用血漿輸液として人工膠質
液や多糖類などが入ったコロイド（膠質液）輸液も行われてきた。近
年、出血性ショックに陥った負傷者の輸液による蘇生処置として、細
胞外液やコロイド液よりも、冷蔵保存された低力価のO型の全血輸血

（CS-LTOWB：Cold-Stored-Low-Titer O-positive Whole Blood）の使用
が優れているとする文献が増えつつある。このような最近のエビデン
スに基づき、TCCC委員会は、出血性ショック状態にある負傷者のた
めの輸液による蘇生処置について見直しを行い、細胞外液やコロイド
液は、出血性ショックにおける輸液の選択肢として、もはや推奨しな
いという勧告を出した。すなわち、CS-LTOWBを好ましい蘇生液とし
て指定し、CS-LTOWBが入手できない場合は、低力価のO型の全血輸
血（LTOWB）を最初の代替品として指定した。あわせて輸血の蘇生が
必要な場合にはカルシウムの同時投与を推奨した。確かに失ってしま
った血液は、輸血でしか取り戻すことはできない。細胞外液やコロイ
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ド液は体液の補充はできたとしても血球成分は含まれないため、結果
として血液や凝固因子の希釈を起こし、酸素運搬能の低下や凝固障害
を助長しないとも限らない。CS-LTOWBやLTOWBは、理にかなった
輸液による蘇生処置ではあるが、同時に多数の重症傷病者に対しそれ
に見合うだけの血液を確保するのは、たやすいことではない。人々の
善意による献血を頼みにしているわが国では、こうした血液や血液製
剤の確保は至難の業であるかもしれない。
b）TCCCガイドライン2019で推奨されるターニケット

TCCC委員会はガイドライン2019において、ターニケットについて
の推奨事項の更新をおこなった。このレビューのなかで、2005年から
推奨されていたターニケットの再評価とあわせて、その後に発売され
た市販のターニケットが推奨に値するかどうかが評価された。その採
点基準は、四肢の動脈血流を効果的に閉塞できることだけでなく、閉
塞を達成するまでの時間や装着の簡便さ、ターニケットの形状や閉塞
圧力、器具装着による合併症や戦場での使用実績など多岐にわたり厳
格な採点が行われた。採点の詳細な基準は以下のとおりである。

• 閉塞を達成するための装着時間が 60 秒未満であること

• 装着に必要なステップ数、閉塞を達成するために必要なひねり、回
転、クリック、ポンプの回数

• 最適な閉塞圧力が 180 mmHg と 500 mmHg の範囲内であること

• 幅 1.5 インチ以上、長さ 37.50 インチ以上、ロック機構、時間記録領
域、重量 < 8 オンスであること

• 器具装着による合併症、故障、安全性に関する既知の報告または公
表されている問題

• 戦場や民間での使用報告、公表されている文献におけるユーザーの
好み、および供給状況

これらの採点結果、7つの非空気式（巻き上げ式）ターニケットと、2つ
の空気式ターニケットが推奨されるターニケットとして公表された。い
ずれのターニケットにも長所と短所があり、正確かつ円滑に装着するに
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は装着方法について習熟しておく必要がある。

（3） Prolonged Casualty Careに関する今後の課題
重症外傷をおった負傷者にとって必要なことは、対応可能な医療機関

への早期搬送と、そこで根本的な治療が開始されることにある。現場で
の救命処置は通過点でありゴールではない。戦場においては戦闘地域を
離脱し、設備の整った医療施設において根治的な治療が開始されること
が負傷者のゴールである。そのため負傷者の安全な後方搬送は、その重
要性からガイドライン2020において、負傷者の後方搬送体系を定めた
TACEVAC：TACtical EVACuation and CareガイドラインをTCCCガ
イドラインから分離し、独立した文書とし、搬送途上の経路での負傷者
救護として、 ERCCC委員会：Committee on En Route Combat Casualty 
Careが管理する基本ガイドラインが新たに設けられた。さらに長時間に
わたる負傷者のケアに関するProlonged Casualty Careも新たに設けら
れ、負傷者の戦闘地域から戦域外への一貫した流れをつくる段階的治療
戦略ができている。わが国は四方を海で囲まれた海洋国家である。近年、
わが国を取り巻く安全保障環境は重大な局面を迎え、平時と有事の境界
線が曖昧なグレーゾーンとなり、より重大かつ深刻な事態へと急速に発
展するリスクを含んでいる。ひとたび南西諸島で事態が発生し、万が一
にも自衛隊員に負傷者が発生するような事態となれば、物理的な距離や
地理的条件は負傷者の救護にとって大きな障壁となることは間違いない。
わが国において、こうした戦闘区域から戦域外へとつなぐ即応性のある
具体的な治療戦略は未だ確立されているとは言えない。真に実行可能な
Prolonged Casualty Careについてしっかりとしたプランを考えなくては
ならない時期が来ている。
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（1） はじめに
輸血は戦傷病治療の要諦であり、輸血治療の進歩は戦傷病治療の進歩

に直結している。人工血液が臨床応用の一歩手前まで来ていることを鑑
みつつ、輸血治療の歴史と人工血液の最近の進歩について紹介する。

（2） バランス輸血そして全血輸血の再興（Back to the future）
かつて朝鮮戦争時の米軍では40万単位もの低力価（低凝集化）O型全血

輸血が行われたが、ベトナム戦争を経て、赤血球、血漿、血小板の各成
分を輸血する成分輸血が盛んになった。しかし、赤血球輸血を先行した
場合に希釈性凝固障害が増加することから、これを解消するため、21世
紀に入って、赤血球・血漿・血小板を米国の輸血単位比として1：1：1
で使用するbalanced transfusion（バランス輸血）が提唱された5）。

しかしながら、赤血球、血漿（新鮮凍結血漿）、血小板は保存方法の違
いから輸血準備に必要な時間が大きく異なり、同時投与を行うには輸血
部門の負担が大きい。また、実際に赤血球・血漿・血小板を1：1：1で
使用した場合でも、ヘマトクリット29% , 血小板数は9万/μLになり、凝
固因子濃度も全血の62%程度になってしまう。このようなことから、緊
急輸血の現場、とくに戦場では全血輸血が再び利用されるようになっ
た6,7）（全血は、ヘマトクリット35-38%、血小板数は15-20万/μLであり、
凝固因子濃度も供血前の85%程度を維持している）。

2020年に、全血輸血と成分輸血（component transfusion）の効果を比較
検証するメタアナリシス8）が報告されたが、24時間と30日間の生存率に
関して輸血法による優劣は示されなかった。しかし、成分輸血と規定さ
れている中に、バランス輸血（赤血球・血漿・血小板を1：1：1で使用）
ではない赤血球と血漿輸血の報告も多く含まれるなど、バランス輸血は、
未だ本格的に実施されているとは言い難いのが実情である。 

2 輸血と人工血液
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（3） ウクライナ戦から見えてきたもの
輸血治療法としての原点回帰ともいえる全血輸血再興が進む中で、ウ

クライナ戦争が始まった。作戦計画の機微に直結するためウクライナ・
ロシアとも輸血治療の実際についてはほとんど情報がないものの、以下
の点が明確になってきた。

2022年春以降、バルト海沿岸諸国から輸血供給ドクトリンが発表され
た。ノルウェーからはThe Norwegian blood preparedness projectが発
表された9）。そこではwalking blood banksと名付けた一般供血者を登録
して、医療資源の乏しい地域での輸血を確保しようとしている。具体的
には、O型保存全血とともにwalking blood bank登録者からのO型新鮮
全血を使用することを推進している。

同じく、エストニアを実例としたNATOの血液供給についての指針が
示された10）。2014年のウクライナ東部紛争の解析から、エストニアとし
ては有事に500単位/日の輸血が必要であり、軍医部と兵站部が戦略的に
walking blood bankを運用して輸血を補給することを提案している。

実際にウクライナ戦で、ウクライナ政府は開戦初日の戒厳令第377号
で献血と輸血製剤の国家統制を布告し、4日目には同第386号として、戦
場における輸血製剤補給について保健省作戦本部の統制を布告してい
る11）。これはNATO諸国で策定されているtotal defense approach12）と軌
を一にしているとみてよいだろう。

（4） 人工酸素運搬体と血小板代替物の開発状況と期待される役割
輸血治療は、出血により失われた酸素運搬機能と、出血を制御するた

めの止血機能の2つの補完が目的となる。
酸素運搬の主体は赤血球内のヘモグロビン（Hb）であるが、「裸の」Hb

は血管内の一酸化窒素（NO）を除去し、血管収縮を生じてしまう。1970
年代から、Hb酸素運搬体（hemoglobin-based oxygen carrier：HBOC）と
して、架橋型Hbやポリマー結合型Hb製剤が開発されたが、NO除去作
用を排除できず、臨床応用は頓挫していた 13）。これに対し、酒井らが開



第1章　戦傷病・外傷分野

39

発を進めているhemoglobin vesicle （HbV：平均径250 nm）は、リポソー
ム内にヘモグロビンを内包し、NO除去作用がない14）。2021年にヒト第1
相臨床試験が実施され、重篤な副作用がないことが確認されている14）。

止血補助に関しては、活性化血小板のインテグリンを標的としたリガ
ンドを組み込んだナノ粒子15）の開発や、iPS細胞ならびに脂肪組織由来
幹細胞からの血小板再生16,17）が試みられている。半田らが開発したH12-

（ADP）-liposomeは、リポソーム膜の表面に活性化血小板のみと結合する
フィブリノーゲンの活性部位を付着させることで、出血部位に集積し、
そこでリポソームに内包した血小板活性化作用があるアデノシン5ʼ-二リ
ン酸（ADP）を放出し、血小板血栓の形成を促進して止血を補助する18）。
これも、近日中に臨床試験が予定されているとの由である。

HbVとH12-（ADP）-liposomeを併用した著者らの検討では、出血によ
り失われた酸素運搬機能と、出血を制御するための止血機能の2つを補
うことができた19）。いずれも、製造後1年は酸素運搬能や止血機能が維
持され20）、血液型に関係なく輸血できる。HbV投与後の血中半減期は数
日と短いが、通常の輸血治療ができるまでの橋渡しが可能となる。H12-

（ADP）-liposomeが出血部位以外で血栓症を生じることはなく21）、室温静
置で長期間保存できるためプレホスピタルでの使用が可能と考える。

これら人工血液の導入により、プレホスピタルにおいても全血輸血に
匹敵する救命効果が得られ、可能な限り全ての血液成分を補うという輸
血の理想が実現できるならば、輸血と輸液の概念が大きく変わるものと
期待しながら本稿を締めくくりたい。

3 熱傷

（1） 戦闘による熱傷
熱傷は紛争や戦争地域における外傷の5 〜 20%を占め、その大部分

は爆発装置の使用によるものである22）。閉鎖空間や車両による移動中の
爆発では、広範囲熱傷を含む重篤な外傷を負う。一方で、米国国防総省
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唯一の熱傷センターである米国陸軍外科学研究所（US Army Institute of 
Surgical Research： USAISR）の報告23）によると、2001年の9.11同時多発
テロ以降、広範囲の重症熱傷患者も一定数はいるが、戦場から搬送され
た患者の多くは熱傷面積が体表面の20%未満であるとされている。しか
し、即製爆発装置（IED）が頻用される戦場での熱傷は、傷害が皮下組織
まで達することがほとんどであり、気道熱傷や有毒ガスの吸引、骨折や
切断、外傷性脳損傷など多発外傷も負っている。また、全熱傷患者の三
分の一が頭頸部を受傷しているため、民間人の熱傷よりも重症度スコア
が高く深刻である場合が多い。さらに、多発外傷性の熱傷は免疫機能を
著しく低下させるため治療をより複雑にし、生命を脅かす感染症や臓器
不全のリスクを高めることにもなる。最近の報告 24）では、IEDによって
熱傷を含む広範な組織損傷や外傷を負うと、感染性合併症の罹患率が高
くなるとともに、再発性の菌血症発生率も高まり、死亡率を一層増加さ
せることが示されている。近年の国際社会は、ロシアによるウクライナ
侵略でも示されるように、新たな危機に突入している。爆発性兵器によ
る熱傷のほか、有毒な化学物質による気道や角膜の熱傷など、重傷熱傷
を負う危険度も増していくことが予想される。

（2） 熱傷治療の進化
現代の熱傷ショック・蘇生に対する治療は、世界の熱傷治療と研究

の中心に位置するUSAISRが作成した蘇生輸液ガイドラインがもととな
っており、救命率が飛躍的に向上した。現在米国では、輸液を管理する
ソフトウエアを活用し、ビタミンCの大量投与や血液浄化などの治療戦
略も取られている25）。一方で、重傷熱傷患者の主な死因は感染症でもあ
り、近年の熱傷治療は厳格な感染管理と創管理が極めて重要視されてい
る。米国国防総省CDMRP：Congressionally Directed Medical Research 
ProgramsによるMilitary Burn Research Program26）では、2011年から
年間約800 〜 1,000万ドルの資金が投資され、その半分以上が創傷治癒
や感染や敗血症対策に関する前臨床および臨床研究に充当されている。
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米国陸軍医療資材開発活動（US Army Medical Materiel Development 
Activity： USAMMDA）27）では、手術ができない環境での治療や、外科
的介入の高いリソース需要を回避することを目的とした効果的な治療法
の開発を目指している。特にBurn Treatment and Skin Repairプログ
ラムでは、創部の感染防止に有効な被覆材や一時的な創保護・被覆を目
的とした皮膚代替物、真皮層に至る熱傷創に適用するための同種培養皮
膚の開発28）、熱傷壊死組織を非外科的に除去する薬剤などを用いた治療
介入試験などが実施されている。非外科的手段は時間がかかるものの臨
床的選択肢がない場合などの代替手段となる可能性が期待されている。
また、生物医学高度研究開発局（Biomedical Advanced Research and 
Development Authority： BARDA）は、少量の自家皮膚を細胞懸濁液に
して、採皮部の約80倍に相当する創面積を被覆可能な噴霧型携帯キット
の開発や臨床試験に大きく貢献し、本製品は2018年にアメリカ食品医薬
品局（Food and Drug Administration： FDA）に認可された29）。現在、こ
の携帯型キットは米国等においてテロ等危機管理対策の医療装備品とし
ても導入されている。近年の集中的な研究開発によって熱傷創管理は飛
躍的に進歩しており、治療期間の短縮、患者の予後向上、さらには医療
資源の削減などにもつながっている。戦場地域での熱傷治療や創管理の
能力を高めることは、軽度の熱傷であれば、治療後迅速に作戦部隊へ復
帰することができる。このように、米国をはじめ諸外国では、救命のみ
ならず戦闘力を維持し、限られた医療用品を最大限に活用した熱傷治療
技術の開発研究、製品化が精力的に進められている。

4 防弾

（1） はじめに
警察官、軍人ほか武力行使を行う場面では銃器による攻撃から身を守

る必要から防弾チョッキが必要となる。メリーランド大学、オハイオ州
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立大学の主催するGlobal Terrorism Database30）によれば、テロリズム
に使用される武器は1970年代の初期から爆弾と銃器が主要な武器にな
っており近年の件数増加も著しい。防弾チョッキの性能向上から、弾丸
が防弾チョッキを貫通する事例は減少する一方で、停弾により生じる衝
撃から生体損傷を生じるに至っている。この衝撃による生体損傷を欧米
ではBehind Armor Blunt Trauma：BABTと名付けている。生体損傷
の予測指標として被弾時に生じる防弾チョッキ後面の陥凹をBackFace 
Signature：BFS やbackface deformationとしている。著者らは、「behind 
armor blunt trauma」に相当する日本語を「耐弾時鈍的外傷」、「backface 
signatute」に相当する日本語を「後面痕跡」とすることを提唱してい
る31）。

（2） 弾が止まっても死傷する事例
防弾チョッキの認可基準は、銃器の大勢がピストルの時代に作られて

いた31,32）。銃器の大勢がライフル銃に移行後も、防弾チョッキの認可基
準はそのまま引き継がれたが、防弾チョッキの性能向上から弾の貫通を
防止するに至っていた。当時から、弾が止まるにもかかわらず、防弾チョッ
キの後面に、皮下血腫、肋骨骨折、内蔵損傷などの外傷を生じ、死傷す
る事例33,34）が報告されていたが、情報の普及に時間を要した。

（3） 後面痕跡の基準の根拠
防弾チョッキの認可基準にはいくつかあり、米国立司法省研究所

（National Institute of Justice： NIJ）の基準や英国内務省科学開発部門
（Home Office Scientific Development Branch： HOSDB）やロシア国家
標準規格（Russia and Commonwealth of Independent States Standard： 
Gosudarstvennyy standard： GOST）が あ る。 最 新 版 は2018年Draft 
NIJ Standard 0101. 07、2017年HOSDB Body Armor Standard、GOST 
Armor Standard R 50711-95である。NIJ Standard-0101. 06では、弾が
貫通しないこと、停弾時に防弾チョッキは衝撃で変形するが最大変形
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（BFS）が44 mm以下であることを防弾チョッキの認可基準としている。
この基準は1975年、やぎに防弾チョッキを着せて、ピストル射撃の後、
24時間生存個体のデータが根拠になっている31,32）。

（4） 諸外国の研究と基準の変遷
表1に主な銃弾の分類と弾の運動エネルギー値を示す。弾のエネル

ギーはピストルでは321ジュールながら、ライフル銃では10倍以上の
3444ジュールとなる。

弾のエネルギー E＝1/2×M×V2

E：エネルギー（ジュール）、 M：弾の重さ（kg）、V：弾の速度（m/s） 

表 1　米国司法省 （NIJ） 基準と弾のエネルギー値

 

防弾チョッキで弾が止まっても、防弾チョッキの後面が生体を瞬間的
に圧迫することによって、生体内に応力波、あるいは衝撃波が伝搬し、
損傷をもたらすと考えられる。これら圧力波の強さは、弾の運動エネル
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ギーに依存して大きくなる。したがって、ライフル銃の弾が止まったと
しても、後面痕跡が44 mmのピストルの基準では、防弾チョッキの後面
からの瞬間的な圧力によって生体損傷が生じる恐れがある。ライフル銃
を考慮した場合には別の基準を設定する必要があるが、BFSの基準に関
する医学的検討は国により異なり、公開資料も少ない。

2003年Russia GOSTでは、BFS 17 mm、2007年 UK （HOSDB）では
BFS 25 mmの記述を確認できる。生体防護能の向上に向けた独自の検証
が行われていることが推測されるが、数値設定の根拠は公開されていな
い。

表 2　ブタを用いた防弾チョッキの生体防護能の検証実験

 

ごくわずかながら、ブタへの実射実験を行った医学論文が公開されて
いる。表2にブタへの実射実験の概要を示す。
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ブタの実験ではBFS 40 mmでは被弾後90分の死亡が50%、BFS 34 
mmでは60分の死亡が25%である。死亡例では肺損傷、ストーンハー
トを認める。ストーンハートは心室細動後にみられる心筋が石の様に固
くなる現象である。BFS 28 mmでは喀血を生じ被弾後の平均血圧が116 
mmHgから110 mmHgへ低下し、脳波変化も生じた。

BFS 28 mmの防弾材に緩衝材を追加し、BFS 19 mmとすると、血圧
低下は129 mmHgから110 mmHgとなり、喀血は無く、皮下出血、肺挫
傷も軽減された。肺挫傷の範囲が被弾後の生死に大きく影響するとされ
るが、胸腔内圧との定性的な相関関係が公開されている。

BFS 23 mmでは肋骨骨折が50%とされ、肺の酸素化を考慮したシミュ
レータでは生体に吸収されるエネルギーが574ジュールで致死的となる
可能性が示されている。

（5） 今後の課題
BFSとBABTの相関関係は銃弾と防弾材の組み合わせにより異なる可

能性がある。著者らは、ライフル銃による停弾時の生体防護能の確認に
はBFSに留意しながら、ブタを用いたBABTの検証を同時に行う必要性
を提言している。

防弾チョッキの被弾停弾時に生じる衝撃による生体損傷のうち、致命
的なものは肺挫傷とされる。生体防護という視点からは肺挫傷、肺出血
という生体反応の緩和が重要になる。

被弾後の活動継続を考慮するのであれば、肋骨骨折や皮下出血の予防
まで考慮する必要があり、いわゆる“no BFS”の防弾材35）の導入を考慮す
る必要がある。

本稿は著者らの既報31,36 ,37）をもとに最新情報を追記したものである。



46

5 爆傷

（1） はじめに
防衛・軍事医学に関し、現在世界の最重要関心事はロシアのウクライ

ナ侵攻であるが、KievのNational Military Medical Clinical Center にお
ける傷病者の医療体制に関する報告38）はあるものの、爆発損傷（以下爆傷）
に関しては、サーモバリック爆弾に関する総説39）以外には見られない。

米国国防省のDOD TBI Worldwide Numberによると、2000年から
2022年上半期までに計463,392人がTraumatic Brain Injury（外傷性脳損
傷、以下TBI）と診断され、そのうち82.3%、381,226人がmild TBI（軽症
外傷性脳損傷）で、米国社会で看過できない問題となっている。この中に
はイラクやアフガニスタンで爆傷を受けた、あるいは爆風（実際には爆発
により生じるのはblast wave：爆風および衝撃波である。Blast wave = 
Shock wave （衝撃波）+ blast wind（爆風）であるが、簡略化のため以下爆
風とする）を浴びた兵士が多数含まれているが、必ずしも戦地からの帰還
兵ばかりではない。射撃や携帯型無反動砲、さらには迫撃砲などの実射
訓練を受ける兵士や、閉鎖空間に突入する際、爆薬や特殊閃光弾を使用し、
進入路をつくる隊員（breacher）なども常にその爆風を受け続けることと
なる。特にその影響が懸念されるのは、それを指導する立場の教官である。
訓練兵は一定量の射撃および砲撃を終了すれば、爆風の曝露も終了とな
るが、それに立ち会う教官はその何倍もの爆風を浴び続けることになる。

脳振盪や鼓膜損傷など、具体的な症状を起こすほど強い爆風ではない
が、長期間の繰り返し曝露により、耳鳴りや頭痛、不眠をはじめとし
た比較的軽度の症状から、記憶障害、認知機能の低下や協調運動障害な
ど、日常生活が困難となるほどの重篤な症状をきたしうる。彼らservice 
memberの健康をいかに守るかが最重要と考えられている。

（2） 米軍の対応
この問題解決に向けて米国はSection 734 of the National Defense 
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Authorization Act for Fiscal Year 2018、通称FY18 NDAA Section 734
の制定を行った。米国にはNational Defense Authorization Actという、
国防総省の年間予算と支出を定め、主な国防政策方針を決める連邦法が
存在する。その2018年度会計予算のためのNDAA第734条項において、

「国防省は、戦闘・訓練中の軍人の爆風圧曝露に関して、長期的な医学
研究を実施しなければならない。」と規定がなされた。国防長官の命に
より、保健担当国防次官補がこの責務を担うこととなり、首席次官補に
より第734条Workgroupが設立され、さらにその研究方法と行動計画を
より詳細に促進するためのプログラム構造が示された。5つの調査項目

（Lines of Inquiry： LOI）1. Surveillance, 2. Weapon Systems, 3. Exposure 
Environment, 4. Blast Characterization, 5. Health & Performanceを中核
とし、各項目に対して担当部署が割り当てられた（例えば、１は保健担当
国防次官補事務局、３は米軍公衆衛生センターなど）。LOI-1は、軍人の
勤務および、または医療記録に爆風圧曝露を含めることが可能であるか、
そして試験的な調査プログラムを行うことに関し、その実現可能性およ
び妥当性を評価し、データの分析を行う。LOI-2は、重火器や爆発現象
に起因する爆風圧に関する情報を正しく収集、分析し、その曝露による
軍人の健康やパフォーマンスに及ぼす影響に関する新たな研究を行うた
めの戦略を提供する。LOI-3は、様々な環境における重火器の使用や爆
風事象に対する安全予防措置、軍人の健康やパフォーマンスに変化を与
えうる環境の特徴、既存の安全予防措置への準拠がなされているかどう
かを検証する。LOI-4は、訓練および戦闘における軍人の脳の健康に関
する爆風およびその影響のモデル化に関して検証を行い、技術的な課題、
知識のギャップおよび爆風圧曝露をモニターし、記録し分析する上で今
後検討すべき事柄について特定する。LOI-5は、兵士の脳の健康に焦点
を絞った爆風圧曝露による健康およびパフォーマンスの転帰を評価する。

このプログラムの存在は、現在の米国の安全予防措置やガイドライン
では充分に兵士や軍人の健康を守ることができないという事実を意味し
ている。火器や重火器使用時の安全範囲に関しては、Range Manager 
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Toolkitという、陸海空軍および海兵隊で用いられているツールが存在し
ているが、現時点では爆風圧曝露に対する安全に関する項目は存在しな
い。新たな安全基準を組み入れるべく、各分野での統合的な努力がなさ
れている。

（3） 爆傷研究の最前線
爆傷研究の最先端の知見に触れることができる第６回国際爆傷フォー

ラム（International Forum on Blast Injury Countermeasures）が2022年5
月米国バージニア州にて開催されたが、やはりmild TBIに関する発表が
最も多くを占めていた。コンピューターを用いたミュレーションや解析

（computed fluid dynamics）も多く見られ、爆発に対する生体反応に関す
るものは興味深かったが、閉鎖空間内や壁がある場所での爆発現象など、
やや複雑な解析に関しては、現在の処理能力を駆使しても、依然充分に
は行うことができないというのが意外であった。一方、実際に爆薬を用
いた実爆実験や、急性期の生体反応に関する研究は少数であった。また
mild TBIの指標となる分子マーカーに関しても、急性期や亜急性期、慢
性期などのフェーズにより上昇の傾向が分かれるという検討はあったも
のの、治療や組織学的な診断と同様に、特異的で、決め手となるような
ものはまだ模索の域を出ないという印象であった。

上記LOIに関しても、各々に詳細な報告があった。LOI-1に関して
は、まずは適切な資料の選択、データ収集、正確な手法での疫学的調
査、その解析が重要で、徐々に集積されつつある結果に関する報告があ
った。最も興味深かったのはLOI-5に関してで、通常鼓膜損傷出現の指
標として用いられている4 psi（pound per square inch）= 約27 kPaを越
える爆風圧の繰り返し曝露は、脳の健康への悪影響やパフォーマンス低
下につながるとの発表があった。意識消失を来すほどではないが、4 psi
を越える低レベルの爆風でも曝露後に認知機能低下や頭痛などの症状が
認められたとの研究があり、この値が今後ガイドラインなどで安全の指
標として用いられるとのことで、実際2022年11月のDOD Warfighter 
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Brain Health Initiativeの発表においても、4 psiが閾値として推奨されて
いた。

ただし爆風圧の測定自体が、その性能を含めて多くの問題があり、正
確な測定のためのブラストゲージの開発が競って行われている。ヘルメ
ット、肩、胸の三か所に着用するものや、一つのみのもの、マウスピー
ス型で口腔内に着用するもの、などが存在し、どの測定器機を体のどの
部位に何か所装着するか、つまり爆風の方向や体位によって影響を受け
ないか、最大および最小どの程度の圧まで、どの程度の期間、どれだけ
データを蓄積可能か、突然爆風が生じた際に正確に起動するのか、など
多くの問題がある。少なくとも繰り返し爆風を浴びることにより、損傷
が明確化あるいは重症化するのは事実であるが、そもそも爆風が人体、
特に脳に最も影響を与えるのは、その最大圧なのか、持続時間も加味し
た力積なのか、それとも単純に回数なのか、あるいはその積み重ねの合
計が一定値を超えたら影響が出てくるのか、もしくはある閾値が存在し、
たとえ低圧でもそれ以上の圧を受け続けると損傷が残るのか、いずれも
はっきりとした答えは出ていない。

爆傷に関する人体への影響、病態の解明、さらに予防、診断、治療を
確立するためには、各分野の垣根を越えた協力が必要であり、そのため
にはさらなる時間、労力が必要である。

6 軽症頭部爆傷

（1） はじめに
米国国防総省の最新データによれば、2000年から2022年第3四半期ま

でに468,424名の米兵が頭部外傷と診断され、うち82.3%にあたる385,391
名が軽症と報告されている。頭部外傷は従来、受傷機転により鈍的頭部
外傷（頭部に物がぶつかることによる外傷）と穿通性頭部外傷（頭部に物が
刺入することなどによる外傷）に分類されてきたが、事態対処における頭
部外傷に特異的なものとして、特に今世紀以降あらたに頭部爆傷（blast-
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induced traumatic brain injury： bTBI）（爆発に伴って発生する爆風によ
る頭部外傷）が注目を集めている。アフガニスタン紛争・イラク戦争にお
いて、反米武装勢力による爆弾攻撃を受けた米兵が、爆発による衝撃波
等によって脳内に特異な損傷を負い、のちに高次脳機能障害や心的外傷
後ストレス障害（post-traumatic stress disorder： PTSD）などの症状を呈
するケースが多発したためである。受傷時点ではごく軽症の頭部外傷で
あるにも関わらず、慢性期にこのような症状を呈するのが軽症頭部爆傷

（mild bTBI）の特徴であり、潜在的な患者が非常に多いことから社会的
問題となっている。

（２）日米爆傷フォーラムの創設と進展
防衛医科大学校では米国との爆傷研究の情報交換の場として、2016年

よりJUFBI：Japan-US Technical Information Exchange Forum on Blast 
Injury（日米爆傷フォーラム）を開催し、経験やエビデンスに基づいたア
プローチを共有し、最新の知見の収集に努めている。JUFBIは日米以外
からの参加国（オーストラリア、イタリア、カナダ、ドイツ、韓国、イギ
リス）も増えたことから2019年にIFBIC：International Forum on Blast 
Injury Countermeasures（国際爆傷対処フォーラム）と名称を変え、2022
年５月には米国バージニア州で第６回国際爆傷対処フォーラムが開催さ
れた。世界各国から爆傷研究に関する最新の知見が発表されたが、その
内容をみると、米国国防権限法の第734条項プログラムに関連した報告

（本章第5節参照）をはじめ、動物爆傷モデルを用いた病態解析、衝撃波
のコンピューターシミュレーション、画像診断、バイオマーカー、装備
品の開発、投薬による神経保護作用、爆風圧測定（ブラストゲージ）など
多くの側面から軽症頭部爆傷研究がおこなわれていることがわかる。第6
回フォーラムでの注目すべき知見として、4 psi（従来鼓膜損傷を避けるた
めの閾値として用いられてきた値）を超える爆風圧に繰り返し曝露される
ことで、脳の健康への悪影響やパフォーマンスの低下、頭痛などの症状
につながるとの報告があり、実際に2022年11月に国防総省はWarfighter 
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Brain Health Initiativeの発表において、4 psiを爆風圧から脳の健康を守
るための閾値として推奨している。

（３）軽症頭部爆傷研究の最前線
軽症頭部爆傷の病理学的所見としては、兵士や一般市民の剖検脳の比

較から、慢性的に爆風に曝露された経験のある兵士の脳にのみ特徴的な
パターンのグリア瘢痕（中枢神経系の損傷部周辺に反応性アストロサイト
と呼ばれる細胞が集積して形成される組織）がみられることをPerlらが
報告している40）。大脳の軟膜直下や皮髄境界、脳室壁に沿ってグリア瘢
痕がみられるとのことであり、脳卒中など従来の脳損傷でみられるパタ
ーンとは異なるとされる。爆風がどのような機序でこういった変化をも
たらすのかはまだ不明であるが、頭部爆傷の病態解明につながる有用な
所見である可能性があり、さらなる解析が待たれる。

Agostonらは、米軍で重火器の訓練に従事する兵士や教官の採血デー
タの解析から、低レベルの衝撃波に繰り返し曝露されることで、脳内の
ニューロンやグリア細胞のみならず、血管内皮細胞や血管周皮細胞（ペリ
サイト）などからなる脳微小循環調節ユニットが障害され、神経炎症が惹
起され、自己免疫反応が引き起こされることを報告し、この一連の流れ
に関与するUCH-L1：Ubiquitin Carboxy-terminal Hydrolase L1（ニュー
ロン障害の指標となる酵素蛋白）、GFAP：Glial Fibrillary Acidic Protein

（アストログリア障害の指標となる細胞骨格蛋白）、CHRNA7（neuronal 
acetylcholine receptor subunit alpha-7：神経性アセチルコリン受容体サ
ブユニット）、CLDN5：Claudin-5（細胞同士の結合に関わる膜蛋白の1
種）、OCLN：Occludin（細胞同士の結合に関わる膜蛋白の1種）などが将
来的に頭部爆傷のバイオマーカーとして有用となる可能性について示唆
している41）。ただし、これらのマーカーは頭部爆傷以外による脳損傷で
も変動することが知られており、頭部爆傷の程度を特異的に反映するも
のではない点には注意が必要であろう。

軽症頭部爆傷の臨床症状として従来頭痛やPTSDなどの症状が知られ
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ているが、Englertらは米海兵隊員を対象にした調査結果から、頭部爆傷
と鈍的頭部外傷を比較すると、頭部爆傷では耳鳴、難聴、頭痛、記憶障害、
平衡障害、易怒性などの神経症状がみられやすいことを報告している42）。
一方でBrodyらはイラク・アフガニスタンからの帰還兵における頭痛、
PTSD、うつ症状の発症に関して、頭部爆傷患者と爆風に曝露された経
験のない脳振盪患者の間に有意差がなかったと報告している43）。頭部爆
傷では、爆発による衝撃波の影響のみならず、飛来する破片による穿通
性外傷や、爆風により地面などにたたきつけられることによる鈍的外傷、
さらに負傷兵が搬送される際にも頭部を壁や地面にぶつけていることが
あり得るなど、多くの要因が複雑に関与していることが考えられ、その
分析、解釈をより困難なものにしている。このように、軽症頭部爆傷や
脳振盪という疾病が抱える問題のひとつは、これらが本人にさえそれと
わかりにくい受傷機転や症状であることなどから、十分な診療記録やレ
ポートの作成を困難にしており、疫学調査に支障をきたしていることで
ある。今後、より正確な診療データの確立を実現することにより、爆風
と臨床症状の関連についてより有益な知見が得られることが期待される。

軽症頭部爆傷の治療としては、今のところさまざまな臨床症状それぞ
れに対する対症療法がおこなわれている状況であり、頭部爆傷の病態メ
カニズムそのものが解明されていない以上、特別な治療法も存在しない
というのが実情であろう。そもそも従来の頭部外傷における脳保護治療
についてもこれまでに数多くの研究がおこなわれてきたが、基礎研究レ
ベルで有効と思われた薬剤や治療法が臨床的にも有効性を示すことので
きた例は皆無であり、頭部外傷という病態がきわめて複雑であり、画一
的な方法で治療できるものではないことを示している。軽症頭部爆傷と
従来の軽症頭部外傷に明確な線引きをおこなうことは現時点では困難で
あり、また治療の観点からもこれらを区分けすることの意義は少ないの
かもしれない。とはいえ、多額の予算が投入され飛躍的な進歩を遂げる
科学を駆使した頭部爆傷研究が現在も継続して行われており、従来の頭
部外傷も含めたあらたな病態解明の糸口がみつかる可能性も十分に期待
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される。これまでには考えられなかったような画期的な治療法が発見さ
れる日がくるかもしれない。

（４）おわりに
以上のように、軽症頭部爆傷についてはまだまだ未解明なことが多い

状況ではあるが、少なくとも言えることは、それが爆発に特異的な衝撃
波のみの影響かどうかはともかく、爆風に繰り返し曝露されるだけでも
脳がなんらかの機序でダメージを受け、頭痛やPTSDなどの症状につな
がっている可能性がきわめて高いということである。現在もさまざまな
角度から世界規模で精力的に研究が進められている状況であり、今後も
その最新の動向に注視していく必要があるだろう。

7 電磁波の生体作用

（1） はじめに
従来から指揮通信や警戒監視などに利用されてきた電磁波は、近年、

宇宙・サイバーと並んで主要な戦闘領域の一つとして認識されている。
レーダーや通信の無力化を狙う電子攻撃、高出力の電磁波（高出力レー
ザーや高出力マイクロ波など）による対象の物理的な破壊などが脅威と
なる。後者は指向性エネルギー兵器とも呼ばれ、対物と対人の両方に利
用される。電磁波は波長（周波数）により物質・生体との相互作用が大き
く異なるが、電子戦＊で脅威となる電磁波のうち、マイクロ波（図1）の主
な生体作用は電磁波エネルギーの吸収による加熱と考えられている。こ
れは生体のおよそ80%を占める水がマイクロ波領域で高い誘電率を持つ

＊電子戦とは、一般的に電磁波を利用して行われる戦いを意味する言葉で、手段や方
法により、「電子攻撃」、「電子防護」、「電子線支援」の３つに分類される。電子攻撃
は、本文中に記載した脅威をさす。電子防護は、装備品のステルス化や使用する電
磁波の周波数変更や出力増強により、相手の電子攻撃を低減、無効化することをいう。
電子戦支援は、電子攻撃や電子防護を効果的に行うため、平時から相手の使用する
電磁波に関する情報を収集する活動をさす。
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ことによる。生体侵達長（照射エネルギーが約37%まで減衰する深さ）は
0.4〜4cmと言われている44）。蓄熱や温度上昇は、上記周波数に加え、電
磁波の作用時間、ピーク強度などにより決まり、軍事活動における人
の電磁波曝露の安全基準が、現在IEEE（米国電気電子学会）Std C95.1-
2345TM-2014によって定められている。熱緩和時間より短い時間のパルス
照射の場合、後述するように温度上昇はごく一瞬で周囲への熱影響はほ
とんどない条件でも、生体に影響を与えうることが示唆されている。

1024 1022 1020 1018 1016 1014 1012 1010 108 106

ガンマ線 エックス
線

紫外
線

可視
光線

近⾚外・
⾚外線 マイクロ波

(Hz)

図1 電磁スペクトルにおける無線周波数（Radio Frequency, RF）およびマイクロ波領域。⼀般
にRFは、3ないし30 kHz〜300 GHzの電磁波をさし、ここでは中波以上の領域を⽰す。⽤途や
⽂脈により、⾼周波あるいはラジオ波とも呼ばれる。マイクロ波は，300 MHz〜300 GHzとさ
れることが多いが，アメリカ国⽴標準技術研究所（National Institute of Standards and 
Technology）の資料では300 MHz〜30 GHzとあり，⽂献によって帯域が若⼲異なる。MF: 
Medium Frequency。VHF: Very High Frequency。

マイクロ波：300 MHz～～300 GHz

無線周波数
(Radio Frequency, RF)

中波 (MF)〜
超短波 (VHF)

無線周波数：3 kHz～～300 GHz

図 1 電磁スペクトルにおける無線周波数 （Radio Frequency：RF） およびマイクロ波
領域。一般に RF は、3 ないし 30 kHz～300 GHz の電磁波をさし、ここでは
中波以上の領域を示す。用途や文脈により、高周波あるいはラジオ波とも呼ばれ
る。マイクロ波は、300 MHz～300 GHz とされることが多いが、アメリカ国
立標準技術研究所 （National Institute of Standards and Technology） の
資料では 300 MHz～30 GHz とあり、文献によって帯域が若干異なる。MF: 
Medium Frequency。VHF: Very High Frequency。

（2） NATO HFM-189の活動と電磁波曝露に関する安全基準
2018年1月に発行されたNATO科学技術機構の研究グループHFM-189

「Electromagnetic Fields Exposure Limits（電磁場の曝露限界）」の報告
書45）によると、現在のIEEEの安全基準は同グループの活動に基づいて
見直しが行われた。電磁波の生体安全性は、もともと冷戦時代にソ連と
米国で行われた高高度核爆発による電磁パルスを念頭に、電磁パルスシ
ミュレータの運用に従事する人たちの安全性を確保する目的で検討され
た。当初米国空軍により、最大許容ピーク電界強度100 kV/m（100 kHz
〜 300 GHz）が暫定的に設定されたが、過度な制限により運用に支障をき
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たしているとの指摘があった。同グループは、動物やヒトを対象とした
実験検証等により、この値の根拠となる生物学的メカニズムも健康への
影響もないと結論づけ、基準を現在の200 kV/mに引き上げた。あわせ
て高周波パルス電磁波が金属に生じる接触電流（電界や磁界内にある物体
に触れた人間に間接的に被ばくする電流）による感電や熱傷に関する基準
も、100 mAのまま低減の必要がないと結論づけられた。しかし後述す
るように、パルス電磁波に関する最近の知見により、IEEEの基準以下で
脳に影響が生じる可能性が示唆されている。

（3） ハバナ症候群のその後
2016年にキューバの首都ハバナの米国大使館職員らが、突然原因不明

の体調不良に襲われる事態が発生し、報告された一連の神経系の症状を
ハバナ症候群と呼ぶ。遭遇した人は突然大きな音を知覚し、頭部に強い
圧力または振動を感じ、耳や頭部全体に痛みを生じたと訴えた。ほとん
どの人が、音やその他の感覚が特定の方向から発生し、その場を離れる
と異常が感じられなくなったことから、米国アカデミーは2020年、指向
性パルス無線周波数（RF）エネルギーが原因の可能性があるとの見解を示
した46）。慢性期のめまい、頭痛、疲労、吐き気、不安、認知障害、記憶
喪失などの症状も、既知のRF効果と一致すると指摘した。ペンシルバ
ニア大学のVermaらは、被害に遭った職員らの脳のMRI画像を解析し、
健常人と比較して脳全体の白質体積、局所的な灰白質と白質の体積、小
脳の微細構造などに有意な変化が見られると報告したが47）、臨床症状と
の関係は不明であり、さらなる研究の必要性が指摘された。

RFエネルギーパルスが頭部に照射されると、聴覚刺激を生じることが
知られている（マイクロ波聴覚効果またはフレイ効果）。この現象は、頭
部に吸収されたRFエネルギーパルスが頭部内で急激な温度上昇を起こ
し、熱弾性過程により応力波を発生し、これを蝸牛が検出して音響とし
て感知されると考えられている。このフレイ効果とハバナ症候群の関連
が指摘され、ペンシルバニア大学のFosterらは2022年、フレイ効果が兵
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器に用いられる可能性を指摘した48）。しかし現状では、既存の高出力RF
技術に関する公開情報がないことや、神経症状をもたらす閾値が明らか
でないことから、兵器化の可能性の問題を完全に解決することはできな
いと述べている。

（4） 高出力パルスRF/マイクロ波による頭部外傷の可能性
一方、米国陸軍研究所のDargoらは、高出力のパルス RFまたはマイ

クロ波照射により、脳内で発生する応力波に関する計算力学シミュレー
ションを行い、2021年に頭部外傷が生じる可能性を報告した49）。この研
究では2段階の計算モデルを使用し（図2）、第1段階では電磁界シミュレ
ーションに一般的な有限差分時間領域（FDTD：Finite Difference Time 
Domain）法を用いて、三次元人体モデルにおける電磁波の吸収率を計
算し、様々なRF/マイクロ波曝露（400 MHz〜3 GHz）による脳内の温度
変化を推定した。この温度変化に起因して生じる応力波の挙動を第2段
階の有限要素法（FEM：Finite Element Method）計算モデルで解析した

（図2）。その結果、2 GHz以上の電磁波はほぼ皮膚で吸収されるのに対し、
それ未満の電磁波は頭蓋内に到達し、特に1〜1.8 GHzでは皮膚よりも脳
内の方が電磁波の吸収率が高くなることが分かった（図2）。さらに応力
波の発生にはパルス時間幅が影響し、5 μsの短パルス波では高い応力
と引張圧（負圧）が前頭部、脳室周囲、後頭部で生じるのに対し、500 μs
では高い応力波は発生しなかった。問題は脳損傷の可能性であるが、実
際に軍事利用されうる照射パワー密度1 x 106  mW/cm2（現在の安全基準
で許容される）を仮定し、周波数1 GHz、パルス幅5 μsで頭部前方から
曝露すると、脳の広範囲で大きな負圧が発生することが示された（図2）。
さらに1.5 x 106 mW/cm2以上になると、アメリカンフットボールにおけ
る頭部への衝撃で発生する引張圧と同等になることが示された。生体組
織は負圧に脆弱であり、同論文の成果はパルス電磁波による機械的な脳
損傷の可能性を強く示唆している。今後ヒト頭部ファントムや動物を用
いた現象の実証実験が必要であろう。
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図2 ⾼出⼒パルス RF/マイクロ波照射により、脳内で発⽣する応⼒波の挙動に関する計算⼒学シミュ
レーション。⽅法の概要図（左），周波数による電磁波の吸収率分布の違い（右上），1 GHzパルス
マイクロ波照射による脳内圧⼒分布（右下）。“Computational modeling investigation of pulsed high 
peak power microwaves and the potential for traumatic brain injury,” by Dagro AM, Wilkerson JW, 
Thomas TP, Kalinosky BT, Payne JA, Sci Adv., 7(44), 2021, Introduction section Figure 1およびResults 
section Figure 2およびFigure 5より引⽤。(http://doi: 10.1126/sciadv.abd8405.) CC-BY.

図 2 高出力パルス RF/ マイクロ波照射により、脳内で発生する応力波の挙動に関
する計算力学シミュレーション。方法の概要図 （ 左 ）、周波数による電磁波の
吸収率分布の違い （ 右上 ）、1 GHz パルスマイクロ波照射による脳内圧力分布
（ 右下 ）。“Computational modeling investigation of pulsed high peak 
power microwaves and the potential for traumatic brain injury,” by 
Dagro AM, Wilkerson JW, Thomas TP, Kalinosky BT, Payne JA, 
Sci Adv., 7(44), 2021, Introduction section Figure 1 お よ び Results 
section Figure 2 および Figure 5 より引用 (http://doi: 10.1126/sciadv.
abd8405.)。 CC-BY。

（5） おわりに
電磁波の生体影響については、問題となる現象や機序、発生閾値など

が未解明であり、研究は緒に就いたばかりである。未知の現象が存在す
る可能性も排除することなく、研究が進められる必要がある。
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8 リハビリテーション医学

（1） 各国におけるリハビリテーション医学の発展と先端研究
戦争や紛争により大量の戦傷患者が発生し、急性期治療後に各兵士を

社会復帰させるためにリハビリテーションが行われる。当事国は国の威
信にかけて戦傷者の機能回復と社会復帰に取り組んでいる。リハビリテ
ーション医学研究は、戦争や紛争が生じるたびに進化、発展を遂げた歴
史がある。

a） アメリカ合衆国
2001年の同時多発テロ以降、20年以上にわたりアフガニスタンとイ

ラクにのべ 270万人以上の軍人を配備し、53,333名の戦傷者と7,075名
の戦死者が発生した50）。戦闘地域での急性期外傷治療成績の向上に伴
い、致死率はアフガニスタンで20%から8.6%へ、イラクでは20.4%か
ら10.1%に減少した。従って、戦傷患者の帰還が増加し、高度なリハ
ビリテーションの所要が増加した51）。そこで、2011年に米国軍保健衛
生 大 学（Uniformed Service University of Health Sciences： USUHS）
内にリハビリテーション医学研究センター（Center for Rehabilitation 
Sciences Research： CRSR）が設立され、研究・教育の中心的役割を担
うことになった51,52）。当研究センターは「外傷後の障害の克服」、「疼
痛治療」、「パフォーマンス改善のための新技術の適用」、「機能改善の
ための新技術介入の移転」、「代謝性骨障害」の5つの課題に取り組ん
でいる。
ⅰ） 軽症外傷性脳損傷（mild Traumatic Brain Injury： mTBI）研究

イラク・アフガニスタンの作戦でmTBIによる精神的、認知的障害
をまとめたRAND調査 （2021年）によると外傷性脳損傷と診断された
軍人はピーク時に年間33,000名に達し、そのうちmTBIは83.5%で、
このmTBIに対する今後 20年間の治療費は総額140億ドルに上ると試
算されている53）。そこで、国防退役軍人脳損傷センター（Defense and 
Veterans Brain Injury Center： DVBIC）を設立し、TBIの監視活動を
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行い、患者の早期発見と適切なリハビリテーション治療の開発研究と
医療サービスの提供を行なっている54）。

ま た 全 米 大 学 体 育 協 会（National Collegiate Athletic Association 
： NCAA）と提携して、上記CRSRが拠点となってスポーツや帰還兵の
mTBIの長期間の横断的疫学研究を実施し、mTBIの心身に及ぼす影
響とその対策に関する研究が進んでいる55,56）。
ⅱ）  心的外傷後ストレス症候群（Post Traumatic Stress Disorder： 

PTSD）研究
2002年から2017年の間に、軍の保健システムは 200,000人以上の現

役軍人をPTSDと診断している。大量のPTSD患者をより円滑に社会
復帰させるべく、さまざまなリハビリテーションの取り組みがWalter 
Reed National Military Medical Centerの付属機関として2010年に設
立されたNational Intrepid Center of Excellence （NICoE）を中心に行
われている。NICoEではPTSDに対する認知行動心理療法や音楽療法、
お面づくりなどの作業療法が行われ、その有効性に関する研究が行わ
れている。PTSDと多肢切断の合併患者のリハビリテーション治療に
関する研究も進められている57,58）。
ⅲ） 再生医療研究

2017年にCRSRは再建・リハビリテーション医学研究室を開設し、
再生医療とリハビリテーション治療を結合させた新たな研究を開始し
た。３Dプリンターを用いた長大な人工末梢神経の開発や、mRNA（メ
ッセンジャー RNA）などの遺伝子を用いた神経軸索伸張研究に取り組
んでいる59）。
ⅳ） 切断・義肢研究

戦時外傷による四肢切断患者は、イラク・アフガニスタンの作戦
期間中1,600人以上に達し、これらの兵士の 30% 近くが多肢切断であ
る51）。軍人の切断肢は一般市民と異なり外傷性、若年者（35歳以下）、
多肢切断などの特徴があり、独自に切断肢に関する診療ガイドライ
ンを作成して対応している50,60,61）。CRSRでは4つのプロジェクトが
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2012年から開始されており、片側大腿切断患者の人工装具の効果、片
側下腿切断患者の歩行中の安定性とバランス、下肢温存手術後患者の
動的装具を使用した最適な歩行調査、ランニングのトレーニング技術
の最適化とリスク軽減法の開発が研究されている62-67）。さらに上肢の
筋電義手に関しては世界的にも最先端の研究が進んでいる68）。
b） ヨーロッパ諸国

米国の同盟国として北大西洋条約機構（NATO）諸国もイラク、アフ
ガニスタンで戦傷者が生じており、リハビリテーションが行われてき
た。中でもリハビリテーション関連の論文は英国が最も多く、特に四
肢多発外傷に伴う切断肢の義肢に関する論文が多い。
ⅰ） 英国（グレートブリテンおよび北アイルランド連合王国）

アフガニスタン戦争の2003年から2014年の間に、英国軍は2,400
人以上の戦死者を出した。この間に、英国軍は疫学コホート研究

（ADVANCE Study）を実施している69）。さらに長期的な心理社会的転
帰に関心を示し、PTSD、うつ病、不安症などのメンタルヘルスと戦
闘外傷の重症度との関連を示しており、一般集団よりもPTSDの割合
が高く、多疾患併存による心理的負担が増加していることが報告され
た70）。切断肢のバイオメカニクス研究では、3次元動作解析、下肢の 
MRI および超音波スキャン、腰、膝、足関節の筋肉の強度評価などが
行われ、最適なリハビリテーション・プログラムの開発がおこなわれ
ている。また、軍から民間人の生活に移行した際に、健康、福祉、お
よび経済的安定性の観点から十分な支援サービスを検証する研究も行
われている。社会的側面にまで分析がなされていることが英国軍のリ
ハビリテーション研究において評価される点である。
ⅱ） フランス共和国

フランス陸軍は2016年に兵士が慢性 PTSD の臨床診断を受けるこ
とを助けるためのリハビリテーション介入プログラムを開発した71）。
このプログラムは、"omega project"と呼称し、心理社会的介入、スポー
ツ活動、コーチング、人材サポートを使用した統合プログラムである。
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負傷兵支援事務所（Cellule dʼAide aux Blessés de lʼArmée de Terre： 
CABAT） と呼ばれる特定の陸軍事務所によって調整され、行政サポー
トや法的助言も提供するだけでなく、一部の民間パートナー企業も参
加する国家的プロジェクトである。戦場で重症外傷を受傷したPTSD
患者に対する社会復帰に重点をおいて取り組んでいる。さらに切断肢
の機能回復を目指して、振動触覚刺激に注目し上腕切断、義肢装着患
者の感覚フィードバック障害に対し再訓練が行われている72）。
ⅲ） ドイツ連邦共和国

ドイツ軍においてもPTSDに関する論文が報告され、関心の高さが
示されている73）。MRIを用いたイメージングや、PTSDの評価のため
のバイオマーカーの開発の報告がある。さらに新兵が基礎トレーニン
グの身体的要求に追いつけないため、若年成人のフィットネスと回復
力の低下が根本的な問題になっており、「Army Basic Training」とい
う運動訓練のメニューを独自に考案して、検証している74）。
c） 中華人民共和国 

中国人民解放軍は125個の軍病院を有する巨大な組織であり、着実
にリハビリテーション医学研究が行われている。フィットネス・トレ
ーニングや新入兵士のトレーニングメニューの研究や、切断肢に対応
する脳の可塑性に関する研究、人工知能を用いた運動負荷に関する研
究やロボットを用いたリハビリテーションなど様々な研究がなされて
いるが、中国人民解放軍のリハビリテーション研究として統一された
研究方針は見当たらなかった75-79）。近年、戦傷者は発生しておらず、
それぞれの施設が独立して研究が行われていると考えられる。

（2） まとめ
リハビリテーション研究は、戦傷者が生じた国々で研究が進み、それ

に伴って治療体制も大きく進化している。近年の研究テーマは、外傷リ
ハビリテーションとPTSDの対処法に関するものが多く、臨床の所要を
反映している。米国が組織だった先進的な研究を行っており、その規模
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は突出している。戦争当事者となるとリハビリテーションの所要は劇的
に増大することが想定され、わが国においても平時からの研究・開発に
よる備えが必要である。
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1 平時・有事の感染症の脅威

防衛省・自衛隊は、現在のわが国の最も厳しく複雑な安全保障環境に
ある中で、国民の生命・財産、ならびに国土を守り抜くことが求められ
ている。部隊等では、平時はもちろんのこと各種行動時にもさまざまな
感染症が問題となっており、それと対峙しながら諸活動が行われている。

（１）日本での平時の部隊で脅威となる感染症
近年、平時の営内生活、艦艇での勤務と生活、集団給食、野外訓練な

どに関連して、いくつかの感染症に脅威となっている。
a）	営内生活に関連する感染症

営内生活は、隊員の集団生活の場であり、いくつかの感染症がアウ
トブレイクする可能性がある。2020年1月以降に出現した新興感染症
である新型コロナウイルス感染症（以下COVID-19）は、自衛隊におい
ては2020年3月中旬から確認され始め、各機関、部隊等でクラスター
が発生した。自衛官に対するワクチンの職域接種は、一般市民に遅れ
て開始されたため、換気の徹底、勤務環境でのリモートワーク、パーテー
ション設置、マスク着用、アルコール手指消毒に加えて、宴席の制限・
自粛などで対処せざるを得なかった。隊員のサーベイランス（健康監視）
も強化されたが、一部の部隊等では疫学調査の実施が困難となったと
ころもあった。2023年の冬季にはCOVID-19とインフルエンザの同時
流行が懸念されたが、有症状者を早期に探知し迅速検査等でウイルス
の有無を確認するとともに、同室者などの接触者を健康者と空間を分
離（コホーティング）するなどして感染拡大防止に努めた。　

ひとたび発生すると重症化するばかりでなく、ヒト―ヒトへ伝播す
る侵襲性髄膜炎菌感染症への対策としては、2018年から20歳未満の
自衛官および学生等に対して髄膜炎菌ワクチン接種が開始となった。
2020年から2022年に実施した国際緊急援助隊要員を対象とした調査で
は、COVID-19によるマスク対策が功を奏したのか、健康保菌率は一
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般国民と同程度のリスクに留まっていた。
b）	艦艇での勤務と生活に関連する感染症

海上自衛官にとって、艦艇は勤務と生活が一体化した場であり、感
染症は任務遂行に直結した問題であるといえる。したがって艦艇の衛
生担当者は、国内の感染症発生状況に加えて、寄港予定地や派遣先で
の感染症等（食中毒を含む）に関する情報収集し対策に生かす必要があ
る。遠洋航海の寄港地である東南アジア諸国では、COVID-19以外に
も結核や麻疹が流行しているところが多く、さらに蚊に媒介されるマ
ラリア、デング熱、チクングニア熱など国内には土着していない感染
症が存在していることに留意すべきである。隊員には、感染症の症状
は初発症状とその後の経過で出現している症状とが異なっている場合
があること、症状が軽微であっても隔離が必要となる場合があるなど
を事前に教育しておく必要がある。隔離や出勤停止等を要する患者が
発生した場合には、上級部隊等への速やかな報告と部内外医療施設と
の連携が必要となる。
c）	集団給食に関連する感染症

部隊等では、営内生活者や一部の任務隊員に給食が提供されている。
集団給食に関連する感染症の原因としては、食品や容器・包装などに
起因する食中毒と、喫食時の衛生環境の関連する感染症とに分けるこ
とができる。食中毒の原因には、①納入食材・食品によるもの、②食
品の衛生管理および調理法によるもの、③調理場および食器保管場所
の衛生管理（ねずみを含む）によるもの、④卓上調味料の交差汚染によ
るもの、⑤調理従事者の健康状態に関連するものなどがある。喫食時
の衛生環境の関連する感染症の原因には、①喫食場所の空調や換気に
よるもの、②喫食時の飛沫（呼気）によるもの、③食堂のトイレの衛生
管理や手指衛生に起因するものなどがある。したがって衛生担当者は、
糧食班と密に連携して食中毒や感染症対応に努めなくてはならない。
市中の食中毒発生動向も重要であり、2017~2021年のデータを集計し
たところ事件数ではアニサキス食中毒（35％）が最も多く、次いでカン
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ピロバクター胃腸炎（25%）、ノロウイルス胃腸炎（17%）であり、患者数
ではノロウイルス胃腸炎（44%）、病原大腸菌による胃腸炎（14%）、カン
ピロバクター胃腸炎（11%）、ウエルシュ菌（11%）となっており、その合
計は全体の3／4以上となっている。調理従事者の検便検査では、腸管
出血性大腸菌O157やサルモネラ属菌等の保有が判明した場合の対応と
して、保健所から抗菌薬処方と菌陰性化を確認するよう指示されるこ
とがあるが、関係部署等と連携して人員の交代などの対応が求められ
る。
d）	野外訓練の際に留意すべき感染症

野外訓練は、2020年以降のCOVID-19感染拡大の影響により大きな
制約を受けた。外国軍との合同演習の際には、双方の感染症対策の考
え方の相違（マスク装着など）によって、クラスターとなる事例も散見
された。例年、東富士演習場周辺において、ツツガムシ病患者発生の
報告が見られている。近年は、日本各地において血清型による古典
的な分類に合致しない新たな病原体が確認されており診断において
注意（必ずしも検査で陽性とならない）を要する。このような場合に
は、所轄保健所に相談して遺伝子検査を依頼する。北海道ではライム
病、西日本では重症熱性血小板減少症候群（SFTS：Severe Fever with 
Thrombocytopenia Syndrome）、沖縄ではレプトスピラ症の発生が例
年通りみられている。これまで北海道限定であったエキノコッカスが
愛知県知多半島でも見られるようになっている。これらの地域におい
て野外訓練を行う際には、期間中の感染リスク評価を行い、必要に応
じた感染予防策と患者発生に備えた早期診断体制の整備が求められる。
e）	その他

近年、一般国民のなかで性的接触に関連する感染症が大きな問題と
なっているが、隊員は健康で性的活動が旺盛な青壮年層が多いため、
一般社会人と同様に性感染症に対する教育や対策の強化が必要である。
性感染症のなかでも、HIV感染、梅毒、淋菌感染症、M痘に関しては、
以下の様に国内での発生動向に変化が見られている。
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HIV：Human Immunodeficiency Virus感染症は、HIV感染／AIDS：
Acquired Immunodeficiency Syndrome発生動向調査（厚生労働省）によ
ると2021年の新規HIV感染者報告数は742件（男性712、女性30）、新
規AIDS患者報告数は315件（男性300、女性15）であり、ともに2013年
から減少傾向に転じている（図１）。  

図１　ＨＩＶ感染者およびＡＩＤＳ患者の年間新規報告数の推移

年齢分布はHIV感染者では30−34歳が最も多く、次いで25−29歳
が多かった。新規HIV感染者の感染経路別では同性間の性的接触531
件（71.6%）が最多で、異性間の性的接触は91件（12.3%）、母子感染が1件、
静注薬物使用が1件報告された。最近は、より副作用が少なく1日１錠
の内服で治療効果が期待できる治療薬が開発されており、AIDSを発症
せずヒトへの感染性もない状態へ導くことが可能となっている。

梅毒は、2011年ころから増加傾向にある。2011年には827件（男性
650、女性177）のところ、2022年には10,743件（男性7,085、女性3,658）
と約13倍となっている。特に妊娠可能年齢の女性での増加率が著しい。
治療法は、従来はアモキシシリンの経口投与であったところ、2021年
9月からベンジルペニシリンベンザチン筋注製剤の製造販売が承認さ
れ、世界的な標準治療が可能となった。
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淋菌感染症は、5類定点把握疾患であるが、その動向は2016年以降、
男女ともにほぼ横ばいの状態である。各種薬剤に対する耐性菌が報告
されているが、現在推奨されるセフトリアキソンにも5%ほどの耐性が
出現してきている。

M痘は、元来、アフリカでげっ歯類との接触やブッシュミートの
喫食によって感染する天然痘ウイルス類似のウイルスによる感染症で
ある。2022年7月ごろから欧米諸国でMSM：Men who have Sex with 
Menなどを中心に性器、会陰部、肛門、口周辺に水疱性発疹を呈する
新たなウイルス感染症として問題となった。日本国内では、世界の流
行が終息した2023年1月ごろから4月にかけて患者の報告が相次いだ。

いずれの疾患も、不特定多数の人との接触が感染リスクを高めるこ
と、オーラルセックスやアナルセックスでも感染すること、コンドー
ムを適切に使用することでリスクを下げられること、梅毒の場合は初
期の病変（性器の潰瘍など）が自然消退しても医療機関を受診する必要
があること、治癒しても感染防御免疫は付与さずに二度三度と感染を
繰り返すことなどを徹底して教育することが重要である。　　

（２）日本での各種行動時に問題となる感染症
自衛隊には、本来の国防の任務に加えて多様な役割が期待されている。

本稿では、近年、自衛隊がとった各種行動に関連して問題となる感染症
について概説する。
a）	東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会等の支援

自衛隊は同大会期間中、大会の安全・円滑な準備および運営などが
確保されるように、①競技会場周辺および我が国上空および周辺海域
の警戒監視、②大規模自然災害等が発生した場合の被災者救援支援、
③サイバーセキュリティ対策を実施した。同様の支援は2019年のラグ
ビーワールドカップの際にも行われた。多くの人が集うイベントであ
るマスギャザリング・イベントでは、外来病原体（媒介昆虫などを含む）
の持ち込み、濃厚なヒトの接触による感染リスクの増大、医療機関の



第2章　感染症分野

77

混雑に伴う診断・治療の遅れ等が問題となることが考えられる。通常
の疾病サーベイランスと異なり、いつもと異なるイベントを探知する
方法として、テレビやインターネットニュース、SNS等からの情報を
基に活動を行うイベント・ベース・サーベイランスが行われるが、こ
れは2014年に起こった東京都内を感染源とするデング熱の国内流行を
教訓として導入されたものである。また世界中の人が高い関心を寄せ
るだけに、テロリストの標的ともなりやすく、バイオテロ発生の発生
に留意する必要がある。
b）	空港での検疫業務支援

自衛隊は、COVID-19に関連して、空港（成田および羽田）における
検疫のほか、ウイルス検査結果が判明するまで待機する場所への輸送
などを行った。検疫業務を行う際には、検疫の目的、検疫感染症の概要、
世界各地での流行状況、自らが感染しないための感染制御法などの教
育を施したうえで派遣させるのが望ましい（表1）。

表１　検疫法と検疫感染症
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c）	国内での災害派遣活動
近年は、大雨や洪水に関連した災害派遣が多いが、汚泥、汚水に曝

露した状況での救助・捜索活動や復旧作業なることが多い。そのため
に外傷や熱傷にともなう蜂窩織炎、ガス壊疽、破傷風、野外動物のし
尿に汚染された土壌や水との接触によるレプトスピラ症、ペットや野
生生物の咬傷によるパスツレラ症、バルトネラ症（猫ひっかき病）など
のリスクがある。作業環境によっては、レジオネラ症にも注意する必
要がある。避難所の管理に携わる場合には、長期にわたるストレスが
原因で高齢者の中から結核を発症する方がいる可能性があることに留
意が必要である。
d）	国際緊急医療援助活動時に問題となる感染症

国際緊急医療援助活動では、被災住民の診療の際にヒト―ヒト感染
する感染症に特に注意が必要である。劣悪な避難生活をしている人の
なかには呼吸器症状、消化器症状を呈している人が多いと考えられる
ために、標準予防策に加えて、症状から病原体を予測したうえで経験
的予防策をとる必要がある。多くの被災国では日本よりも結核、麻疹、
ジフテリア、髄膜炎菌感染症の罹患率が高い。髄膜炎菌感染症は、国
内では発生がまれではあるが、しばしば若年者の集団生活者でクラス
ター化し、なかには致死的となる事例もある疾患である。感染源はヒ
トのみであり、保菌者（無症状を含む）の飛沫によって感染がおこる。
自衛隊では派遣前のリスク評価に応じて血清型A、C、Y、W-135型の
４価ワクチンを接種しているが、国外ではBやXのようなワクチンで
カバーできない型が流行している国があるために注意が必要である。
また蚊媒介感染症（マラリア、デング熱、チクングニア熱など）の予防
については、蚊に刺されない工夫（殺虫剤、忌避剤塗布、蚊帳の使用、
吸血活動を抑えるための冷房など）の他、マラリア予防については副作
用の少ない予防薬を選定して投与することが重要である。
e）	在外邦人等の保護措置および輸送時に問題となる感染症
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在外邦人などの保護措置および輸送の任務は、上述の国際緊急援助
隊活動と同様に突発的に発生するために、平素からのワクチン接種等
が重要である。保護の輸送の際に、咳をする人がいた場合には不織布
マスク装着による咳エチケットを遵守してもらい、隊員も飛沫予防策
として不織布マスクを装着する。中東・アフリカ地域における活動拠
点としてジブチが重要な役割を担うことになるため、そこで勤務する
衛生科隊員は周辺地域の感染症流行状況に関する情報収集が重要である。
f）	南西地域の防衛の際に問題となる感染症

沖縄県那覇市に所在する航空自衛隊基地は、亜熱帯気候であり、か
つ海外活動のハブ空港であるために、外来種の蚊が航空機を介して定
着してしまうことが懸念されている。防衛医学研究センター広域感染
症疫学・制御研究部門では、2018年から那覇基地と連携しながら蚊の
生息調査を行っているが、幸いなことにこれまでに外来種の侵入は確
認されていない。沖縄県は、レプトスピラ症の国内で最も多く報告さ
れている地域である。2021年、2022年には、全国の報告数が34名、36
名のところ、沖縄県からは24名、12名が占めている。2014年8月～ 9
月には、90名以上の米国海兵隊員が沖縄県本島北部訓練場においてレ
プトスピラ症を発症した。

感染症法上の届け出がないために実態が不明であるが、沖縄県で
は土壌伝染性寄生虫である糞線虫（Strongyloides stercoralis）によ
る糞線虫症や、アフリカマイマイ等を中間宿主とする広東住血線虫

（Angiostrongylus cantonensis）による好酸球性髄膜脳炎といった地域
特異的な感染症が存在しており、隊員の野外活動に影響が出てくる可
能性がある。
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2 ワクチンプログラム：定期および適時接種の動向

（1）自衛隊における予防接種等プログラム
自衛隊における予防接種等とは、伝染性疾患の予防のための予防接種

および投与のことであり、その実施は、「防衛省職員の健康管理に関する
訓令（防衛庁訓令第31号）」の第21条（予防接種等）および、「予防接種等
の実施について（通達）（防教衛第1795号）」に規定されている。対象疾患
は、①ポリオ、②風しん、③コレラ、インフルエンザ、⑤日本脳炎、⑥
狂犬病、⑦破傷風、⑧A型肝炎、⑨B型肝炎、⑩黄熱、⑪マラリア、⑫結核、
⑬衛生監の指定する疾病となっており、感染症の流行状況などに応じて
その都度追加（痘瘡、麻しん、腸チフス、髄膜炎菌感染症、新型コロナウ
イルス感染症など）されている。

これらの予防接種のうち、定期的に職員の全部又は一部に対して実施
しているものを定期予防接種と呼称し、破傷風（防衛大学校の学生ならび
に統合幕僚監部、陸海空自衛隊および情報本部の職員）とＢ型肝炎（防衛
医科大学校学生と医療従事者）が該当している。定期接種以外の予防接種
は、臨時予防接種と呼称され、国際緊急援助隊、国連平和維持活動、海
賊対処行動、海外出張などに加えて、健康管理者が必要と認めた場合に
接種するものと規定されている。

新入隊員に対しては、定期予防接種として破傷風トキソイドの他、ワ
クチン接種歴や抗体価から予防接種が適当と認められる者に対して麻し
ん・風しんワクチンが接種されている。また、2018年からは防衛大学
校における侵襲性髄膜炎菌感染症事例を受けて、髄膜炎菌4価（血清群
A,C,Y,W-135）ワクチンが導入され、20歳未満の自衛官等（防衛大学校、
防衛医科大学校の学生を含む）に対して予防接種が開始された。

今後の課題として、国内における侵襲性髄膜炎菌感染症の血清群Bは、
４価ワクチンではカバーできないこと、Ｂ群単価ワクチンは国内未承認
であり自衛隊では予防接種未実施であるという点である。海外派遣者
に対しては、必要に応じたワクチンとマラリア予防薬が選定されている
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が、マラリア予防薬としては欧米では副作用のために使用されなくなっ
たドキシサイクリンまたはメフロキンが未だに採用されている。新型コ
ロナウイルスワクチンについては、一般市民に遅れての接種となったが、
2021年から職域接種として開始され、高い接種率に達した。

（2）各国軍における予防接種事情
以下に、米軍におけるワクチンプログラム全般と、その他の軍におけ

るワクチン施策のうち防衛医学の観点から特筆すべき動向を紹介する。
a）米軍におけるワクチンプログラム

入隊時に必須とされる予防接種歴として、①麻疹/風疹/ムンプス
（MMR）、②A/B型肝炎、③破傷風/ジフテリア/百日咳（Tdap）、④
インフルエンザ、⑤髄膜炎菌感染症（4価）、⑤ポリオ、⑥水痘、⑦肺炎
球菌感染症（リスクに応じて）があげられている。これらは米国内で定
期接種ワクチンに位置づけられており、接種記録のないワクチンは入
隊直後に必要回数の接種を実施する（表2）。

表２　米軍における予防接種プログラム
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 入隊後には、インフルエンザワクチンや最新のCDC：Centers for 
Disease Control and Preventionガイドライン等に従い新型コロナウ
イルス感染症ワクチンを適時に接種する。Td（破傷風/ジフテリア）は
10年ごと追加接種、ただし成人期に1回、Tdの代わりにTdapの追加
接種が必須である。リスクに応じて炭疽、狂犬病、およびアデノウイ
ルス（15 ～ 50歳の軍人のみ推奨と限定的）の各ワクチンを接種する。

米国本土を含むNorthern Command以外のCommand*への派遣に
は、各種ワクチンの接種が必須、推奨、あるいは考慮される。主なものは、
炭疽（Central Commandや韓国への15日以上の派遣に必須）、髄膜炎菌
感染症（European/Indo-Pacific Command）、狂犬病、腸チフス（全ての
Commandの流行国への派遣に必須）、ポリオ（WHOやCDCのポリオ
政策に応じIndo-Pacific Commandへの派遣前、アフガニスタンやパキ
スタンに4週間以上滞在し出国した後に必須）、黄熱（Africa/Southern 
Commandsの多くの国、European/Indo-Pacific Commandsの一部へ
の派遣に必須）、水痘（特にCentral Commandへの派遣には接種記録等
が必須）、日本脳炎（日本や韓国への30日以上の派遣に必須、その他の
Indo-Pacific Commandへの派遣に推奨）、およびダニ媒介性脳炎（Indo-
Pacific Commandsの流行地域への派遣に対し考慮）である。
b）特別なワクチン
i） 炭疽ワクチン

1970年に米国で認可された炭疽菌ワクチンBioThrax®は、経皮的ま
たは経気道的な感染経路に関わらず発症予防に有効である。同ワクチ
ン接種は全ての制服軍人に必須であり、軍属などのシビリアンについ
ては特定の要員（Central Commandへの120日以上の配備や韓国への
15日以上の配備、緊急対応等）のみ必須となっている。初回接種に続

* 米軍は地域別、機能別に統合軍を編成しており、地域別統合軍は Northern 
Command( 北方軍 )、Central Command( 中央軍 )、European Command( 欧州軍 )、
Indo-Pacific Command( イ ン ド 太 平 洋 軍 )、Africa Command( ア フ リ カ 軍 )、
Southern Command( 南方軍 ) に加え、Space Command( 宇宙軍 ) がある。
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き4 週、6 か月、12 か月、18 か月後の時点で計 5 回投与と毎年の追
加接種を行う。なお、2015年には18 ～ 65歳の炭疽菌曝露後ワクチン
接種の適応がFDAにより追加承認された。カナダ軍でも同様に、炭疽
菌の意図的散布への対応時のみワクチンを使用する。
ii） 痘瘡ワクチン

痘瘡ウイルスがバイオテロに使用される可能性が懸念されるため、
米国では、曝露リスクの高い特定の軍人と軍属、バイオテロ対応チーム、
治療チーム、および公衆衛生チームに痘瘡ワクチン接種が義務化され
ている。ワクチンは2007年承認のACAM2000のみである。なお米国
FDAは2018年7月に世界初の天然痘治療薬（TPOXX®）を承認した。
iii） 髄膜炎菌ワクチン 

米軍では、髄膜炎菌4価ワクチン接種の継続的な実施により、症例
数が一般市民と同じ発生率にまで減少した。この４価ワクチンに含ま
れない血清群Bの単価ワクチンは、日本と同様、米軍で未導入である。
近年の米国での若年層（19-22歳）の流行株は、血清群Ｂが約70%を占め
るなど優位になっている。

フランス軍や英国軍では、全ての新兵に対し入隊直後に髄膜炎菌感
染症4価ワクチンを接種し、派遣の可能性のある部隊のみ、5年後の追
加接種を行う。カナダ軍では、派遣の可能性のある部隊に4価ワクチン、
さらにハイリスク者に限定してB群ワクチンを提供している。

韓国軍では、2011年に陸軍新兵訓練所で発生した侵襲性髄膜炎菌感
染症事例を契機に、2012年、新しい予防接種政策が策定された。以降、
①髄膜炎菌、②A型肝炎、③麻しん・ムンプス・風しんワクチンはす
べての新兵に接種されている。この結果、髄膜炎菌感染症の症例は、
10万対0.52（2008 - 2012年）から0.06（2013 - 2016年）に減少した。
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3 On-site Diagnosisの現状：国内外で利用可能
な迅速診断技術、遺伝子診断法

（1）はじめに
艦船や海外などの遠隔地において、感染症の診断を迅速にon-site（現場

で）を行うことができれば、早期治療に繋がるだけでなく、部隊での感染
予防に寄与できる。本稿ではon-site diagnosisに貢献するツールとその具
体的な使用状況等を概説する。

（2）On-site diagnosis の種類
病原体の同定には、従来の検鏡、培養検査、酵素免疫測定法、核酸増

幅検査に加えて、近年では全ゲノムシーケンスが可能となった。On-site 
diagnosisとしては、迅速診断キット、核酸増幅検査、次世代シーケンサー
が臨床・研究の分野で利用されている。
a）	迅速診断キット（lateral	flow	test）

迅速診断キット（海外ではlateral flow testと表現されている）は、最
も早期から利用され、かつ汎用性が高いものである。イムノクロマ
ト法（抗原抗体反応を利用して抗体の有無を判別する方法）を基本と
し、世界的には1990年代にマラリアの迅速診断で発展したが 1）、国内
ではインフルエンザの診断で馴染み深いものである。COVID-19流行
時には、英国軍が軍民連携であるMilitary Aid to Civil Authorities：
MACAの枠組みとして、迅速診断キットを利用し学校での大規模ス
クリーニングを実施した 2）。迅速診断キットは、感度に限界があるが、
小型で携帯性が高く、部隊展開先での検査に適している。
b）	核酸増幅検査

1990年代から核酸増幅検査が幅広く利用できるようになった。標的
となる病原体さえわかっていれば、迅速診断キットと比較して感度、
特異度共に高い検査を行うことができる。核酸増幅にも複数の手法が
あり、例えば等温条件下で核酸増幅が可能なLAMP：Loop-mediated 



第2章　感染症分野

85

Isothermal Amplification法は、反応時間の短縮と蛍光による結果の可
視化が特徴である。2010年代になると、多病原体を網羅的に検索でき
る全自動の核酸増幅装置が臨床応用され始めた。そのうちの１つであ
るFilmArray®には、致死率の高いウイルス性出血熱に特化したパネル
やバイオテロ対策を想定したパネルなどの製品も存在する 3）。検出機
器は小型であり、幅広い病原体を短時間でかつ全自動で検出できるの
で有用性が高い（図2）。

図２　米海軍内で使用されている FilmArray®	システム （2018年 7月撮影 ）

c）	次世代シーケンサー
前述の検査法は、病原体が推測されている場合に適用できるが、病

原体が不明の場合はゲノム情報から病原体を同定する必要がある。こ
れを可能としたのが次世代シーケンサーである。精度の高いシーケン
サーは比較的大型の機器と検体の調整工程が必要であるが、可搬性を
最大限に重視した場合、ナノポア技術を用いたMinION®を用いること
ができる 4）。ごく限られた環境でも電源さえ確保できれば、USB接続
でパソコンやスマートフォンなどのデバイスに接続し、オフラインで
も利用できる。数十分～数時間以内の前処理の後、リアルタイムでシー
ケンスと解析が可能であり（図3）、今後、部隊展開の現場での利用が大
いに期待される 5）。
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図３　奥 : MinION®、手前 :	MinION	Mk1c®（ いずれもOxford	Nanopore	
Technologies 社 ） Mk1c はディスプレイ一体型の解析装置であり、
MinIONは PCにUSB接続して用いる。

（3）On-site diagnosis における感染対策上の注意点
現場で臨床検体を取り扱うとなると、検査者への曝露対策と環境の汚

染についてより一層の注意が必要である。病原性や伝染性が高い疾患を
扱う場合は、作業時の確実な防護と封じ込めが必要であり、P3対応の施
設を設置することが望ましい。COVID-19流行当初に、中国は移動P3検
査車を使用した 6）。またエボラウイルス流行時にギニア共和国に展開し
た仏軍はP3施設を設置した（図4）。

図４　西アフリカでのエボラウイルス病流行の際に、ギニア共和国に展開していた仏
軍診療施設内の臨時P3検査施設で作業をしている様子 （2015年 2月撮影 ）
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（4） おわりに
Onsite diagnosisの進歩によって正確かつ迅速な診断が可能となった

が、今後は部隊における実用性の検討と、それを利活用する人材の育成
が課題となるであろう。

4 感染症分野での軍民連携

世界各国で、平時に発生した危機的事態解決のために、軍の組織力や
対応能力が活用されている。一般的に、軍民連携または民軍協力（Civil-
Military Co-operation： CIMIC）と言われているが、本稿では近年行われ
た感染症分野での軍民連携について概説する。

（１）自衛隊による災害派遣活動としての防疫活動
a）		災害後に問題となる感染症

国内外を問わず、災害後の感染症リスクは、発災前の状況と発災後
の状況に依存する。前者は公衆衛生基盤の整備状況、住民の健康状態、
予防接種率、季節性・地域流行性の感染症の有無であるが、後者には
災害の種類・被害の程度、発災時期、被災者の様相、被災者支援の有無、
疾病媒介動物の管理、持ち込み感染症の発生の有無が含まれる。発災
後の状況は、時間の経過とともに状況が変化するので継続したリスク
評価が重要である。
b）国内で問題となる感染症
国内は、公衆衛生基盤が盤石であるので、災害後に感染症が発生

するリスクは限られているが、①汚染水・土壌との接触によるもの、
②動物などとの接触によるもの、③避難所での生活に起因するものが
考えられる（図5）。これらの感染症の経時的な発生状況は、図6のよう
に示すことができる。発災後の早い段階では、災害特異的な感染症が、
そののちに避難所での集団生活や衛生環境の悪化に関連した感染症が
生起してくる。東日本大震災のように避難所生活が長期化すれば、高
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齢者のなかから結核の再発例が出てくることに留意すべきである。

 
図５　国内で災害後に問題となる可能性のある感染症

 
図６　国内で災害後に問題となる感染症の時間経過



第2章　感染症分野

89

c）2016年熊本地震での避難所における防疫活動
自衛隊は、2011年の東日本大震災での教訓を踏まえて、2013年から

発災直後の段階から活動する初動対処部隊「ファスト・フォース」を
編成している。災害派遣の主な活動内容は、人命救助（捜索・救助、患
者輸送、生活支援（物資輸送、給水・給食支援、入浴支援、医療支援、
防疫支援）、人員輸送（専門家の輸送、帰宅困難者支援）であり、衛生科
に直接関係があるのは、医療支援と防疫支援である。防疫支援は、従
来蚊やハエに対する殺虫剤の散布、家畜伝染病の患畜対策であったが、
2016年の熊本地震での災害派遣を契機に「避難所での感染制御活動」
が追加された。これは、避難所各所でノロウイルス胃腸炎やインフル
エンザが散発する状況の中、近隣県（鹿児島県、長崎県）からの感染制
御チーム（ICT：Infection Control Team）による活動に限界が生じてき
たことから、のちに追加要請が出されたものであった。要請の翌日には、
自衛隊福岡病院および熊本病院から3個のICTが派遣され、高く評価
された。具体的には日本環境環感染学会の災害時感染制御委員会のメ
ンバーと協力して、避難所アセスメントシート（図7）を用いて効率的な
情報収集を行い、それに応じた感染支援活動を行った。
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図７　避難所のアセスメント項目

d）	厚生労働省の防災業務計画と日本環境感染学会のDICT（Disaster	
Infection	Control	Team）の活動

厚生労働省は、熊本地震の教訓を生かして、2017年に防災業務計画
を改定し、第9節防疫対策「（5）被災都道府県・市町村は、避難所等に
おける衛生環境を維持するため、必要に応じ、日本環境感染学会など
と連携し、被災都道府県・市町村以外の都道府県および市町村に対し
て、感染制御チーム（ICT）の派遣を迅速に要請すること」を追記した。
これは、前述の自衛隊病院ICTの活動の成果を基に導入されたもので
ある。
e）	被災地域の情報収集とその活用

現 在、 被 災 地 域 の 診 療 記 録 ベ ー ス の 電 子 情 報 を 遠 隔 地 で
集計・提供する「J-SPEED：Surveillance in Post Extreme Emergencies 
and Disasters」の導入・活用が進められている。感染症関連情報とし
ては、16発熱、17急性呼吸感染症、18消化器症状・食中毒、19麻疹疑い、
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20急性血性下痢症、21緊急の感染症対応ニーズのチェック項目がある。
避難所アセスメント結果と合わせて地域の感染症流行の兆しを早期に
備えることが重要であり、災害派遣にかかわる軍民連携の訓練におい
て重要な演練項目であると言えるだろう。

（２） ⻄アフリカにおけるエボラでの各国軍の活動（米軍、英国軍、フラ
ンス軍など） 

2013年末頃に西アフリカで発生したエボラウイルス病の流行では、リ
ベリア、ギニア、シエラレオネの3か国から多数の患者が報告された。
これらの国々はいずれも医療・公衆衛生基盤が極めて脆弱であり、海外
からの支援が強く求められたことから、各国軍はそれぞれの強みを活か
した支援を行った。
a）	米国軍

2014年9月、米軍は歴史的に関係の深いリベリアに対し、先遣隊の
調査結果をふまえ3,000人規模の派遣を決定した。米国アフリカ軍が首
都モンロビアに統合司令部を設置、米国海軍医学研究ユニットがエボ
ラ治療センター（ETU：Ebola Treatment Unit）への移動式検査室を配
置・運営、海軍建設工兵隊が医療従事者の治療のための野戦病院（25
床）を建設した。続いて、被災地へ軍人や医療物資・設備を輸送するた
めのロジスティック基地、100床規模のETUを17棟開設、現地医療従
事者を週に最大500人訓練した。このように米軍は、米国国際開発庁

（USAID：United States Agency for International Development）主導
の対応チームを支援する形で国内外の機関や民間組織と連携し活動（間
接医療支援）を行った。
b）	仏軍

フランス軍はギニア共和国の首都コナクリにおいて治療施設（CTS：
Centre de Traitement des Soignants）を展開し、直接、現地の患者の
治療に携わった。部隊は、陸海空から選抜された約130名であり、う
ち80名が衛生職種（医師15名、看護師15名含む）である。複数の天幕
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群を構築し、空調管理された快適な空間を提供し病原体診断のための
P3施設も独自に設置した（図8）。また、入院患者に対しては宗教を考
慮した対応や、心理的サポート、リモート面会システムなどが整備され、
時代背景や診療環境を考慮しても患者QOLを重視した先進的な医療が
提供されていた。

図８　仏軍治療施設のテント内に設置された検査設備

c）	英国軍
かつて英国から独立したシエラレオネでは、2014年9月、英国軍

による直接医療支援が大規模に開始された。これと同時期に同国で
は英国との連携を意識したエボラ対応組織（NERC：National Ebola 
Response Centre）が設立され、国防大臣のもと英国軍、国連組織、民
間組織がメンバーとなった。首都フリータウン近郊のケリータウンに
おいて、英国NGOのSave the Childrenによる80床規模のETU設置に
続き、国際開発省（当時）からの資金をもとに、工兵部隊が12床のETU
を設置、英国陸軍衛生隊がカナダ軍衛生隊と連携して診療を行った。
英国軍からは合わせて約900名が派遣された。検査室はイングランド
保健省により隣接して設置され、ETUと連携した。また、英国軍は現
地医療従事者の訓練も実施した。
d）	中国軍

2014年9月、人民解放軍第 302 病院は 30人の医療関係者からなる
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最初のチームをシエラレオネに派遣し、現地医療施設を100床規模の
ETUに作り替えた。中国CDC（中国疾病予防管理センター）専門家とと
ともに派遣された人民解放軍第302医院医療隊30名は、観察期間中の
患者を看護、観察する役割を担った。また、11月にはリベリアでも同
様に野戦病院を設置した。中国は省級の地方人民政府からのアフリカ
支援も盛んであり、北京市がギニア、湖南省がシエラレオネ、黒竜江
省がリベリアにそれぞれ継続的に医療団を派遣した。
e）	韓国軍

官民合同海外緊急救護隊（KDRT：Korea Disaster Relief Team）の医
療従事者24名の一部として軍医官・看護官がシエラレオネに派遣され
た。英国と包括的な協力体制をつくり、エボラ治療センターでの支援
等を行った。

（３）COVID-19 における ASEAN 諸国軍の活動
ASEAN軍 事 医 学 セ ン タ ー（ACMM：ASEAN Center of Military 

Medicine）は、ASEAN加 盟 国 の 国 防 相 間 の 会 議 で あ るADMM：       
ASEAN Defense Minister‘s Meetingの設置する７つの専門家会合のうち
防衛医学分野に関する取りまとめを行う機関である。本稿では、ACMM
がCOVID-19に際してどのようなCIMIC活動を行ったかについて紹介する。

a）	COVID-19発生時の初期対応
ACMMは、“謎の肺炎”の発生が中国から報じられた直後の2020年

1月7日に、状況分析と当面の対応策に関する“Spot report”を発行し
た。タイでは、1月13日に中国外での第1例目を武漢からの渡航者から
検知した。そこでタイ政府は、サーベイランス強化の一環として国内
でのハイリスク群に対する積極的疫学調査並びに国境と空港でのスク
リーニング、およびケース・マネジメントとして有症状者の検査の実
施、陽性者の症状に応じた入院措置、濃厚接触者の健康観察などを開
始した。その中でタイ軍は国境と空港サーベイランス、ハイリスク群
の健康観察（キャンプ隔離）、軽症者の野外病院での入院対応を実施
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した（図9）。

図９　タイで実施されたCOVID-19 対応の軍民連携

ACMMは1月28日には、ビデオ会議を開催し、タイ政府の取り組
みを紹介するとともに、ASEAN各国におけるCOVID-19のフェーズ
ごとの対応と軍民連携の在り方について検討を行った。PhaseⅠ（疑い
例400名以下、確定例20名以内）の段階では軍内でのサーベイランス強
化、野外病院と機動検査隊の準備、PhaseⅡ（疑い例400以上、確定例
20名以上）では実際に隔離キャンプ、野外病院を展開するとしている

（図10）。
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	図 10　ASEAN諸国 （AMS) の保健省、軍、ACMMの役割分担

b）ASEAN諸国のCOVID-19の初期対応
しかしながら、2020年2月～ 4月にかけてのASEAN諸国の対応につ

いては各国でばらつきがみられ、そのなかにおける軍民連携にも差が
みられた。ベトナム、タイ、インドネシア、カンボジアでは、2月の比
較的早い段階から職場閉鎖、濃厚接触者の隔離、学校閉鎖、公共行事
の中止など公衆衛生対応が行われたが、ラオス、マレーシア、ミャン
マー、フィリピン、シンガポールでは実施されていなかった（図11）。

図11　ASEAN各国におけるCOVID-19 の初期対応
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5月5日でのビデオ会議においては、新興感染症対応の野外病院を設
営する際に留意すべき事項をまとめたガイドラインや中国の対応事例
の紹介と、各国の軍民連携の実施状況などについて討議が行われた。

8月2日には検疫所管理に関するワークショップが開催され、シナリ
オベースに基づく机上訓練（日本からは防衛医大がオブザーバー参加）
が行われた。検疫会場の設営、慢性疾患やハイリスク群患者のスクリー
ニング上の留意事項、検疫業務における感染管理などが討議された。
c）	野外病院準備のガイドライン

ACMMは、「新興感染症の患者を管理する野外病院の会場設営に関
するガイドライン」を策定した。野外病院設営にあたっては、一般の
居住地域から離隔していること、空港や国境などの患者の集約が容易
な地点の近傍であること、セキュリティ管理が容易であること、既存
の病院や検査施設などの医療資源が利用可能な場所であることが重要
であること、感染管理のポイントとしては以下の3点が重要であると
強調された。

① 患者からスタッフへの感染防止
適切な個人防護具（PPE：Personal Protective Equipment）の装

着、全従業員への安全プロトコルの教育、特別の感染管理者によ
る安全プロトコルの遵守状況の確認
② 患者同士の感染防止

患者のコホーティング、重症患者の個室管理、患者ベッド間の
距離、患者対応後の手袋交換や手洗いの徹底
③ 患者から地域社会への感染拡大防止

警備員による厳重なエリア管理、エリアから出るすべての車両、
人員、所持品の除染、地域社会・自治体との連携

（4）国際的に脅威となる感染症への備え
国を挙げて取り組むべき感染症危機管理事態の一つに「国際的に脅威

となる感染症」がある。本稿では、わが国の取り組みと防衛省・自衛隊
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の軍民連携について概説する。
a）	国際的に脅威となる感染症とは
「国際的に脅威となる感染症」の明確な定義は無いが、わが国では、

2015年に内閣総理大臣が主宰する「国際的に脅威となる感染症対策関
係閣僚会議」7）が組織され、その中では当時注目されていたエボラ出
血熱やMERS：Middle East Respiratory Syndrome（中東呼吸器症候群）
がその例として挙げられた。WHO（世界保健機関）は、西アフリカでの
エボラウイルス病の教訓から2015年に「高病原性病原体による公衆衛
生上の緊急事態への準備対策の青写真」8）を発表した。また、WHOには、
PHEIC：Public Health Emergency of International Concern，（国際的
に懸念される公衆衛生上の緊急事態）という概念があり、それは大規模
な疾病発生のうち、国際的な対応を特に必要とするものと定義されて
いる。これまでに2009年の新型インフルエンザパンデミック、2014年
の野生型ポリオ、2014年の西アフリカのエボラウイルス病、2015年の
アメリカ大陸のジカウイルス感染症、2020年のCOVID-19パンデミッ
ク、2022年のM痘などPHEICとされた 9）。
b）国際的に脅威となる感染症へのわが国の取り組み

先述の「国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議」は、その対
策の基本方針を3本柱として①感染症に係る国際的な対応と国内対策
の一体的推進、②感染症の発生国・地域に対する我が国の貢献の強化、
③感染症に対する国内の対応能力の向上と危機管理体制の強化を掲げ
た 10）。国内においては、①国際協力および海外情報収集等の強化、②
危険性の高い病原体等の検査・研究体制の整備、③国際社会において
活躍する人的基盤の充実、④国内での感染防止対策と在外邦人の安全
対策強化、⑤薬剤耐性に関する取り組みの推進の目標に沿って、現在
も取り組みが進められている。
c）防衛医科大学校の取り組み

防衛医科大学校では、感染症に関わる講座等が連携して、平素より
国際的に脅威となる感染症を視野に入れた医官教育を行っている。研
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究面でも、防衛医学先端研究「海外で活動する自衛隊の感染症対応能
力の強化に関する研究」などを通じ、感染リスクの高い地域で自衛隊
員が安全に任務を遂行するための基礎的・臨床的・疫学的研究を進め
ている。2014 ～ 15年西アフリカでエボラ出血熱の流行が発生した際
には、自衛隊輸送機KC767による邦人搬送計画に加わり感染制御に
関する助言を行った。また政府の流行地域調査団の一員として西ア
フリカに赴き現地で情報収集を行ったり、JICA：Japan International 
Cooperation Agencyの専門家として疫学調査支援をおこなったりする
など、積極的に貢献した。また、「自衛隊における一類感染症対応マ
ニュアル」の作成や、イタリア、フランスの軍が構築している国際的
に脅威となる感染症対処システムの視察・情報収集なども行い、わが
国の体制構築に提言を行った。
d）防衛医科大学校病院の取り組み

防衛医科大学校病院は、2019年に第一種感染症指定医療機関の指定
を受けたが、それ以降一類感染症受け入れ訓練や、職員の個人防護具

（PPE）着脱訓練などを実施している。COVID-19パンデミックの際は、
病院西棟9階がCOVID-19専用病棟に指定され、医療安全・感染対策部
の指揮のもと、全診療科の医師が治療にあたり、看護部、検査部、放
射線部、薬剤部なども含めたオール防衛医大病院体制で、本稿執筆時
点までに累積約500名の主に重症COVID-19患者の診療を行ってきた。
患者の多くは何らかの基礎疾患を有す者、妊婦、透析患者など、複雑
な症例であった。診療に参加した医官・看護官等は実臨床を通じて危
険な感染症に対応するための技術や知識を修得した。これは防衛省の
医育機関として極めて重要な経験であった。内閣官房の報告書 11）にも

「防衛医科大学校病院は、新型コロナウイルス感染症の重症例を受け入
れ、実践を通じた医官教育を実施」したと銘記されている。
e）感染症専門家としての助言

防衛医科大学校内科学講座（感染症・呼吸器）の川名明彦教授は、感
染症専門家として2009年から内閣府新型インフルエンザ対策諮問委員
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会、2012年から新型インフルエンザ等対策有識者会議委員、2020年に
内閣府新型コロナウイルス感染症専門家会議構成員、厚生労働省新型
コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード構成員、2021年から
内閣府新型コロナウイルス対策基本的対処方針分科会委員などとして
わが国の新興・再興感染症対策に関与してきた。

東京オリンピック・パラリンピックは2021年、COVID-19パンデミッ
クの最中に開催されたが、防衛医大の多くの教官が学会を通じて感染
対策のために教育用動画教材を作成したり、インバウンド感染症への
対応を提言したりと安全な大会の開催に向けて貢献した。
f）今後の感染症対策に向けたわが国の動き

COVID-19パンデミック以降、政府は内閣官房に感染症対策の司令
塔として2023年9月に「内閣感染症危機管理統括庁」を発足させるな
ど大きな動きを見せている。また、国産ワクチン開発の出遅れを教訓
として、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）内に「先進
的研究開発戦略センター（SCARDA：Strategic Center of Biomedical 
Advanced Vaccine Research and Development for Preparedness and 
Response）」が設置された。さらに、これまでタブー視される傾向にあっ
た軍民両用（デュアルユース）の先端科学技術研究について、日本学術
会議もその必要性を認め、容認する見解をまとめた。また「国力とし
ての防衛力を総合的に考える有識者会議」において、先端科学技術研
究の安全保障分野への積極的活用が提案された。

このように、感染症対策の重要性は益々強く認識されてきており、
感染症の基礎・臨床研究ならびに人材育成において、防衛医科大学校・
病院の果たすべき役割は益々重要性を増している。
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1 化学剤対処

（1）はじめに：化学剤対処の現状と課題
1995年の地下鉄サリン事件以降、様々な努力により神経剤を含む有毒

化学剤によるテロは皆無である。これでもう、化学剤がテロでも戦争で
も使われることはないのではないかと思われた。その矢先、ロシアのウ
クライナ侵攻がこの見方を否定することになった。ロシアの化学兵器使
用の懸念は未だ消えることがない。テロにおける化学剤の使用は、産業
毒性化合物まで含めれば日々の脅威であると言えるだろう。そのような
中で世界の国々はどのような努力を積み重ねでいるのだろうか。その一
端を紹介したい。

（2）化学剤の動向
化学兵器禁止条約が発効して四半世紀以上が経過した。OPCW：

Organization for the Prohibition of Chemical Weaponsと締約国の努力に
より、地球上から化学兵器はほぼ無くなっている。北朝鮮やロシアの一
部を除いては。過去の塩素、マスタード、ホスゲン、サリン、VXとい
ったものは、産業用を除けば、ほぼないと言えるだろう。一方で、今問
題となっているのは、第4世代の化学剤と呼ばれているものである。そ
の主体はノビチョクとその関連化学剤である。旧ソ連時代にノビチョク
の開発者であったミルザヤノフ氏は、ウクライナでのロシアの化学兵器
使用の可能性に関するインタビューに答えて、ロシアには旧式の化学剤
はもうないものの、第4世代を主体に3000トンは保有しているのではな
いかと語っている。

また、AIの活用が進み、新たな高毒性化合物の合成法の情報は簡単に
アクセスできる事態になっている。バイオとケミストリーの境界は曖昧
になりつつあり、新たな毒素の出現も脅威である。条約のスケジュール
1リスト＊には、リシンとサキシトキシンは含まれているが、他にも多く
の毒素が世の中にはあふれている。一方で、欧米のCBRNシンポジウム
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等ではPBA：Pharmaceutical Based AgentsとかCNS：Central Nervous 
Systemといった用語が頻繁に出てくるようになった。PBAはフェンタ
ニル系の化合物を主に指しており、モスクワ劇場占拠事件においてロシ
ア特殊部隊が使用し、人質を含む170名以上が死亡したことで知られる。
CNSに関しては、2021年化学兵器禁止条約締約国会議において、中枢神
経に作用する化学剤のエアロゾルでの使用に関する決定がなされたこと
が 知 ら れ て い る（Decision on aerosolized use of Central Nervous 
System-acting chemicals）。こちらも、ほぼフェンタニル系の一連の化
合物が考えられており、暴動鎮圧剤として国内での使用は認められると
するロシア、中国のような国々と、明らかな化学兵器として規制の対象
としたい日本を含む米国、英国、オランダ、カナダ等の国々との間で議
論がある。

（3）暗殺での化学剤の使用
金正男のVXによる暗殺を皮切りに、その後の一連のノビチョクによ

る暗殺や暗殺未遂を見るにつけ、大規模テロや軍事における化学攻撃が
抑制されている反面で、暗殺における有効なツールとして化学剤が使わ
れるケースが増えたとみることもできる。一方で、北朝鮮は化学剤等を
輸出し、その資金で核開発を続けているといった話も聞かれる。国家テ
ロでない限り、テロリストが神経剤を入手するハードルは高いし、まし
てやVXをエアロゾル化して大規模に散布するといったことも難しいと
思われる。

金正男の暗殺に使われたVXが、はたしてバイナリー（現場で2つの化
合物を反応させて作られる化学剤）であったのか、また塩酸塩の形で目に

＊ 化学兵器禁止条約で禁止されている活動での使用の可能性が高いため、条約の目的・
目標に高いリスクをもたらすと考えられる化学物質がリストアップされている。こ
れらの化学物質は、商業活動や産業活動のような平和目的のためにほとんど使用さ
れない。主に、神経剤 ( サリン、ソマン、タブン、VX) と、硫黄マスタードなどの
びらん剤で構成されている。
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塗りこまれたのか、そのあたりの事情は明確になっていないが、キムチョ
ルという偽名パスポートから、マレーシアの空港警察が間違えて最初に
韓国大使館に電話をしなければ、この一件は闇に消えていたかもしれな
い。このことから、暗殺手段として発覚しにくい利点から化学剤が使わ
れることは続くであろう。

同様に、英国ソールズベリーで使われたノビチョクに関しても、それ
以前に多くの「ノビチョクが強く疑われる不審死」が存在していたこと
が知られている。スクリパリ親子の暗殺未遂では、現場が英国DSTL：
Defence Science and Technology Laboratoryに 近 く、 捜 査 や 治 療 に
DSTLが支援したことが、発覚の要因であったともいえるだろう。シベ
リアの田舎でプーチンの政敵ナワリヌイ氏が暗殺されかかったケースで
は、そのままロシア国内の病院にいれば原因不明で終わったであろう。
ドイツに移送され、生体サンプルが調べられたからこそ、ノビチョク分
解物が出たのである。今後も、要人を狙った化学剤によるテロは要注意
であろう。

（4）対処の動向 
ここでは検知、防護、除染、救護のそれぞれの機能における動向の概

略について紹介する。もちろん、この機能区分をどのように切り分ける
かというのも議論の対象となるであろう。例えば、検知に関連する分野
で言えばサンプリングやモニタリング、さらにはCBRN Forensics（犯罪
科学）の分野も技術開発が進められている。ナワリヌイ氏の事件で原因物
質がノビチョクであると判定された決め手は、生体サンプルの中のノビ
チョク分解物の検出であった。Protection（防護）の中にも、Individual（個
人） とCollective（集団）があるが、我が国では後者が話題になることは少
ない。Mitigation（緩和）の概念の中にDecontamination（除染）も含ませて
考えることもなされている。救護の部分は、もっと広く化学剤関連の医
療全般として米国陸軍ではUSAMRICD：U.S. Army Medical Research 
Institute of Chemical Defense1）がこれを担任している。
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（5）検知と情報
個々の検知器の技術進歩もさることながら、センサー情報全体を融合

して一つのスクリーン上に一目で見られるシステムが実現している。リ
オオリンピックや海兵隊でも使用しているCobraがその一例である。米
国陸軍ではJWARN：Joint Warning and Reporting Network2）が長く使
われており、欧州各国も独自の状況認識ソフトを保有している。

検知器そのものでは、ラマン分光法の出現により開封、開栓すること
なく中身を分析し、粉体や色付きの液体までそのまま瞬時に同定できる
ようになった。欠点と見られていた爆発物の検知に関しても、レーザー
出力の調整やその他の工夫でリスクを減らしている。1 m程度の遠隔か
ら検知測定できるものも出てきており、不審なラボのドラフト内のなす
フラスコの中の反応混合物のリアルタイムでの判定も可能になってきて
いる。

低真空質量分析計はMX908（Federal Resources社）のように携行でき
るまでに小型化された。IMS：Ion Mobility Spectrometry（イオン移動度
分光）原理の検知器であたりをつけるまでもなく、最初からMS：Mass 
Spectrometry（質量分析）を現場で使えるまでに運用は変化していると
いう。

5 km程度先の剤雲を検知するスタンドオフセンサーにおいては、これ
までパッシブ方式のIR（infrared、赤外）レーザーが主体であった。しかし、
最 近 で は ア ク テ ィ ブ 方 式 で 飛 躍 的 に 性 能 を 高 め たFalcon4G（SEC 
Technologies社）3）のような器材も出現している。一般的にパッシブ方式
とは検知対象が発する信号を感知するもので、アクティブ方式とは検知
対象に信号を発してその反射を感知するものである。

ドローンに検知器を搭載して運用することも検討が進められている。
ただ、高速で飛び、ダウンウォッシュ（回転翼で生ずる吹き下ろされる風）
もあるドローンに携行型の検知器をそのまま搭載しても役に立たないと
の見方もある。米国陸軍では、ストライカー（装輪装甲車）CBRNRV：
CBRN Reconnaissance Vehicleにドローンを搭載して偵察に使う試みも
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なされている。このドローンは旧ECBC：Edgewood Chemical Biological 
Centerで開発され、「Deep Purple」と呼ばれている。同様に、UGVs：
Unmanned Ground Vehicles（無人地上車両）に化学剤検知器を搭載し、デ
ータを送るシステムも進んでいる。Boston Dynamics社の犬型ロボット
にLCD3.3（IMS法による検知器）を搭載したものは、その一例である。

（6）防護
個人防護衣（PPE：Personal Protective Equipment)の着用は熱ストレ

スとの戦いでもある。南西諸島での戦いにおいては、MOPP4：Mission -
Oriented Protection Posture Level 4（自衛隊が定めている4段階の防護レ
ベルの最上級）で長時間の作戦戦闘が続けば、それだけで戦闘力は大幅に
低下していく。NATOにおいては、24時間タイプの戦闘用防護衣の他に
8時間用のタイプも持つ例も多くなっている。

防護衣の素材についても、化学剤等の付着により呈色して知らせるも
のや自己除染機能を持つものなどが研究開発されている。防護マスクに
関しては、ヘルメット一体型のタイプやヘッドアップディスプレイを装
備したものなどが研究開発される傾向がある。

防護下着と組み合わせて、全体で防護性能を上げるという試みもある。
ここでは、活性炭素材のものと選択性透過膜素材のものが存在している。
防護下着は、平時においてテロの警戒やVIP警護の要員も普通のスーツ
の下に身に着けられる利点がある。

戦闘用防護衣も活性炭ベースの素材の他に、選択性透過膜ベースのも
のが出てきている。化学防護衣では、ブチルゴム製のものの他に、同じ
く選択性透過膜であるケムパックを使った製品があり、除染等において
ミリタリーや消防で採用されている。

（7）除染
一般市民の除染を含めた人員の除染に関しては、本格的なシャワーテ

ントを立ち上げて完全除染を追求する方向だけでなく、脱衣、ふき取り
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を主体としたドライデカン（乾式除染）でも、かなりの効果をあげられる
という考え方が世界の主流となりつつある。その中でも体系的に確立さ
れた除染ガイドラインとしてPRISM：Primary Response Incident Scene 
Managementがある。これは、脱衣、緊急除染の後、さらなる除染が必
要かどうかを、蒸発潜熱を基礎とする判定ツールASPIRE：Algorithm 
Suggesting Proportionate Incident Response Engagementで判断する。
必要に応じて、グロスデカン（ラダーパイプシステムによる）、アクティ
ブドライ（タオルによるふき取り）、テクニカルデカンへと進んでいく。
ラダーパイプシステムによるグロスデカンとは消防車を2台並べ、さら
に上に梯子をかけて3方向から大量のシャワーカーテンにより下着程度
に脱衣した汚染患者を通過させて一気に迅速に除染する方法である。一
方で、テクニカルデカンは従来のようにシャワーテントを設営し、そこ
で体の隅々まで入念に除染する方法である。

皮膚除染に関しては、RSDL：Reactive Skin Decontamination Lotion（反
応性除染ローション）を使う国も多い。英国のノビチョクによる暗殺未遂
事件の際に、患者のコリンエステラーゼ値（肝臓で作られる酵素の一つで
肝機能が低下すると値が低下する）が数日たってももとに戻らないことを
不審に感じた医師が、RSDLを使って念のため患者の皮膚を除染したと
ころ、正常値に戻ったという事例もある。

戦車や装甲車両の除染に関しては、ハイブリッドデカンの考え方があ
る。除染剤や水の膨大な量の消費を避け、兵站への負担を軽くするため
には、ファイバーテクトのような吸着素材でふき取りを実施した後に、
残留汚染があれば洗い流す形の方が効率がよい。汚染スポットを事前に
判定するという要領も出てきている。

除染剤は、冷戦期の晒し粉を主体としている軍隊はほぼ無くなってい
る。米国、イタリア、ドイツ等の新型除染剤が世界で使われつつある。
例えば、ドイツのHEYL社のSD-1はVXや炭疽菌芽胞にも有効とされて
いる。

主要国では、マスタードのような浸透性のある化学剤に対して耐性の
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あるCARC：Chemical Agent Resistant Coatingを塗装に使うのが常識
である。我が国にはこの認識はないのが残念である。NATOでは、マス
タード等が装備品表面にどのように吸着され、それがどのように蒸気と
して再度拡散していくかといった基礎研究もなされている。

（8）救護、医療
英国や米国のように化学攻撃等の際にホットゾーン内での医療まで踏

み込むチームを持つところもある。しかし、我が国においては、必要性
は認識されつつあるが具体化には至っていない。爆弾テロ等が同時発生
している事態では、止血や気管挿管等は不可欠であろう。

東京オリンピック・パラリンピックを契機として、我が国でも現場の
消防、警察、自衛隊員にも神経剤自動注射器の使用が認められた。今後も、
講習等を通じて認識の共有を図るべきであろう。特に、使用の可否の判
断とその手順の具体化が望まれる。

ソマンのようなエージング（生体物質と強固に結合するまでの時間）の
極めて早い（2分）神経剤については、自動注射器の使用は不可欠である。
投薬をCBRNテロにおける現場での重要な手段としてとらえる動きもあ
る。仏SERB社はN（放射性ヨウ素、セシウム、タリウム用剤）、B（ブル
セラ、炭疽菌等）、C（有機リン、神経剤、青酸、水銀、重金属等）の解毒
剤を多数開発、製造している製薬会社である。

（9）米国防総省 DARPA の最新研究
DARPA：Defense Advanced Research Projects Agencyが、過去に化

学攻撃や神経剤に曝露された過去があるかどうかに関して、エピジェネ
ティクス（DNAのメチル化など、DNA塩基配列変化を伴わない遺伝子発
現調節機構に関する学問）を活用して解明する研究を進めている。例えば、
湾岸戦争時に米国に帰国した将兵に湾岸シンドロームが広がったことが
あった。この湾岸シンドロームの原因については、早い段階からサダム・
フセインの神経剤貯蔵庫をバンカーバスター（地中貫通爆弾）で破壊した



第3章　CBRNテロ対処分野

109

際に、流れ出たサリン剤雲を兵士たちが知らないうちに吸い込んだこと
が原因ではないかという話がささやかれていた。

2022年5月、これに関連した研究を続けていたテキサス大学サウスウェ
スタン医学センターのロバート・ヘイリー博士の研究チームが、湾岸シ
ンドロームの原因が破壊された弾薬庫からのサリンであったとの研究結
果を明らかにした4）。サリンは致命的な神経ガスであるが、希釈されて
いたため、接触した兵士たちは死なずに済んだとのことである。

2 生物剤に対する診断技術とワクチン・治療薬

（1）はじめに：CBD S＆T からみた最新動向
生物・化学防護に関する科学技術会議（CBD S&T： Chemical Bio 

Defense Science & Technology）が、2022年に開催された。本会議は米
国防総省傘下の国防危機削減庁（DTRA： Defense Threat Reduction 
Agency）が隔年で主催しているが、2021年がコロナ禍で開催できず、翌
年に延期となった。米軍の軍事医学に関する会議では軍健康システム研
究シンポジウム（MHSRS： Mi l i t a ry  Hea l th  Sys tem Research 
Symposium、序章第2節参照）が最も大きいが、生物・化学兵器に関する
分野は、米国においても大学研究室のようなアカデミアの関与がより重
要であるためか、独立した会議体となっている。本稿では、生物剤に関
する最新情報を2022年のCBD S&Tを基に紹介したい。ちなみに筆者ら
は生物剤分野と化学剤分野の各々の会議が統合して初めてCBD S&Tが
開催された2009年から継続的に参加し情報収集している。

（2）生物剤として注意すべき細菌、ウイルス、毒素
かつて、米国も旧ソ連と同様に生物兵器を開発していた。生物兵器禁

止条約が1975年に発効し、本来は生物兵器・生物剤への対処は必要ない
はずであるが、生物剤の脅威は近年増加しているのが現状である。生物
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兵器としてかつて開発されていた細菌には、人畜共通感染症の原因菌が
多く、炭疽菌、野兎病菌、ブルセラ、Q熱コクシエラなどがある5）。中
でも乾燥や熱に強い芽胞を形成し、吸入すると致死性が高い炭疽菌や、
わずか10個程度でもヒトへ感染可能な野兎病菌は注意すべきと考える。
これらにペスト菌を加えた3つが米国疾病管理予防センター（CDC：
Centers for Disease Control and Prevention）のリストでもバイオテロ対
策上、最も危険とされるカテゴリー Aに属している。ウイルスではベネ
ズエラウマ脳炎ウイルスが生物兵器として米ソで開発されていた。蚊を
介して感染するがエアロゾルでの感染性も高く、生物兵器として有利な
特徴があり注意を要する。ベネズエラウマ脳炎ウイルスは南北アメリカ
大陸に生息しており、対照的にアフリカや東南アジアには類似ウイルス
であるチキングニアが生息している。毒素ではボツリヌス毒素や黄色ブ
ドウ球菌腸管毒素B（SEB： Staphylococcal enterotoxin B）も兵器として
米ソで開発されていた5）。このような生物兵器としてかつて開発されて
いた病原物質は、現在でも兵器やテロの道具になる蓋然性が高く、その
検知法や対処法は米陸軍感染症研究所（USAMRIID： U.S. Army Medical 
Research Institute of Infectious Diseases）や米陸軍エジウッド生物化学
センター（ECBC：Edgewood Chemical and Biological Center）で現在も
盛んに研究・開発されている。これらに加え、ウイルスでは天然痘ウイ
ルスやエボラのような出血熱ウイルス、COVID-19のようなSARSウイ
ルス、毒素ではリシン、アブリンも注意すべき生物剤と考えられる5）。
また、第1次大戦当時の古典的生物兵器であった鼻疽菌や致死率の高い
類鼻疽菌も米軍は注目しており、ワクチンや対応策を研究開発している
ようだ。

（3）生物剤に対する検知・診断技術の米軍における最新動向
生物剤検知の最近の動向として、現場で迅速に検知できるような機器

や手技の開発が進んでいる。当然ながら、現場では脅威となる物質が生
物剤か化学剤か、放射性物質かが分からないため、いずれの場合にも対
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応できるような機器の開発がポイントとなる。攻撃する側以外は誰も生
物剤による攻撃と分かっていないはずで、訓練や検知・診断機器の開発
もこれを念頭に置かなければいけない。生物剤はドローンなどからのエ
アロゾルでの散布が最も考えられる。これに対し、検体はドローンを用
いて空中で採取して、これを現場で回収し遺伝子解析や解毒方法の同定
を迅速（6時間以内）に行うことを米軍は目標としている（2025年までに行
う）6）。また、現在は特定の生物剤であるか否かを調べる方法が主流だが、
今後はリストにないものも検知できるように、遺伝子を迅速に読み取っ
て同定する方法に変わりつつある。さらに、米軍は戦闘服に装着できる
検知器での診断も2026年までに開発する方針である6）。次の段階として、
生物剤や化学剤に暴露した兵士の呼気や唾液、微細針で採取した体液を
使って、兵士に症状が出る前に暴露した剤の同定を現場で行うことを目
標とする（2027年まで）6）。

（4）生物剤に対するワクチン開発の現状
致死性が高く発症前から高い感染性を有する細菌やウイルスは、容易

にパンデミックを引き起こす。遺伝子改変技術の進歩に伴い、このよう
な病原体の出現は現実的な脅威となった。このような生物剤脅威を念頭
に、未知なる病原体に迅速に対応できるワクチン開発のプラットフォー
ムとして、mRNAワクチンやDNAワクチンの研究開発が米国防総省主
導の下で莫大な資金をかけて行われて来た。不活化ワクチンは従来より
使われ安全性も確認されており、既存の病原体にはワクチンとして適し
ている。しかし、未知なる病原体の場合、真に有効な不活化ワクチンの
開発には数年以上の時間がかかり、COVID-19のようなウイルスのパン
デミックでは対応が間に合わなかった。mRNAワクチンやDNAワクチ
ン、ウイルスベクターワクチンは、病原細菌やウイルスの遺伝子情報が
あれば、これをmRNAやDNAプラスミド、無害化したウイルスなどに
入れてヒトに投与すればよく、ワクチン製造までの時間が数か月に短縮
されるため、未知なる病原体に対してはとくにその強みが発揮される。
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実際に、今回のCOVID-19パンデミック対策には、mRNAワクチンが大
きな威力を発揮した。さらに、COVID-19ではウイルスの変異がなけれ
ば90%以上の高い有効性が確認され、一般的に不活化ワクチンの有効性
が60%強であることを考えると、製造期間の短縮だけでなく効力におい
ても高い有用性が認められた。一方、体内で強制的に蛋白質を作らせる
ことは、今までにない挑戦であり、今後はその副次的影響にも十分に注
意を払わなければいけない。

　
（5）生物剤に対するワクチン開発の今後

より有効に体内で病原体に対する中和抗体を作らせるためのアジュバ
ント（抗原抗体反応を活性化させる免疫賦活剤）に関する研究が注目され
ている。自然免疫の活性化作用がある膜蛋白などをナノディスクという
10 nm前後のナノサイズの担体に付けて体内に投与する技術が開発され
ている。この技術でより効果的に免疫原性を発揮させることができる。
ナノディスクは脂質2重膜が平たい円盤状になっており、アポリポ蛋白
の一部を欠損させた蛋白質で円盤の周囲（側面）を取り囲む構造をしてい
る（図1）7）。親水性表面を外側に向けているため、ナノディスクは水に溶

図１　ナノディスク　(参考文献７より )
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けやすい性質である。ナノディスクはいろんな蛋白質、抗原蛋白となる
膜蛋白を円盤の中心部に担持するのに適しており、これらの特徴が免疫
原性の発揮に貢献する。今後、より抗原性のある蛋白質を担持するなど、
担持する蛋白質を工夫することで、効果的なワクチンのアジュバントや、
さらにはこれでワクチン自体が開発される可能性があり、2022年のCBD 
S&Tでも盛んにナノディスクに関する研究発表が、かつてのmRNAワ
クチンのようになされていた6）。

（6）生物剤に対する医療対処
　　（MCM： Medical CounterMeasures）

生物剤に限らず化学剤対処にも当てはまるが、最近は解毒作用のある
生地を使った個人防護衣（PPE： Personal Protective Equipment）の開発
が注目されている。COVID-19ウイルスへの対応で知られるようになっ
たが、病原体への曝露感染ではPPEの脱衣時に感染に対して細心の注意
を払う必要がある。病原体が高濃度に存在するホットゾーンでの緊張し
た作業を終えた後は安堵感が漂うが、実はPPEを脱ぐ時に感染の機会が
高くなる。しかも、生物剤の攻撃やテロでは、脱衣に時間的余裕がない
ことが考えられる。このような場合を想定し、素材の1本1本の繊維自体
に抗菌作用や解毒作用を持たせたPPEの開発が米軍等で検討されてい
る6）。すなわち、病原体がPPEに着いた時点で解毒化され、脱衣時の感
染が防げる工夫がしてある。しかも冒頭で述べたように化学剤での攻撃
も想定し、化学剤と化学反応して変色し解毒作用を有するような繊維も
同時に織り込むことが米軍等で検討されている6）。これらの生地は紙の
ように薄く、汗は蒸散させるが外部からは水分などを通さない工夫がし
てある。

現場で早期に、症状が出る前に生物剤の同定ができれば、抗生剤など
迅速な治療処置が可能となるが、これはあくまで理想であって、実際に
は不特定のあらゆる病原毒素に対して感染抵抗性を有するようなMCM
のプラットフォーム開発が急がれる。さらに、遺伝子改変された生物剤
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では抗生剤が効かないと予想され、生体防御能、とくに初回感染時に威
力を発揮する自然免疫能の強化策（Trained Innate Immunity）が考えられ
ている米軍等で検討されている8）。LPS ：LipopolysaccharideやCpGと
い っ た 細 菌 毒 素 成 分 や、LPSの 活 性 部 位 を 合 成 し たMPLA ：
Monophosphoryl Lipid Aをごく微量接種することで、自然免疫能、とく
に貪食細胞機能が亢進する現象を利用したもので、筆者らを含めて米軍
をはじめとする軍の医学研究機関で盛んに研究されている。

3 CWC（化学兵器禁止条約）

（1）はじめに
化学兵器禁止条約（Chemical Weapons Convention： CWC）が、長い交

渉の末にようやく成立へと動きだしたのはイラン・イラク戦争における
マスタードで汚染された兵士の悲惨さに起因する9）。その状況を見て、
多くの国々が何とかしなくてはという意識に変わったのである。イラン
の兵士は日本にも移送され日本の病院で治療を受けた者もいた。

（2）長引く交渉
1969年、当時のウ・タント国連事務総長が、「化学・細菌兵器とその

使用の影響」と題する報告書を提出した。それを端緒に、化学兵器の禁
止が議論されるようになった。その後、1980年から軍縮委員会（軍縮会議）
において化学兵器禁止特別委員会が設立され、交渉作業が本格化したも
のの、交渉は長期化していた。この背景には、一般の化学物質をどこま
で縛るか、自国の化学産業とその活動を縛られたくないという各国の思
惑があったことは言うまでもない。

イラン・イラク戦争が停戦を迎えた1888年8月から4年後、1992年9月、
条約案が軍縮会議において採択され、1993年1月13日にはパリで署名式
が開催された。発効は1997年4月29日である。なお、わが国は1993年1



第3章　CBRNテロ対処分野

115

月に署名し、1995年9月に批准した。

（3）画期的な条約
本条約の正式名称は「化学兵器の開発、生産、貯蔵及び使用の禁止並

びに廃棄に関する条約」である。サリンなどの化学兵器の開発、生産、
保有などを包括的に禁止し、同時に、米国やロシア等が保有していた化
学兵器を一定期間内（原則として10年以内）に全廃することを定めた。軍
縮条約史上において、一つの範疇の大量破壊兵器を完全に禁止し、廃棄
させるのみならず、これらの義務の遵守を確保する手段として、実効的
な検証制度を持つ初めての条約であった。そのCWCの実施に当たる国
際 機 関 と し て、 化 学 兵 器 禁 止 機 関（OPCW： Organisation for the 
Prohibition of Chemical Weapons）が設けられた。

（4）条約の構成
締約国は、いかなる場合にも化学兵器の開発、生産、取得、保有、移

譲及び使用を行わないことを約束する（第1条）。締約国は、保有する化
学兵器及び化学兵器生産施設を申告し、原則として条約発効後10年以内

（2007年4月まで）に廃棄する（第4条、第5条）。条約で禁止されていない
目的のために毒性化学物質等を開発、生産する権利などは認められる。
しかし、一定の毒性化学物質及び関連施設は検証措置の対象とし、締約
国はその活動につき申告を行う（第6条）。締約国は、条約に基づく義務
を履行するため、法令の制定を含む必要な措置をとる（第7条）。締約国は、
老朽化した化学兵器及び他の締約国の領域内に遺棄した化学兵器も廃棄
する（検証議定書第4部（B）。なお、この遺棄化学兵器については、中国
に残された旧軍の化学兵器の問題として我が国にも深い関連がある。 

（5）申告と査察
OPCW は化学兵器禁止条約に基づき、世界的な化学兵器の全面禁止及

び不拡散のための活動を行う国際機関である。そのため「申告」と「査察」
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という検証活動を行っている。査察は、数人から成る国際査察チームが
実際に施設に立ち入り、製造設備に疑わしい部分はないか、また原材料
の購入量と生産量の数字のチェックなどが行われる。現場でサンプルを
抜き取って化学分析をすることもある。

また査察以外にも、セミナーの開催や訓練コースの開設など、締約国
数の増加（条約の普遍化）や締約国間の協力を積極的に推進する取り組み
を行っている。このOPCWの活動により、シリアでは、申告された化学
兵器の廃棄が完了した。OPCWはこれらの実績と、「化学兵器のない世界」
を目指した広範な努力が評価され、2013年にはノーベル平和賞を受賞し
ている。

（6）残された課題
検証制度の実効性や加盟国数などから、「モデル軍縮条約」とも言われ

る化学兵器禁止条約だが、残された課題も多い。例えば、シリアにおい
てサリン等の神経ガスが使われたことが確認されているが、条約はこの
ような状況に対して決め手を欠いていた。もともと、この条約は他の軍
縮条約と同様に「善人の手を縛る」性格を有しており、性善説に立って
いるために申告されたものしか査察には入れない。シリア政府が化学兵
器の全量を申告していたか定かでない。これは、ロシアについても同様
である。国家間の取り決めであるため非国家主体やテロリスト集団など
による使用の防止などは、条約起草時には想定されていなかった事態で
ある。また、新たな化学兵器技術の進歩への対応も急務である。

（7）最近のトピックス：ノビチョクの追加
英国における一連の暗殺未遂や関係者の被害を受けて、CWCの検証付

属書表1剤のリストにノビチョク関連のグループ化合物が加えられるこ
ととなった10）。2019 年 11 月の CWC 締約国会合にて、追加が決定され
た。それでも、示された化合物群だけで十分かどうかや、ロシアの関与
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など議論を呼んでいる。

（8）CNS に関する議論
CNSとは、Central Nervous System （CNS）-acting chemicals（中枢神

経作用剤）の略である。これを、エアロゾル化して使用することが、
CWCに規定されている暴動鎮圧剤にあたるかどうかが問題となってい
る。2021年12月1日の第26回締約国会議において、日本、米国等を含む
52か国から本件にかかるペーパーが提出され採択された 11,12）。なお、ロ
シア、中国等はこれに反対した。CNSは、ほぼフェンタニルとその派生
物とみてよいだろう。そして、それを暴動鎮圧剤の範疇とみなせば、自
国内での使用は認められることになる。一方で、台湾を自国とみなす中
国は台湾海峡危機でこれを使える。これは、尖閣においても同様である。

　4 BWC（生物兵器禁止条約）

（1）はじめに　
生物兵器禁止条約（Biological Weapons Convention：BWC）は、1975年

に発効した生物・毒素兵器の開発、生産、貯蔵を包括的に禁止する唯一
の国際的枠組みである。化学兵器及び生物兵器の戦時使用を禁止する枠
組みとして1925年のジュネーブ議定書があるが、この両者が相まって生
物兵器不拡散の国際的な規範となっている。また、化学兵器禁止条約

（CWC）は規制リストとして一部の生物由来毒素を含んでおり、この点か
らも生物兵器不拡散に対する補強がなされている。

（2）生物兵器禁止の枠組み
BWCには2018年の段階で182か国が締約国・地域として加盟しており、

兵器の開発や使用の禁止、不拡散を目的とする国際的枠組みとなってい
る。一方で、実質的な検証制度がなく生物兵器禁止や不拡散は理念的な
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ものに留まっており、真の実効性が担保されているかどうかについての
疑問がない訳ではない。

BWCはわずか15条からなるかなり理念的な条約の枠組みであり、そ
の主な内容は表1に示すとおりとなっている13）。最も重要な点は第1条に
示されている包括的な禁止の規定であり、これには開発、生産、貯蔵、
取得、保有の禁止が含まれる。また、既に生物兵器を保有している締約
国においては、第2条でその廃棄又は平和目的のための転用が規定され
ている。第3条で移譲の禁止が謳われているが、第10条にある国際協力
との切り分けが必ずしも明確でなく、経済的に発展している先進諸国が
移譲の禁止を主張し、NAM：Non-Aligned Movement諸国＊など国際協
力を求める側は第10条を支援必要性の理由としているのが実情である。

表1　生物兵器禁止条約（BWC）の主な内容
条項 内容 理念／問題点

第 1 条 平和的目的による正当化ができない
種類及び量の微生物剤その他の生物
剤又はこのような種類及び量の毒素
を開発せず、生産せず、貯蔵せず若
しくはその他の方法によって取得せ
ず又は保有しない。

・ 生物兵器の包括的な禁
止を定めたもの

第 2 条 遅くとも 9 箇月以内に、自国の保有
し又は自国の管轄若しくは管理の下
にある微生物剤その他の生物剤、毒
素、兵器、装置及び運搬手段を廃棄
し又は平和的目的のために転用す
る。

・ 廃棄もしくは平和目的
のための転用

・ 生物兵器開発と平和目
的の研究との違いが不
明確

＊ NAM 諸国とは、非同盟運動に位置付けられる発展途上国の利益と願望を代表する
国際組織で、東西いずれの陣営にも属さない 120 か国からなる。
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表1（つづき）
条項 内容 理念／問題点

第 3 条 微生物剤その他の生物剤、毒素、兵
器、装置又は運搬手段をいかなる者
に対しても直接又は間接に移譲しな
い。いかなる国、国の集団又は国際
機関に対しても、何ら援助、奨励又
は勧誘を行わない。

・移譲の禁止
・ 第 10 条に規定する平

和利用の促進や国際協
力との間に齟齬

第 4 条 自国の憲法上の手続に従い、開発、
生産、貯蔵、取得又は保有を禁止し
及び防止するために必要な措置をと
る。

・確実な国内実施
・ 締約国による実施レベ

ルに差

第 5 条 問題の解決に当たって相互に協議し
及び協力することを約束する。

・相互協議と協力の理念

第 6 条 この条約に基づく義務に違反してい
ると認めるときは、国際連合安全保
障理事会に苦情を申し立てることが
できる。

・苦情申し立ての枠組み

第 7 条 本条約の違反によりいずれかの締約
国が危険にさらされていると安全保
障理事会が決定する場合には、援助
又は支援を行う。

・援助、支援の枠組み

第 10 条 平和的目的のための使用に資する装
置、資材並び に科学的及び技術的情
報を可能な最大限度まで交換するこ
とを容易にする。経済的若しくは技
術的発展又は細菌学 ( 生物学 ) の平
和的利用に関する国際協力を妨げな
い。

・平和目的の利用促進
・ 経済、技術に関する国

際協力の枠組み
・ 第 3 条との矛盾、発展

途上国による技術移転
や経済支援の要請の理
由となる

・ 第 3 条との矛盾、発展
途上国による技術移転
や経済支援の要請の理
由となる
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表1（つづき）
条項 内容 理念／問題点

第 12 条 条約の効力発生の 5 年後に、スイス
のジュネーブで締約国の会議を開催
する。検討に際しては、この条約に
関連するすべての科学及び技術の進
歩を考慮する。

・ 5 年後の運用検討会議
を規定

・科学技術の進歩を考慮

（3）検証メカニズムを欠く BWC
BWCにおける検証の議定書は1990年代半ばから2000年にかけて精力

的に議論されたが、真の実効性に疑問が呈されたほか、査察を受ける国
や機関に対して過度な負担がかかるだけでなく、検査に伴う知的財産流
出など不利益な点も払拭されないとして、2001年の第5回運用検討会議
の際にアメリカが反対し現在に至っている。したがって、CWCや核兵器不
拡散条約（NPT： Treaty on the Nonproliferation of Nuclear Weapons）と
異なりBWCには検証の枠組みが存在しない。第3回運用検討会議の最終
宣言及び国連総会決議に基づく措置として信頼醸成措置（Confidence 
Building Measures：CBM）が導入され、研究施設、生物防護計画、疾病
発生状況等につき締約国が毎年国連軍縮局に提出することになっている。
しかしながら、CBMは条約上の義務ではないためその実施率は必ずしも
高くなかった。このような欠点を補強するため、第6回検討会議において、
国連軍縮局ジュネーブ支部に条約の履行支援ユニット（Implementation 
Support Unit： ISU） 14）を設置することが決まり、BWCの包括的な実施
と普遍化並びにCBM情報の着実な交換が推進されることとなった。

（4）2022 年の第 9 回運用検討会議
近年の生命科学の急速な発展により、生物兵器開発の懸念は従来型の

兵器製造から議論の軸足が大きく変わってきており、現在ではバイオテ
クノロジーを駆使した新規病原体の作成や合成生物学、逆遺伝学、ゲノ
ム編集などの最先端技術の転移防止が焦点となっている。そのために重
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要な施策として、科学技術進展の評価メカニズムの構築が話題となって
おり、特に専門家会合（Meetings of Experts： MXs）における議論の深化
と科学諮問委員会の立ち上げなど国際的な評価の枠組みをどのように構
築していくのかが重要な議題として持ち上がっている。もう一つは、研
究開発に当たる研究者の行動規範、すなわち研究者が生物兵器開発に向
かわないような姿勢を持つことの重要性が議論の対象となっている。こ
のような流れの一つとして、会期間活動（Intersessional Process）では天
津大学とJohns Hopkins大学が中心となってまとめIAP（InterAcademy 
Partnership）が裏書をした行動規範「The Tianjin Biosecurity Guidelines 
for Codes of Conduct for Scientists」 15）を採択して意識啓発を行うという
議論もなされた。

2016年の第8回運用検討会議においては実質的に何も進展がなかった
ことに比べると、2022年に行われた第9回運用検討会議では、会期間活
動を適切に継続することや作業部会を設置して以下の①～⑦の検討を行
うことが合意された 16）。

①第10条に基づく国際協力及び援助に関する措置
②条約に関連する科学技術開発に関する措置
③信頼醸成及び透明性に関する措置
④遵守及び検証に関する措置
⑤条約の国内実施に関する措置
⑥第7条に基づく援助、対応及び準備に関する措置
⑦組織、制度及び財政措置に関する措置

また、次期運用検討会議までの5年間、ISUの常勤職員を1名追加して
4名体制で支援業務を行うこととなった。ロシア―ウクライナ戦争の遷
延化や、ロシアから米国がウクライナの生物兵器研究所に関与している
との根拠のない非難の言及があるなど国際的な緊張が高まるなか、最終
的には実のある合意を目指した成果の表れであると言うことができる。
一方で、科学技術進展の評価のための科学諮問委員会設置や研究者の行
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動規範に関する議論は、第10回の運用検討会議へと持ち越された。
COVID-19のパンデミックにより国際社会の感染症対策の脆弱性が浮き
彫りになったことからこの点についても議論されたが、いくつかの締約
国の反対により最終文書からはCOVID-19に関する記述が削除された。

5 放射性物質による内部被ばくへの対処

（1）はじめに
本稿では、放射性物質（ラジオアイソトープ剤）による汚染、特に体内

に放射性物質が取り込まれることによる内部被ばくの際の対応処置につ
いて概説する。まず放射性物質の吸収経路と代表的核種の体内動態、治
療目標、代表的な対処薬剤を示し、歴史的な事例もあわせて紹介する。

（2）放射性物質の吸収経路
放射性物質が体内に取り込まれる経路としては、経口摂取、吸入摂取、

経皮吸収、創傷部汚染があげられる。同時に複数の経路らの体内侵入が
あり得る。
a）	経口摂取

放射性物質で汚染された飲食物の経口摂取により、消化管から放射
性物質が血液中に吸収される。体表面に付着した放射性物質が、指等
を介して経口摂取される場合もある。手袋やマスク等の防護装備の脱
装時に開口部周囲に放射性物質が付着し経口摂取の端緒となる場合も
あるため、防護装備の脱装は特に注意を要する。
b）	吸入摂取

吸気に放射性物質が含まれる場合である。粒径が大きければ上気道
で捕捉されるが、小さければ肺胞まで到達し血液中に吸収される。一
部は呼気に含まれ体外に排出されたり、痰として排出されたりするが、
一部は嚥下され消化管から吸収される。口・鼻等の開口部に表面汚染
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がある場合には、吸入摂取・経口摂取の可能性を考慮して対応する。
c）	経皮吸収

トリチウム以外の放射性物質については健常皮膚から吸収されない
が、付着し得る放射性物質があり得る場合には、他部位に汚染を広げ
ることがないよう、体表面は防護装備で被覆、水や拭き取り紙での皮
膚除染の際の汚染拡大防止措置が必要となる。
d）	創傷部汚染

創傷部位からは放射性物質が体内に吸収されやすい。そのため創傷
部汚染が疑われる場合には、早急な除染が必要となる。

（3）代表的核種の体内動態
a）	放射性ヨウ素（ヨウ素131）

経口摂取や吸入摂取によって体内に吸収されたヨウ素は、甲状腺ホ
ルモン産生のために細胞膜上のナトリウム・ヨウ素共輸送体を介して
主として甲状腺濾胞細胞に取り込まれ、それ以外は主として尿中に排
泄される。摂取24時間後には摂取した放射性ヨウ素の10～30%が甲状
腺に集積する17,18）。一部は唾液、乳汁、胃液、胆汁にも移行する。
b）	放射性セシウム（セシウム134、137）

放射性セシウムは飲食物を通して人体中に入ると、ほぼ100%が胃腸
管から吸収され血中に移行する。セシウムは同じアルカリ金属である
カリウムと化学的性質が類似しているため全身に分布するが、腎臓・
胃腸管組織・心筋には他臓器よりもセシウムが集積しやすい。尿排泄
が主で、一部が胆汁分泌を経て糞便に排泄される。
c）	プルトニウム（プルトニウム239）

ウランと同じアクチノイドに属しアルファ線（α線）を放出する。吸
入摂取された場合、肺に沈着し、肝臓をはじめとする多くの臓器に蓄
積して障害するが、最終的には骨親和性を示す。肺・肝・骨に沈着す
ると容易に体外には排出されず、半減期が長く比放射能も高いため重
篤な障害をもたらす19）。   
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表２　代表的核種の特性を示した(文献20から引用・改変）。
トリチ　
ウム

ストロン
チウム90

ヨウ素
131

セシウム
134

セシウム
137

プルトニ
ウム239

ポロニウ
ム210

放射線の
種類 β β β、γ β、γ β、γ α、γ α（γ）

生物学的
半減期 10日 50年 80日 70 -100

日
70 -100

日
肝臓
20年 50日

物理学的
半減期 12.3年 29年 8日 2.1年 30年 2,4000年 138.4日

実効
半減期 10日 18年 7日 64-88日 70 -99日 20年 37日

蓄積臓器
･組織 全身 骨 甲状腺 全身 全身 骨・肝臓 全身

（文献20から引用・改変）

（4）内部被ばくの影響評価
体内に吸収した放射性物質が、体内摂取時から排泄時あるいは死亡時

までに放出する放射線の影響を評価する必要がある。内部被ばくの可能
性がある場合、体内に取り込まれた放射性物質の放射能を物理学的・生
物学的に測定し、預託実効線量（シーベルト、Sv）を評価する。方法とし
ては、体内に存在する放射性物質から放出されるガンマ線（γ線）やX線
を体外計測器（ホールボディカウンタ、甲状腺モニタ、肺モニタ）で計測
して体内の放射性物質量を推定する対外計測法や、排泄物や嘔吐物等に
含まれる放射性物質を測定して体内の放射性物質量を推定する生体試料
を用いたバイオアッセイ法の物理学的線量評価のほか、放射線の影響を
受けて変形した異常な染色体の頻度を分析し被ばく量を推定する生物学
的線量評価法がある。国内では原子力災害医療支援体制が整備され、全
国に5つの高度被ばく医療支援センターが指定され活動している。特に、
その中で基幹高度被ばく医療支援センターに指定されている量子科学技
術研究開発機構放射線医学研究所（量研放医研）では内部被ばくに関する
線量評価でも中心的・指導的役割を果たしており相談する候補機関とし
て重要である。
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（5）内部被ばくの治療目標
治療を行うかどうかは、被ばく線量推計に基づきその効果と副作

用、そして患者の希望を含めた各種要因を考慮して決定される。除去
剤（decorporation drug）による治療に関しては、IAEA：International 
Atomic Energy Agency（国際原子力機関）が一つの目安として、「預託
実効線量で20 mSv以下は治療不要、20～200 mSvは状況により判断、
200 mSv以上は治療を考慮されるべき」との指針を示している（表3）19,21）。

表3
評価された預託実効線量 推奨される治療方針

<1 mSv 線量から健康影響のリスクは極めて小さいことを患者に安心
してもらうため説明する。

1～20 mSv 線量評価に幅があればより正確な線量評価が必要。治療は考
慮されるべきでない。

20～200 mSv
線量評価に幅があればより正確な線量評価が必要。医療者が医
学的判断で治療適応を判断。健康影響は起こりにくいが、持続
して治療した場合の効果の可能性が考慮されるべきである。

>200 mSv 治療が考慮されるべきである。しかし、心理学的因子と持続
して治療した場合の効果の可能性が考慮されるべきである。

( 文献 19，21 から引用 )

（6）放射性核種の内部汚染時の対応と事例
a）	予防的投与を行う例：放射性ヨウ素

原子力事故等で環境中に放出される放射性ヨウ素には、半減期の短
い放射性ヨウ素131（半減期8.05日）や放射性ヨウ素132（2.3時間）、放射
性ヨウ素133（20.8時間）、放射性ヨウ素134（52.5分）、放射性ヨウ素135

（6.7時間）等がある。また、割合は非常に少ないが半減期の長いヨウ素
129も含まれる（1.57×107年）。これらの放射性ヨウ素は、無機あるい
は有機ヨウ化物の化学形で、揮発性ガスやエアロゾルとして放出され
る22,23）。体内に吸収されたヨウ素は甲状腺組織のみに取り込まれるこ
とから、放射性ヨウ素曝露の危険性がある場合には、屋内退避や口鼻
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を濡れタオルで覆うなどの対処法に加えて、曝露前に安定ヨウ素を服
用することで甲状腺への被ばく線量を低減、阻止することができる。
ただし曝露24時間後の服用では10%未満の抑制効果しかなく、曝露前
あるいは直後の服用が重要である24）。また放射性ヨウ素が取り込まれ
た甲状腺からはγ線が放出されるため、甲状腺モニタあるいはホール
ボディカウンタで検出・評価することが可能である。

1986年のチェルノブイリ原子力発電所事故後、小児に安定ヨウ素剤
を投与したポーランドでは、新生児の0.37%に甲状腺機能低下例を、
小児の4.6%に嘔吐・皮疹・胃痛・下痢・頭痛の発現を認めたものの、
重篤な副作用は認められなかったとされている25）。

国際的には、IAEAが事故後最初の7日間の甲状腺等価線量が
50 mSvを超えると予測される場合には、安定ヨウ素剤を予防的に服用
することとしている26）。我が国では、有事の際に安定ヨウ素剤を単回
服用（13歳以上にはヨウ化カリウム錠として100 mg、3歳以上13歳未
満には50 mg、生後1ケ月以上3歳未満で32.5 mg、生後1ケ月未満で
16.3 mg）できるよう用量と用法がマニュアル化されている。福島第一
原子力発電所事故の教訓を踏まえ、原発に近接し有事に緊急の対策を
求められる概ね半径5 km圏の区域に対しては、あらかじめ安定ヨウ素
剤の事前配布がなされ、半径5 kmから30 km圏の周辺地域には備蓄も
行われている。注意すべきこととして、事故後の食物連鎖による放射
性ヨウ素に汚染された牛乳や食品の流通制限と摂取禁止措置が重要と
なる。

なお、放射性ヨウ素に関しては、原子力機関のみならず、研究者ら
による悪意ある市中への散布や、特定個人周囲への散布等の事例も我
が国で報告されている。
b）	除去剤が有効な例

表４に核種と対応する除法剤の例を示す19,21）。
ⅰ )放射性セシウム

治療としてはプルシアンブルー（ラディオガルダーゼ®）を投与する
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のが一般的である。排泄経路のうち数%を占める胆汁排泄された放射
性セシウムと結合して腸からの再吸収を抑制し、糞便中への排泄率を
高めることを目的としている。

1987年にブラジルのゴイアニアで発生した放射線事故（廃医院の放
射線発生装置が盗難・分解されセシウム137密封線源が破壊され汚染・
高度被ばくと環境汚染がみられた例。249名が汚染、20名が入院加療、
4名が死亡。）では、セシウム137を取り込んだ患者46名に対してプル
シアンブルーが投与された。成人4例には1日20 gを分割投与、小児
には1日1～1.5 gを2～3回に分割投与された。これらの例においては
プルシアンブルーがセシウムの対外排泄を大幅に促進したことが示さ
れており、平均有効半減期を39日から16日に短縮させた。またこの経
験からプルシアンブルーによる治療上限は1日約10 g（3分服）であるこ
とが示された（この用量以上では胃炎・便秘・下痢の発生率が上昇）27-29）。

表4　核種と対応する推奨される除去剤の例（※は検討されるもの）
評価された
預託実効線量 推奨される治療方針

亜鉛 DTPA
アメリシウム DTPA
硫黄 チオ硫酸ナトリウム（デトキソール®）※
イットリウム DTPA
イリジウム DTPA※

ウラン 炭酸水素ナトリウム（メイロン®）、
アセタゾラミド（ダイアモックス®）

カリウム 利尿剤
ガリウム ペニシラミン（メタルカプターゼ®）
カリフォルニウム DTPA
カルシウム ストロンチウムの項を参照
キュリウム DTPA

金 ペニシラミン（メタルカプターゼ®）、
ジメルカプロール（バル®）

クロム DTPA
コバルト Ca-DTPA



128

評価された
預託実効線量 推奨される治療方針

ジルコニウム DTPA
水銀 ジメルカプロール（バル®）、DMPSa）、DMSAb）

ストロンチウム 塩化アンモニウム（塩化アンモニウム補正液5 mEq/ml）経
口投与、グルコン酸カルシウム（カルチコール®）経口投与

セシウム プルシアンブルー（ラディオガルダーゼ®）
セリウム DTPA
タリウム プルシアンブルー（ラディオガルダーゼ®）
炭素 水分補給※）、安定炭素投与
テクネチウム 過塩素酸カリウム（パークロレイト®）
鉄 デフェロキサミン（DFOA、デスフェラール®）
ナトリウム 利尿剤と生理食塩水で希釈
銅 ペニシラミン（メタルカプターゼ®）
トリウム DTPA
トリチウム 水分補給
鉛 DMSAb）

ニッケル DDTCc）、ジメルカプロール（バル®）、DTPA

ネプツニウム デフェロキサミン（DFOA、デスフェラール®）、
DTPA併用または単独投与

バリウム ストロンチウムの項参照
ビスマス DMPSa）

ヒ素 ジメルカプロール（バル®）
フッ素 水酸化アルミニウム（マーロックス®）
プルトニウム DTPA
プロメシウム DTPA
ポロニウム ジメルカプロール（バル®）
マグネシウム ストロンチウムの項参照
マンガン Ca-DTPA

ヨウ素 曝露後の治療ではなく、予防薬として安定ヨウ素剤（ヨウ化
カリウム丸50 mg®）

ラジウム ストロンチウムの項参照

表4（つづき）
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評価された
預託実効線量 推奨される治療方針

リン
水分補給。リン酸水素ナトリウム水和物・リン酸二水素ナ
トリウム水和物（リン酸Na補正液0.5 mmol/ml®）または、
リン酸二カリウム（リン酸2カリウム注20 mEq®）経口投与

ルテニウム DTPA
ルビジウム プルシアンブルー

a) DMPS: ジメルカプトプロパンスルホン酸
b) DMSA: ジメルカプトコハク酸
c) DDTC: ジエチルジチオカルバミン酸
( 文献 19，21 から引用・改変 )

ⅱ)プルトニウム・アメリシウム
プルトニウムやアメリシウムなどの超ウラン元素に対する薬剤とし

ては、キレート剤としてDTPA製剤（ジエチレントリアミン五酢酸）が
知られている。

汚染に対する主な緊急医療処置としては、まず皮膚除染・洗浄・キ
レート剤（DTPA溶液）洗浄・外科手術による創傷部からの除染を図る
必要がある。創傷部には特に注意を要し、150 Bqを超えるプルトニウ
ム汚染の場合には積極的に切除が検討されるべきとされている（75～
150 Bqでは状況に応じて切除の検討）。創傷洗浄の際には、洗浄液
100 mlにつきCa-DTPA1アンプルを希釈し、局所麻酔にもCa-DTPA
を1アンプル添加する。吸入の場合には直ちにDTPAエアロゾルを吸
入し、その後、溶解性のものの場合にはDTPA点滴静注を行う。また、
全身の汚染に対してDTPA点滴静注を開始する。

DTPA製剤には陽イオンのキレート作用があり、金属錯体を形成し
て尿排泄を促進する。臨床的使用は一般的にはプルトニウムとアメリ
シウム被ばく時である。注射剤としてCa-DTPAとZn-DTPAの二種
類があり、Ca-DTPAのほうがより排泄効果が高いが副作用発現頻度
も高いとされており、Ca-DTPAとZn-DTPAを併用する方法が紹介

表4（つづき）
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されている。
1974年にアメリカのハンフォードで起きたアメリシウムによる体表

面・内部汚染事故では、グローブボックス内でのアメリシウム241取
扱作業中に爆発が生じ、1名が顔面・頸部に硝酸による化学熱傷、プ
ラスチックおよびガラス破片による損傷、アメリシウム241による体
表面汚染、内部汚染（220 MBq）をきたした。脱衣・流水による体表面
除染ののち、事故の2時間後から1,540日目までDTPA製剤の投与が
行われ、40.7 MBqのアメリシウムが排泄されたと推定されている。患
者は除染施設にベッド等を持ち込み一年生活したが、近隣住民から自
宅退院を拒否されトレーラーハウスでの生活を余儀なくされたという。
患者にDTPAの副作用や急性症状は認められず、11年後に心筋梗塞に
よって死亡した30）。

一方、239PuO2に代表される非移動性化合物の場合にはキレート剤は
無効とされるが純粋な非移動性α放射体の場合には緊急ではない。創
傷部汚染に対しては外科切除を行い、吸入の場合には肺洗浄が行われ
る。ただし、事前に非移動性化合物の割合は不明のため、応急処置と
してはDTPA投与を含めるべきである。

2017年6月6日に起きた茨城県内の研究施設内で発生したプルトニ
ウム飛散事故では、放医研で5名の患者を受け入れ、線量評価および
事故後11時間までにCa-DTPA製剤が点滴投与された。鼻腔スワブや
体表面汚染・体外排泄が認められていなかった者からもCa-DTPA投
与後に明らかなプルトニウムの排泄が確認されるなど排泄促進効果が
認められた31）。最も汚染された例に対してはCa/Zn-DTPA投与が事
故後1年以上にわたって行われた。長期にわたる患者の尿を用いたバ
イオアッセイによって、Ca/Za-DTPAが有効であることが示された32）

c）	遺失線源による外部被ばく
非破壊検査線源の盗難・紛失事故は、頻度が高く、放射線事故全体

の約半分を占める。多くの被災者は原因に気づかず、知らずに手で線
源をつかんでいることが多いため、手指の被ばくが最大となることが
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多い。そのため、原因不明の手指の熱傷様所見を見たら放射線による
局所被ばくを疑うことが重要である。また全身被ばくも伴う。被ばく
線量評価に応じて、線量が高い場合には急性放射線症候群の有無につ
いて臨床評価が必要となる。また被ばくした組織の治療方針を検討す
るうえでも局所の詳細な被ばく線量評価が極めて重要となる。被ばく
した手指が痛む場合には非ステロイド性鎮痛薬や場合によってオピオ
イド鎮痛薬を使用する。大量被ばくした組織は皮下組織の感染を起こ
しやすいため外傷をつけないよう保護し、被覆材交換は無菌的に行う。
また、数年にわたる観察が必要となり、MRI血管造影等で手指血流を
経過観察する。近年は、多能性幹細胞を用いた再生医療の発達により、
被ばくした手指を切断することなく機能温存した積極的な治療の成功
例も報告されている33）。本稿では我が国の事例を二つ紹介する。
ⅰ） 遺失線源による事故例

1971年には千葉県内の造船所構内で、遺失されたイリジウム192密
封線源（1.63 TBq）を拾った作業員及び友人の計6名が被ばくした。全
身の線量は1名をのぞき1 Gy未満と推定されたが34）、線源に触れた場
合の線量率は13 Gy／分におよぶとされ、皮膚潰瘍・一過性骨髄抑制・
無精子症等をきたした。拾った1名はズボンのポケットに線源を入れ
ていたため臀部等の組織に深刻な壊死を生じ、見せてもらった友人の
1名は手指に難治性の潰瘍とびらんを繰り返し、22年後に右第1・2指
を切断することとなった35,36）。
ⅱ） 非破壊検査線源盗難事例

2008年に千葉県内の会社の保管庫から非破壊検査装置（長さ約40 cm
×径約27 cm）に収納したイリジウム192（370 GBq）が盗難され、神奈
川県内の川の中に遺棄された。川の水位変化や歩行可能な場所への距
離等から被ばく線量は5 µSv／時以下であったと評価された。また線
源捜索・回収に当たった人の被ばく線量は約0.44 mSvであった37）。
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d）	ポロニウム210による海外における他害事例
2006年に元ロシアの工作員であったアレクサンダー・リトビネンコ

氏（43歳男性）がロンドンでポロニウム210を盛られ死亡した38,39）（以降
引用）。初期症状は、感染症やタリウムのような化学物質への曝露と見
分けがつかないものであった。受診時に腹痛、下痢、嘔吐の症状がみ
られ、初期診断は胃腸炎であり、抗生物質が投与された。6日のうちに、
血小板・好中球減少をきたし、薬剤性のものと考えられた。2週目ま
でに骨髄不全に加え脱毛症と粘膜炎を示した。血中タリウム濃度は中
毒域より低くタリウム中毒は否定された。3週間のうちに多臓器不全
を呈し、人工呼吸、血液透析、心肺サポートが必要となり意識を失った。
23日目には心肺停止となり、蘇生しえず死を宣告された。

22日目の血液スメアでカバーガラスのない部分に一致して放射線放
出していることが判明し、同日のγ線スペクトロスコピーを用いた尿
分析では803 keVの光子放出が認められ、ポロニウム210被毒の可能
性が示された。死後の確認の結果、ポロニウム210濃度は通常の109倍
高いものであった。死後の組織分析では、複数臓器において、致死量
のポロニウム210が残存しており、自己分解がみられた。致死量をは
るかに超える量である4.4 GBqのポロニウム210をお茶に入れられ、溶
解性の塩の形で経口摂取したものと推定された。

ポロニウム210の初期症状は、多くの化学毒による症状と区別でき
ない。従って、診断は遅れ、誤ってしまうこともあり得る。一般的な
ガイガーカウンターで体表面汚染検査をしてもポロニウム210による
放射線は検出できなかったが、尿サンプルのγ線スペクトロスコピー
による診断によって放射性物質被毒を積極的に検討することができた
事例である。

また、ポロニウムを混入されたと疑われる場所は高度のポロニウム
210汚染が認められた。同所に滞在した日本人に対しては、帰国後に
放医研（現在の量研放医研）で検査が行われた。
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ポロニウム210は自然界に広く薄く存在している物質である。海産
物、特に魚の内臓の濃度は他に比べて高いことが知られており 40）、海
産物の摂取が多い日本人では世界の参考値（58 Bq/ 年）に比べて被ばく
量が220 Bq/ 年と多い41）。物理学的半減期は138日、人体の実効半減
期は37日で、主にα線、わずかにγ線を放出し、被放射能が高く
166 TBq/gと高いことから短期間に大きなエネルギーを与える。具体
的には1 µgのポロニウム210を摂取すると全身に50 Svの被ばくとな
る。これらことからシアン化物よりも毒性が高いものとされている42）。
ポロニウム210に対する治療薬としては、まず経口摂取時の吸収阻害
薬として硫酸マグネシウム、水酸化アルミニウム、硫酸バリウムがある。
吸入摂取時には、早期の肺洗浄が推奨されている。除去剤としてはジ
メルカプロール（バル®）、DMSA、ペニシラミンがあげられている21）。

（7）放射性物質被ばくの対処法
以上、本来厳密に管理されているはずの放射性物質への曝露への対処

は、まずその可能性を疑うことから始まる。稀な原発事故や放射線事故
に限らず、日常生活においても放射線管理区域以外でも放射線被ばくが
起こりうることを念頭に、診療や情報収集に配慮するという平時からの
リスク管理に習熟することが第一である。内部被ばくが疑われる場合は、
線量推計とその核種同定が治療対策に不可欠となるため、専門機関への
連絡と相談が必要となる。そのうえで、上記概説した適切な治療法の迅
速な選択と線量モニタリングが求められる。

6 核被ばく防護

（1）はじめに
核兵器は抑止のための兵器と言われ、長らくの間「使われることのな

い兵器」としての地位を確立してきた。広島・長崎への原爆投下以降、



134

何度か核兵器使用の危機が迫ったが、結局使われることなく今日を迎え
ている。しかしながら、2022年2月24日に始まったロシアによるウクラ
イナ侵略により、核兵器使用の蓋然性が急激に高まっている。本節では「核
被ばく防護の課題」及び「ウクライナ侵略と核・放射線」について概説
する。

（2）核被ばく防護の課題
広島・長崎に投下された原子爆弾であるが、広島のリトルボーイは

TNT火薬換算で16キロトン、長崎のファットマンは21キロトンと言わ
れている43）。広島・長崎のような大型の原子爆弾を航空機から投下する
方法は、現代戦においては実効性が低い。近年は0.1～10キロトン程度の
小型化した核弾頭をミサイルに搭載するか、スーツケースサイズの核爆
弾を地上で爆発させる攻撃手段の可能性が高い44）。余談になるが、数年
前より日本の上空で確認されている正体不明の気球には5トンの重量物
が搭載可能と言われている。小型の核爆弾の重量は1～1.5トン程度で
ある。

核爆発によるエネルギーは、爆風40～50%、熱線30～50%、初期放射
線5%、残留放射線5～10%とされ45）、核攻撃の可能性を知った時点で地
下施設に避難するのが最も生存率を高める手段となる46）。広島の原爆被
爆時に、爆心地から約100 mの地点にあったコンクリートの建物の地下
にいた被爆者が生存し得たという記録が残っている47）。近くに地下施設
がない場合は、より頑丈な構造物の背後に隠れ、地面に伏せて頭部を守
る姿勢をとる必要がある。

米国連邦緊急事態管理庁（FEMA）は図1の通り、避難場所の材質（木造・
レンガ・コンクリート）、階数及び部屋の位置による強度の違いを防護能
力指数として示している。簡単に言うと地下施設があれば地下のより深
くへ、地下施設がない場合は頑丈な材質の建物の、窓やドアの少ない、
より小さな部屋に避難することで生存率を高められる44）。Drikakisらの
報告によると建物の中に避難する場合、爆風や衝撃波が通りやすい廊下
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や窓・ドアから離れ、壁の隅に身をかがめているのが最も生存率を高め
るとされている48）。

冷戦時、東側陣営の国は地下鉄の駅を核攻撃にも耐える避難シェルター
として運用する構想を有していた。実際にロシアによるウクライナ侵略
では多くの市民が地下鉄の駅に避難し寝泊まりしている。参考までに世
界で一番深い地下鉄の駅はウクライナのアルセナーリナ駅で深さ
105.5 m、二番目はロシアのアドミラルチェイスカヤ駅で深さ86 mであ
る。東欧諸国や北朝鮮の地下鉄も日本や欧米と比べると深い場所に駅が
ある。ちなみに日本の地下鉄の最も深い駅は都営大江戸線の六本木駅で
42.3 mである。

核爆発による初期の影響を避けた後は、放射性降下物（フォールアウト）
からの避難を行う必要がある。爆発から1時間経過すると放射性降下物
による放射線量は50%程度に減少すると言われている45）。放射線量は時
間とともに減少するため、核シェルターのような気密性の高い避難場所
に避難した場合は、数日間そこに留まるほうがよいとされている。NPO
法人日本核シェルター協会の調査によると、日本の核シェルター普及率
は0.02%であるのに対し、スイス・イスラエル100%、ノルウェー 98%、
アメリカ82%、ロシア78%、イギリス67%と、近年戦争を行ってきた国
や戦争に巻き込まれる恐れのある国の普及率は極めて高い。日本は自然
災害の多い国でもあるので、自然災害時の避難場所としても利用可能な
核シェルター施設の整備が急がれる。

一方、スーツケース核爆弾が地上で爆発した場合、地上のがれきが放
射化し放射能を持つため、一刻も早い避難が必要になる49）。日本の大都
市には多くの地下鉄が走っており、郊外へも繋がっているため、核攻撃
を受けた際に地下鉄網を利用した避難は有効な手段になり得る。現状で
は日本における核攻撃の蓋然性はそこまで高いとはいえないため、地下
鉄網を用いた避難訓練や地下施設での避難生活訓練は行われていないが、
今後、核攻撃の蓋然性の高まりによっては、準備する必要があると考える。
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（3）ウクライナ侵略と核・放射線
ロシアによるウクライナ侵略は2014年のクリミア併合がその始まりと

されている。ロシアのクリミア併合時に行ったハイブリッド戦が成功裡
に終わったという事実が、ロシアの慢心に繋がり、2022年に開始したウ
クライナ侵略の長期化を招く要因となったとも言われている。クリミア
併合時のニュースを見ると核兵器に関する記事はほとんど見当たらない。
その後も「ロシアにおいて先制的核使用を想定した軍事訓練が実施され
る」（共同通信：2015年4月2日配信）や「米国国防省の報告書において、
ロシアの2000を超える非戦略的核兵器の保有を懸念し、核抑止体制の見
直しを明記」（CNN：2018年2月3日配信）等のニュースを認めたものの、
現在のような核兵器使用の蓋然性の高まりには至っていなかった。
2022年2月24日に侵略が開始されると3日後の27日にはロシアの戦略核
部隊が特別警戒態勢に入った。ロシアの当初の戦略はウクライナ東部2
州への侵攻を匂わせ、ウクライナ軍主力を東部に引きつけた中で、奇襲
的に首都キーウを奪取し政権転覆を図ることであり、それを3日間で遂
行する計画であったとされている50）。しかしながら当初の計画通りに事
態が進まず、戦略核部隊を特別警戒態勢にすることで欧米諸国の介入を
躊躇させる作戦を採ったと考えられる。その点から見るとロシアの核抑
止力が効果を発揮したと判断することができる。その後の欧米諸国の武
器供与等の支援は、戦況やロシアの反応を伺いながら行われることとな
り、戦力の逐次投入を強いられている。

また、ロシア軍は開戦と同時にキーウの北130 kmにあるチョルノービ
リ原発を占拠した。原発の核燃料が核爆弾として使える訳ではないが、
原発への送電を停止することで、1986年に発生したチョルノービリ原発
事故クラスの放射線テロを起こすことが可能となるため、一時は欧州大
陸の深刻な脅威となった。だが1か月後、ロシア軍はキーウ攻略の失敗
と共にチョルノービリ原発からも撤退した。ロシア軍兵士の中には、原
発周囲の「赤い森」に塹壕を掘ったため高線量被ばくし、ベラルーシの
病院に搬送されたという報道もある（毎日新聞：2022年4月2日配信）。「赤
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い森」は原発周囲10kmにある森であるが、原発事故の際に生じた高レ
ベル放射性物質を埋めた場所であり、枯れたマツが赤茶色に変色したた
め「赤い森」と呼ばれていた。

さらに、ロシア軍は2022年3月4日にウクライナ南東部のザポリージャ
原発も制圧した。ザポリージャ原発は6つの原子炉を有するヨーロッパ
最大の原子力発電所である。2022年9月に公表された国際原子力機関

（IAEA）の報告書によると、発電所はロシア軍の管理下に入ったが、6つ
の原子炉のうち1つだけが稼働しており、ウクライナ人技術者が操作を
行っている。技術者の数が少ないことや強いストレス環境下での業務を
強いられており、ヒューマンエラーが発生しやすい状況が続いている51）。
その後、ザポリージャ原発は全面停止となったが定期点検等は十分に行
われておらず、2023年3月9日にはロシアの攻撃により、一時外部電源
を喪失する事態が生起（AFP：2023年3月9日配信）するなど、危険な状
態が続いている。一連の原発への攻撃・占拠はロシアのハイブリッド戦
の手段である心理戦やエネルギー戦と捉えることもできる。

（4）おわりに：核使用の可能性
本節執筆時の2023年10月の時点では幸いにして核兵器は使われていな

いが、ロシア軍の戦略核部隊の特別警戒態勢は継続中である。小泉は著
書「ウクライナ戦争」の中で核兵器使用のシナリオを3つあげている。a）
戦術核兵器の全面使用によって通常戦力を補い、戦闘を遂行する（戦闘使
用シナリオ）。b）大きな損害を出す目標を選んで限定的な核使用を行い、
戦争を続ければ更なる被害が出ることを敵に悟らせることで停戦を強要
する（停戦強要シナリオ）。c）第三国の参戦を阻止するため、「警告射撃」
としてほとんど（あるいは全く）被害の出ない場所で限定的な核爆発を起
こす（参戦阻止シナリオ）50）。核兵器の使用により人的被害が出るような
事態は二度とあってはならないし、例え「警告射撃」であろうと、ひと
たび核兵器が使用されれば、その後の核兵器使用のハードルが低くなる
ことは間違いない。核兵器が永遠に「使われることのない兵器」のまま
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であること、そして核保有国の独裁者が、武力を用いて自らの意思を貫
こうとする試みが、二度と世界で起こらないことを願って本節を終える。

　
図2			米国連邦緊急事態管理庁 （FEMA） が示している避難場所の材質 （木造・レンガ・

コンクリート ）、階数及び部屋の位置による強度の違いに関する防護能力指数
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（1）はじめに
米国ではイラク・アフガニスタン戦争後，受傷した軍人の軽症頭部外

傷後遺症が社会問題となった。高気圧酸素治療（HyperBaric Oxygen 
therapy： HBO）が有効であったとの報告が相次いだことより、米軍を中
心に軽症頭部外傷後後遺症に対するrandomized control trial （RCT） （評
価のバイアス ［偏り］を避け、客観的に治療効果を評価することを目的
とした前向き研究試験）が4つ行われた。2012年にWolfらが、2014年に
Cifuらが、2015年にMillerらが、2018年にWeaverらが結果を報告して
いる。特にMillerらの報告はHOPPS study＊1として、Weaverらの報告
はBIMA study＊2としてClass 1（質の高いRCT（①多数例［パワー大］②
二重盲検、独立判定、③高追跡率［低脱落率］、低プロトコル逸脱、④ラ
ンダム割り付け法が明確）およびそれらのメタ解析）相当のランダム化比
較試験 とされており、これらの報告を中心にその結果と解釈についてそ
の後の民間からの報告とともにまとめた。

頭部外傷は軽症，中等症，重症に分類され，この中で軽症頭部外傷が
7割近くを占める。軽症頭部外傷では一般的に後遺症なく回復すると考
えられていた。ところが，脳振盪後症候群（Post−Concussion Syndrome 
：PCS）と呼ばれる身体症状や認知症状あるいは精神症状が遷延すること
が知られるようになり、軽症頭部外傷後に約半数の患者がPCSに悩まさ
れているとの報告もある。軽症頭部外傷の後遺症としてPCS以外にも心
的外傷後ストレス障害（Post−Traumatic Stress Disorder ：PTSD）そして
外傷後高次脳機能障害の計3つの後遺症をおこす可能性が指摘されてい

1 高気圧酸素治療最近の話題：
脳振盪後症候群に対する高気圧酸素治療の効果

*1 Hyperbaric Oxygen Therapy (HBOT) for Persistent Post-concussive Symptoms 
Studyの略称

*2 Brain Injury and Mechanisms of Action of Hyperbaric Oxygen (HBO2) for Persistent 
Post-Concussive Symptoms after Mild Traumatic Brain Injury (mTBI) Studyの略称
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る。PCSとPTSDは診断基準が報告されている。ICD−10によるPCSの診
断基準は、頭部打撲に伴う失神が既往にあり、頭痛、めまい・ふらつき、
全身倦怠感、いらいら、睡眠障害、注意障害、記憶障害、情緒障害の8
つの症状のうち3症状以上が3か月以上遷延する場合とされる。PTSDは
死の危険に直面した後、その体験の記憶が自分の意志とは関係なくフラッ
シュバックのように思い出されたり、悪夢に見たりすることが続き、不
安や緊張が高まったり、辛さのあまり現実感がなくなったりする状態と
される。外傷に伴う高次脳機能障害は明確な診断基準は存在していない
が、前頭葉症状としての遂行機能障害・注意障害・社会的行動障害や、
側頭葉障害としての記憶障害が症状として典型的と報告されており、軽
症頭部外傷でも起こりえるとされている。

（2）方法
米軍での軽症頭部外傷の診断基準には脳振盪患者も含まれている。頭

部CTの所見は不問とされ、症状としては、意識消失は30分以内に消失、
精神状態変容（混乱、思考停止、見当識障害等）が24時間以内に消失、外
傷後の順行性健忘が1日以内に改善した患者を軽症頭部外傷と定義して
いる。米軍での軽症頭部外傷後症候群の診断基準は、5年以内の外傷後
に症状が3か月以上続く患者とし、一般に使用されるpost−concussion 
syndromeの 英 語 表 記 で は な くpersistent Post−Concussive Symptoms

（PCS）と表記している。症状としては身体的には頭痛、嘔気、嘔吐、め
まい、睡眠障害、筋力低下、麻痺、感覚障害（難聴を含む）、視野障害、
味覚障害、嗅覚障害、緊張、失語、構音障害、嚥下障害、バランス障害、
協調運動障害、けいれんが含まれている。認知機能としては、注意障害、
集中障害、記憶障害、遂行機能障害、記銘力低下、学習障害、計画障害、
推理障害、判断力低下、自己制御困難、自己認識障害、言語および抽象
的思考の障害が含まれる。行動や精神面では、抑うつ感や不安感、焦燥感、
過敏性、衝動性、攻撃性が症状として含まれている。一般的なPCSと
PTSD そして高次機能障害を全て含む診断基準となっていると思わ
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れる。PCSに対する治療は現時点で対症的な薬物療法のみであり、エビ
デンスレベルの高い有効な治療法は存在しない。治療の効果判定はすべ
てアンケート調査で評価がなされていた。PCSの評価としてRivermead 
Post Concussion symptom Questionnaire（RPQ）modified 3 と RPQ 
modified 13が用いられた。RPQ modified 3は頭痛、ふらつき、嘔気の
PCS3主徴であり、0−4の5段階評価での回答となっている。PTSDの評
価はPTSD checklist−civilian version （PCL−C）を用い17項目の質問票で
あ る。 高 次 脳 機 能 障 害 の 評 価 は　Neurobehavioral Symptom test 
Inventory （NSI）でなされ22項目の質問から構成される。

（3）結果
Wolf等の報告，Cifu等の報告， HOPPS study， BIMA studyと米国国

防省の支援によるRCTが実施された。Wolf等の報告では対照群として
1.3 ATA（絶対気圧）空気加圧群（HyperBaric Air therapy： HBA）が用い
られており、1.3 ATA HBA群 、2.4 ATA HBO群ともに治療改善効果を
認めたものの、両者間に有意差を認めず治療効果なしの結論となった1）。
Cifu等の報告では1.5 ATA HBO相当治療群（2 ATA 混合ガス治療：
75％酸素＋窒素ガス使用）、2.0 ATA HBO治療群でいくらかの改善効果
を認めた、改善効果は2.0 ATA HBO治療群でやや大きかったが、対象
群として設定された大気圧空気相当治療群（ 2ATA 混合ガス治療群：
10.5％酸素＋窒素ガス使用）と有意差を認めず、治療効果なしとの評価と
なった2）。HOPPS studyでは286人のPTSD患者から最終的に72人が対
象とされ通常の治療群（加圧なし）、シャム（擬似）治療としての空気加圧
群（1.2 ATA HBA 60分加療、10週間で40回）そして高気圧酸素治療群

（1.5 ATA HBO 60分加療、10週間で40回）の3群に振り分けられた。加
圧群（1.5 ATA HBO群と1.2 ATA HBA群）ではRPQ， PCL−C， NSIすべ
ての評価でコントロール（加圧なし）群と比較し有意差をもって改善を認
めたものの、1.2 ATA HBA群と1.5 ATA HBO群の2つの治療群間に有
意差を認めなかった3）。この結果から、改善効果は酸素を介したもので
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はなく、プラセボ効果に関連した非特異的な改善を反映したものと評価
され、HBOの治療効果は否定された。

4つ 目 のRCTと な るBIMA Studyに お い て、 は じ め て 対 照 群 の
1.2ATA HBA群に比べ治療群の1.5ATA HBO群で13週後に症状の有意
な改善を認めた。この効果はPTSD合併例で顕著であった。411人が対
象となり最終的に71人に絞られ，HOPPS Studyでは3群での検討であっ
たのに対し、BIMA Studyでは加圧治療なし群の設定はなく、1.2 ATA 
HBA群と1.5 ATA HBO群の2群に振り分けられ検討された。13週にわ
たり40回の治療が行われ13週治療直後と治療後6か月そして治療後12か
月にアンケート調査がなされ効果判定が行われた。NSIを用いた高次脳
機能評価では1.5 ATA HBO群で、治療13週後に有意な改善を認め、こ
の改善は特にPTSD合併症例で高い傾向であった。PCL−C によるPTSD
評価も13週後で有意に改善を認め、PTSD合併例で高い傾向であった。
治療後6か月と12か月に、これらの改善効果は消失していた。PTSDの
評価となるRPQ3では13週後に1.5 ATA HBO群で有意に改善していた。
この改善効果は治療後6か月まで持続しており、治療後12か月には消失
していた。PTSD合併の有無による治療効果への影響は認めなかった。
この結果からWeaverらは高気圧酸素治療の一時的な改善効果はあるも
のと結論付けている。この論文の考察の中で著者らはHOPPS Study（以
下HOPPS）とBIMA Study（以下BIMA）の結果が異なった理由として主
に以下の3つを挙げている。HOPPSではHBA群にPTSD合併症例が多
かった、HOPPSでは対照群である1.2 ATA HBA群の64％にPTSDを合
併しており、BIMAでは49％と少なかった。BIMAの検討ではPTSD合
併症例で特にHBOの効果が顕著であったことから、HOPPSの対照群1.2 
ATA HBA群の改善にPTSD合併症例が多かったことが寄与し、結果
HOPPSでは1.5 ATA HBO群との有意差がなくなったのではないかと考
察している。つぎに、治療期間を10週から13週としたことで、HOPPS
よりBIMAで40回の治療を完遂できた症例が多かったことも関係してい
る可能性を指摘している。さらに3つ目として、HOPPSでは治療のため
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に出張する必要が生じた症例がBIMAより多かったことも影響した可能
性があるのではないかと指摘している4）。著者らは今後、第三相試験を
行うべきだと締めくくっている。

これら米軍軍人を対象に行われたBIMA， Cifu， HOPPS， Wolfの4つの
RCT研究をまとめて解析した結果が、evidence brief（簡潔なデータ集）
としてParrらにより2021年に発表された。この論文では、RPQ−13およ
びNSIによる評価ではPCSに対する治療効果は、HBAに比べHBOに有
利であったが、有意差はなく、非常に小さいものであったとしている。
また、PTSDに対する治療効果はむしろややHBA群に有利な結果となっ
ており、これも有意差はないとの結論している5）。

一方で、同時期に行われた一般人を対象にしたHBO studyでは、効果
ありとした報告が効果を認めなかったとする報告より多くなされており、
Harchらは米軍Studyとこれら民間からの報告もまとめて検討した結果、
1.5 ATA HBO治療は有用であるとして2022年のFrontiers in Neurology
にsystematic reviewとして報告している6）。過去の報告をレヴューし、
有意差があった治療圧は1.3−1.5 ATAに多く、低い圧での治療に効果を
認めた報告が多かったことより、治療圧は低いほうが有利ではないかと
している。また、総酸素投与量を治療圧（絶対気圧）× 総治療時間（分）に
て計算し比較している。この結果、BIMAでの1.5 ATA HBO群は3600
となり、対象とした1.2 ATA HBA群は576になる。加圧治療による効果
を認めた範囲は1000～3000に多い結果であり、狭い範囲で効果が発現す
ることが対照群でも効果が出てしまった理由ではないかとしている。さ
らに、各報告論文のエビデンスレベルの比較を行っている。確かに有意
差が証明できなかったHOPPSの報告は1B（少なくとも一つのRCT）であ
るが、Harch自身らの報告も1Bに相当するためエビデンスレベルは高く、
その他のBIMAやCifu,Wolfらの報告が2B（ランダム割り付けを伴わない
後ろ向きコホート研究）であることから、これらのstudyに劣らないレベ
ルといえ、Parrらがreviewしたevidence brief 5）で検討対象から外され
る理由は存在しないと考察している。著者自身の論文を含め同時期に発



第4章　特殊環境医学（衛生）分野

149

表された6つの無作為化比較試験のうち4つの試験において、1.5 ATA酸
素でのHBOは、PCS患者に対して、統計的に有意な「症状および認知機
能の改善」または「認知機能の改善」を示したため、効果があるものと
考えるべきと主張している。

Undersea and Hyperbaric Medical SocietyではPCSに対する高気圧酸
素 治 療 は 未 だ 治 療 適 応 に 追 加 し て お ら ず、 米 国 のFood and Drug 
Administrationも許可はしていない。しかしながら、米国形成外科学会
は脳振盪後症候群に対する1.5 ATA HBO をevidence level class I（質の
高いRCT）、class　A（強く推奨される）の治療法として推奨している 6）。
日本における頭部外傷に対する高気圧酸素治療適応は、重症頭部外傷後
の意識障害または脳浮腫に対してのみであり、PCSへの適応はない。ま
た高気圧酸素治療の治療圧は2 ATA以上と規定されており、回数も最大
30回までに制限されている。今後、我々も1.5 ATA HBOのPCSにたい
する効果について検討していく必要性があるのではないかと考える。

2 宇宙医学

（1）はじめに
現在我が国が参加している有人宇宙活動は国際宇宙ステーション

（International Space Station：ISS）計画であり、既に完熟期に入っている。
我が国はこれまでに7人の宇宙飛行士（のべ10回）の長期滞在を達成し、
船長の重責を果たした者も複数いる。ISS計画では、日本実験棟（きぼう）
の筑波宇宙センターからの管制・運用、無人輸送機（こうのとり）による
種子島からISSへの物資輸送など、我が国の果たした役割は大きく、科
学技術立国としての国際的プレゼンスを高めた。

宇宙飛行士のISSでの生活や実験・研究活動を支援する多数の部門の
中で、健康管理を担い、宇宙環境の人体に与える影響を研究するのが宇
宙医学部門である7）。宇宙飛行士の医学的課題としては、急性期の宇宙
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酔いや体液シフトの問題から、長期滞在時の宇宙放射線被ばく8）、下半
身の骨量・筋量の減少9，10）、精神心理的ストレス11）、心肺機能や免疫機
能の低下、栄養の偏り12）、さらには病気やけがへの対処能力の不足など
が認識された（表1）。各専門分野の担当者の努力により、人間は「地球
軌道上の宇宙環境では、健康を損ねることなく、少なくとも半年程度の
長期活動ができる」ことが実証された。

表1　ISSでの健康管理上の課題
急性期の課題

（1週間程度）
宇宙酔い
体液の上半身へのシフト

長期滞在時の課題
（1か月以上）

宇宙放射線による被ばく
下半身の骨量・筋量の減少
精神心理的ストレス（隔離閉鎖環境）
心肺機能の低下
免疫機能の低下
栄養の偏り・不足
病気やけがへの対処能力の不足

（2）今後の動向
a）アルテミス計画

ISS計画は2024年までの運用は決定されているが、その後はロシア
が脱退を表明しており、これまでのような国家レベルの国際運用は終
了すると思われる。存続するにしても民間企業や大学の研究機関が主
体的な役割を果たすことになるだろう。各国の宇宙機関が国際協力の
枠組みで取り組む目標はすでに月に決定され、月面の有人探査（アルテ
ミス計画）が本格的に始動しつつあり、我が国も参加を表明している。
この計画では、月の軌道上に宇宙ステーションを組み立て、ここから
宇宙飛行士や資材（資材は直接地球から無人機で運ぶ可能性あり）を投
入して、月面基地を建設するというものである。我が国もISS計画で
の科学技術開発の経験を活かし、物資輸送、居住モジュールの環境制
御システム、熱制御システムやバッテリー、光通信システム、月面有
人探査車などの領域で貢献する計画である（図1 ）。
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図1　月面探査活動のイメージ：地球は美しく輝いているが、
　　　  はるか遠くにあり隔絶感・孤立感が強まる（JAXA提供）。

b）月面探査隊員の医学的課題
さて月面の有人探査活動となると、派遣隊員にはISSでの居住以上

に精神的・肉体的ストレスが加わることが予想され、健康管理上の課
題は大きくなるだろう。特に宇宙放射線による被ばく、地球から容易
に支援を受けられない環境で自立的に活動しなければならない精神心
理的なストレス、医療事態が起こった場合の対処能力の向上などが重
要な課題としてクローズアップされると考える。さらにはレゴリス

（regolith）と呼ばれる微細な月の砂（ケイ素がカラス化したもので、機
材に詰まれば故障の原因になり、吸い込めばアレルギーや肺組織の損
傷を引き起こすリスクがある）が新たな課題として浮上している。

宇宙放射線は太陽から放射される陽子や銀河宇宙線で構成され、大
気が無く地場の弱い月面には、宇宙放射線が容赦なく降り注ぐことに
なる。宇宙放射線から派遣隊員を守るためには、基地を地下に建設し
防護壁を厚くするなどの抜本的な対策が必要となるだろう。これに加
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えて現在ISS搭乗員も装着している個人線量計による被ばく管理、主
な放射線源である太陽の活動の監視と予測（宇宙天気予報と呼ばれる）
を行う必要があるだろう。研究レベルで興味深いものはバイオドシメ
トリー（biodosimetry）という技術である。これは被ばくの人体影響を
染色体の損傷状況により計測するというもので、同じ線量の被ばくを
しても染色体のダメージが大きい人と小さい人の違いが出てくる可能
性がある。この研究が進めば、放射線被ばくに比較的強い個人を特定
し選抜することができるようになるかも知れない。

月面探査活動では、地球からの支援が受けにくく、派遣隊の自立性
が求められる。特に緊急の医療事態が発生した時、患者の地球送還は
困難を極めるだろう。将来月面に50人～ 100人程度のコミュニティー
ができれば、医務室あるいは診療所が整備され、複数の医師や看護師
が常駐する態勢が整うだろう。しかし初期の段階では、せいぜい1名
のスーパードクターを隊員に加えることしかできない。そのドクター
は外科系の素養をベースに、精神心理分野を含む医療全般のトレーニ
ングを受けた者が望ましいと筆者は考えている。
c）月面探査要員の心理学的課題（参考文献13)

月面探査ミッションでは、地球から400kmの軌道上を周回し常に地
球が視野に入るISSと違い、地球からの隔絶感・孤立感はかなり大き
いことが想像される。地球からの直接支援が困難なため派遣隊の自立
的な活動が要求され、不測の事態や緊急事態が起きた際も、容易に現
場から脱出することはできず、リーダーの適切な判断のもと隊員が結
束して対処に当たらなければならない。このようなシナリオを想定す
ると、派遣隊員の精神心理的ストレスは相当高く、これに耐えうるた
めには、ミッション前にやるべきことは多い。適性のある要員の選抜、
教育・訓練、緊急事態対応シミュレーション、心理的支援策など、準
備する課題は山積みである。このような課題に立ち向かう時、大いに
参考となる資料・材料は類似環境としての南極越冬隊の体験と各種心
理学研究であろう。南極での越冬活動は1898年のベルギー遠征隊から
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始まって、1957年の国際地球観測年プロジェクトを契機に各国が参加
し、2017年時点で20か国が越冬基地を有し、1,000人程度の隊員が参
加するまでに拡大している。言わば、将来建設が進むであろう月面探
査コミュニティーのプロトタイプとして大いに参考となる資料が豊富
なのである。南極越冬隊に関する体系的心理研究からは、越冬症候群、
ステージ理論（ミッション中の時期により個人および集団に特徴的な傾
向が認められるというもの）、第3四半期現象（ミッションの後半に抑
うつ、意欲低下、イライラ、対人関係の悪化などが認められる）、健康
増進効果（過酷な任務に打ち勝ったという自信や自己肯定感が増し、健
康度が増強する）など、興味深い知見が得られている。

（3）おわりに
今後の有人宇宙開発と宇宙医学の動向として、月面探査を中心に述べ

たが、具体化はしていないものの、月の次には火星探査を宇宙開発コ
ミュニティーは視野に入れている。火星となると、現有のエンジン推進
系では往復でも数年を要することから、宇宙飛行士の健康を支援する宇
宙医学の課題はさらに大きくなるだろう。まずは月面探査活動をしっか
りと完遂し、そこから得られた知見や技術の蓄積をベースに、人類が新
たなる挑戦に挑み続けることを期待するものである。

3 航空医学

有人気球の飛行から始まった航空医学のトピックスは低酸素対策、寒
冷対策などであった。有人飛行の時代には、頭部外傷予防のためのヘル
メットが話題であった。ジェット機の時代になれば航空身体検査、耐G
スーツ、加圧呼吸やキャビンの与圧などが注目されこれらの知識や技術
は宇宙医学に応用されるに至っている。

欧米の内科学書にはaerospace medicineの項があるが、邦文書には航
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空医学の記述はない。米国における航空医学は、米国予防医学会の専門
分野として専門医制度に組み込まれている。この分野は欧米に追随する
状況にある。

日本、英国、米国の5年間（2017～2021年）の民間航空旅客数を図2に
示す。日本では47,700万人（うち国際線15％）、英国では101、100万人（う
ち国際線83％）、米国では407，300万人（うち国際線20％）である。乗客
総数の比較で英国は2.1倍、米国は8.5倍となっている。

航空自衛官の定員、英国空軍及び米国空軍の軍人数を図3に示す。航
空自衛官の現員は約4.3万人（令和4年3月現在）、英国空軍の軍人は約
3.8万人（令和4年1月現在）、米国空軍の軍人は約33万人（令和4年9月）、
統計の単純比較では、航空自衛隊との比較で、英国は0.88倍、米国は
7.7倍となっている。

図図11.. 日日本本、、英英国国、、米米国国のの55年年間間のの民民間間航航空空旅旅客客数数

（（百百万万人人））

図2　日本、英国、米国の5年間の民間航空旅客数
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（（万万人人））

図図22.. 航航空空自自衛衛隊隊、、英英国国空空軍軍、、米米国国空空軍軍のの人人員員数数
図3　航空自衛隊、英国空軍、米国空軍の人員数

（1）航空医学に関わる医療従事者の養成
今後予測されるパイロット需要の拡大に伴い、航空身体検査や、関連

の予防医学に関わる医療従事者の養成がさらに必要となる。
米国では米国空軍航空宇宙医学校やライト州立大学航空宇宙医学修士

課程、テキサス大学ガルベストン校航空宇宙医学レジデントプログラム
などがあり14）、我が国でもこれらの卒業生が活躍している。

日本でも、国土交通省や航空自衛隊、宇宙航空研究開発機構（Japan 
Aerospace Exploration Agency： JAXA）、日本宇宙航空環境医学会や日
本航空医療学会、日本渡航医学会などで講習会が開かれている。今後の
教育活動の進展に注目したい。

（2）航空乗客増加への対応
持病を持つ方の搭乗の可否、機内での急病の発生、旅先で急性疾患を

患いながら、航空機による帰宅の可否について判断に迷っている事例も
耳にする。医師や医療従事者でも航空医学の情報の不足から相談を受け
ても判断に困っている場合もある。



156

旅客機への搭乗の可否については、国際航空運送協会（International 
Air Transport Association： IATA）からマニュアル15） が公開されてお
り、各種疾患の急性期や慢性期の航空機搭乗の可否について詳細に記さ
れている。

機内患者の発生に際しては、言葉の壁に影響を受けない遠隔医療制度
の普及が急務となっている。

（3）患者空輸、医療機器の扱い
重症患者の搬送に必要な医療機器を準備する場合に、医療従事者と航

空機管理者との調整が律速段階となることが多い16）。欧米においては患
者空輸の市場の大きさから、医療機器の選択肢も豊富である。我が国に
おいては未だに選択肢は少ない状況にある。今後の航空搬送に必要な医
療機器の普及を期待したい。

米空軍やNATO軍では外傷患者や呼吸機能の低下した乗客の航空搬送
のために、高圧ボンベによる酸素供給から、液体酸素システムによる酸
素供給に変更しつつあり、積極的な運用がなされている17）。最新型のシ
ステムでは、酸素17200リットルに相当する液体酸素の重量は68 kgであ
り、高圧酸素ボンベ使用時の158kgに比べ、積載重量の大幅な軽減が可
能である18）。既に米空軍、NATO軍、韓国軍では治療用液体酸素の航空
機への搭載が行われていると聞く。

　
（4）空間識失調と墜落防止

飛行数の増加、軍用航空機の性能向上から、事故防止システムも改善
を迫られつつある。特に軍用航空機の空間識失調による墜落は訓練によ
る完全防止が難しく、大きな課題の一つとして長く検討されている19,20）。

根本的な解決は地面や海面、山岳の崖地への自動衝突回避システムと
されるが、広く普及するに至っていない。

米国宇宙航空医学会は、軍用機の空間識失調による墜落防止の根本策
は自動地面衝突回避システムであるとし、2017年に米軍の戦闘機やヘリ
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コプターにシステムを搭載すべきとの提言を行っている21）。これらの提
言は、工業界や行政システムの変更を促すものであり、“医学”の領域を
超えている。

また高高度における生理学的に不具合な事象の報告22）が注目されてお
り、解明に向けた機器の開発23）も進んでいる。

航空医学における欧米の趨勢が我が国に波及することで我が国の航空
医学がさらに発展することを期待したい。

4 高所医学・登山医学

（1） はじめに： 高所医学とその範疇
高所医学とは、文字通り「高所」つまり標高が高い地域における医学

のことである。高所とはどれくらいの標高をいうのだろうか？なぜ、そ
のような概念が必要なのだろうか？

一般に高所とは、人が安全、快適に居住することができない程度の標
高地域で、概ね2000 ～ 2500 m程度以上の地域と考えてよいであろう（ボ
リビアの首都ラパス（3640 m）や、エクアドルの首都キト（2850 m）など、
高標高地域に位置する大都市も少なからず存在するが）。

北アルプスの登山口の一つで、山岳観光地として有名な長野県の上高
地は標高 1500 mである。また、スイスアルプスの登山口であるリゾー
ト観光地のツェルマットやサン・モリッツはそれぞれ標高 1608 mと
1820 mである。概ね、アルプスの登山口から少し（2～3時間）歩いた先が
高所の地域であり、高所医学が問題となるエリアといえる。通常、その
ような場所には登山者以外は立ち入らないので、高所医学は登山医学と
同義として考えることができる。世界には標高3000 mを超えるような高
地で何世代にもわたって暮らしてきたいわゆる山岳民族がいくつも存在
する。こうした人々の生理学的、遺伝学的研究をするのも広義の高所医
学の一分野ではあるが、本稿ではこの分野は対象としない。さらに、高
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所では気温も低下することから、凍傷や低体温症といった寒冷に起因す
る傷病も高所医学で扱われる場合もあるが、これも本稿では対象としな
い。

高所医学なる概念が生じたのは、とりもなおさず、高所においては独
特の疾患と病態が存在するからであり、平時低地に居住するひとが急に
標高の高い地域に移動すると発症する疾患があるからである。そのよう
な疾患を総称して高所障害（いわゆる広義の高山病）という。

歴史上、軍隊が高所に進軍した例は多いが、たいていの軍隊は高所医
学に対して無知であったがゆえに、多大な苦戦を強いられてきた。そして、
現代でも高所での部隊展開に同等のリスクが存在することから、特別の
準備と研究が必要となる。特に、世界の高所の多くは政情不安定地域に
あり、また地政学的に重要な場所も多く、将来、国連平和維持活動

（PeaceKeeping Operations： PKO）、 国 連 平 和 維 持 軍（PeaceKeeping 
Force： PKF）の派遣地域にもなりかねないことから、高所医学はわが国
の自衛隊の衛生部門においても十分な研究を要する分野である。

以上のような背景から、代表的な高所障害（高山病）の種類と病態を簡
単に紹介し、わが国の部隊衛生における問題点と軍事医学としての高所
医学の世界動向を述べる。

（2） 高所障害（高山病）の種類と病態
一般的な高所障害（高山病）の種類としては、頭痛を必須症状とする急

性高山病（Acute Mountain Sickness：AMS）、高所脳浮腫（High−Altitude 
Cerebral Edema：HACE）、 高 所 肺 水 腫（High−Altitude Pulmonary 
Edema：HAPE）の3種類である。いずれも、低圧低酸素環境に人体が適
応できずに生じるものであるので、共通する予防の基本は、「ゆっくり標
高をあげること」である。日頃の体力錬成では予防できない点に留意す
べきである。また、高山病罹患の既往のある人は再発の可能性が高いと
いわれているので、派遣隊員の選考の参考にすることができる。急性高
山病は最も一般的な高山病であり、富士登山をする人の3人に1人が発症
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するといわれている。高所脳浮腫は意識消失に至る頭蓋内圧亢進、高所
肺水腫は重度の呼吸障害を伴う非心原性肺水腫で、いずれも急性高山病
よりはるかに重篤でしばしば致命的であり、緊急の治療を要する。これ
らの高所障害の詳しい解説は、日本登山医学会による「高山病と関連疾
患の診療ガイドライン」24）にあり、筆者の知る限りの最良の教科書である。

日本国内でも最も頻繁に遭遇する急性高山病についてはレイクルイー
ズAMSスコア（Lake Louise Acute Mountain Sickness Score）と呼ばれる
比較的明快な診断スコアがあるので登山医学会のホームページより確認
されたい25）。

（3） 部隊衛生における高所障害の問題点
地球儀を俯瞰してみると、世界中の高地は、ユーラシア大陸の中心部

をはじめとして、すべての大陸に存在している。こうした世界の高地で
部隊を安全に効率的に運用するための知見が、現在の自衛隊には存在し
ない。そうしたなかで、平成26年9月27日に御嶽山噴火災害がおきた。
その際の捜索活動においては標高3000 m近い地域での活動が余儀なくさ
れ、高山病に罹患した隊員もいる26, 27）。すでに自衛隊は部隊衛生のため
に高所医学を学ばねばならない時期に来ている。ヒマラヤ登山隊など、
6000 ～ 8000 m級の高所登山に挑む登山家たちは高山病予防のために低
酸素室で事前に訓練を受ける場合が多く、登山家たちの多くがその効果
を実感しており、高所派遣隊員の低酸素室での事前訓練は効果があるも
のと考えられる。しかし、高山病耐性獲得のメカニズムが不明であり、
メカニズムの解明は高所で作戦行動を遂行する際の部隊衛生上の一つの
鍵となるものと考えられる。

（4） 軍事医学としての高所医学の世界動向
高山病ついては、その発症のメカニズムや病態生理を含め、なお不明

な点が多い。またアスリートにおいてはその知見のニーズが高いことか
ら、治療法や疫学などを含め、幅広い領域から、この直近の10年間の総
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説だけでも1000報を超える論文が出ている。こうした膨大な研究成果の
中で特に自衛隊が高所での部隊展開のために必要な知見は、循環・呼吸
動態の変化を中心とした高所生理などの基礎的な研究や個々の疾患の治
療方法などよりもむしろ、隊員の選抜や高山病予防や事前訓練の方法な
どに関するものであろう。今回はそれらのなかから2点について紹介し
たい。

米陸軍はその環境医学研究機関 （U.S. Army Research Institute of 
Environmental Medicine： USARIEM）が開発したAMS−alertというアル
ゴリズムアプリを実用化している 28）。これはパルスオキシメーターを含
んだウェアラブルデバイスによる計測データに基づく診断アルゴリズム
で、これにより83％の精度で隊員の急性高山病罹患リスクを事前に検知
できるという。高所順応の程度や高山病の発症リスクが経皮的動脈血酸
素飽和度（SpO2値）のモニターによって予測可能とする知見29）をもとに
開発されたが、技術や製品が公開された際には自衛隊も採用を検討する
価値がある。

高地で開催される耐久レースなどの競技会や、各種競技団体の高地ト
レーニングの知見などは、高地における部隊展開の際の医療支援の参考
となる。中でも、プロ、アマチュアを問わず、現在、多くの種目で行わ
れている「高地トレーニング」は特に注目すべきであろう。これは、
1968年メキシコシティオリンピックの前後から研究がはじめられてお
り、今日では、「Living high， training low（高地で宿泊し、低地でトレー
ニングする）」方式のトレーニング法が定着している。これは単に、低地
での身体能力・競技能力を向上させるのみならず、高所障害の予防にも
なるので、高所における部隊展開が予定される場合には必ず実施すべき
事前訓練である30,31）。

（5） 自衛隊における高所医学研究の必要性
前述の通り、軍事医学の一分野としても高所医学は幅広い領域をカバー

する医学であるが、現状において、これを部隊医学に反映すべく継続的
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に研究する態勢が自衛隊には皆無であるため、これを構築することが急
務である。まずは人材である。高所医学／登山医学に精通した医官を養
成するべきである。高所医学／登山医学に特化した認定医資格として、
日本登山医学会が認定する専門医制度がある。一般に「山岳医」と呼ば
れる資格であるが、山岳医が自衛隊においてどのような貢献ができるの
かを論じた文献があるのでご一読願いたい 32）。

わが国には富士山（3776 m）以上の標高の場所は存在しない。南アルプ
ス北岳（3193 m）、北アルプス穂高連峰（3190 m）が続くが、山頂へのアプ
ローチの良さは富士山が格段に良いことから、これを活用しない手はな
い。低酸素室は収容人員に制約を伴うが、富士山ではこの制約は無く、
高所派遣隊員の訓練に最適の場所である。富士山は近い将来、噴火が予
想されており33）、山頂付近での救難・捜索活動も想定されることから、
富士山上部での訓練・演習を増しておくことは自衛隊の高所医学への対
応力を向上させるのみならず、将来の噴火災害への備えとしても重要で
ある。
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1 PTSD治療の最新動向

（1）はじめに
心的外傷後ストレス障害（Post−Traumatic Stress Disorder：PTSD）は

事故・震災・津波・虐待・レイプ・暴力犯罪など、生命を脅かすような
危機的な出来事を体験または目撃したことをきっかけに発症する精神疾
患である。その発症メカニズムに基づき発展してきたトラウマ焦点化療
法は、高い有効性を示す一方で、治療抵抗性や脱落率の高さなど、いく
つかの問題を抱えており新たな治療法の開発が試みられている。

本節では、PTSDの発症メカニズムと既存治療との関係を概説した後
に、PTSD治療の最新動向について概説する。

（2）トラウマ記憶の成立と消去：恐怖条件付けと消去学習
PTSDはトラウマへの恐怖条件付けとして理解されており、その治療

は消去学習に基づいて開発されてきた。恐怖条件付けでは、中性刺激（単
独では恐怖反応を生起させない刺激。ブザー音や図形など）と恐怖刺激（痛
み刺激など単独で恐怖反応を生起させる刺激）が同時に提示される。この
手順を繰り返すことで、中性刺激の単独提示だけで恐怖反応が生起され
るようになる。中性刺激と恐怖刺激の連合学習がおこり、中性刺激が恐
怖刺激によって条件付けられるのである。PTSDはトラウマ体験中の恐
怖や苦痛によって、トラウマ体験が過度に恐怖条件付けられることによ
り生じる。

恐怖条件付けによる学習は、消去学習により緩和される。消去学習では、
恐怖条件付けされた中性刺激を単独で繰り返し提示する。この手順を通
じて、中性刺激と恐怖刺激の連合が解かれ、中性刺激単独提示による恐
怖反応は徐々に薄れていく。この消去学習のメカニズムを臨床に応用し
たのが、トラウマ焦点化療法である。
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（3）PTSD の心理療法
a） 既存の心理療法：トラウマ焦点化療法

PTSDにおいて、消去学習のスキームはトラウマ焦点化療法として
用いられており、最も有効な治療法として位置づけられている。トラ
ウマ焦点化療法では、PTSD患者は安全な場所・状況下で繰り返しト
ラウマ記憶に曝露される。これにより、トラウマ記憶と恐怖の連合を
解除していく。トラウマ記憶への曝露には、診察室でのトラウマの語
りや（例：交通事故の様子を詳述）、恐怖を感じる出来事の体験（例：事
故にあったのと同じ車種の車を運転する）などが含まれる。臨床の現場
ではいくつかのトラウマ焦点化療法が開発されているが、中でも持続
曝露療法（Prolonged Exposure therapy： PE療法）と眼球運動脱感作療
法（Eye Movement Desensitization and Reprocessing： EMDR）の二つ
の有効性がよく知られている。PEはトラウマ曝露を単独で用いるのに
対し、EMDRではトラウマ曝露中に左右の脳を刺激する両側刺激（動
く指を両目で追視させる、左右の耳から交互に音を聞かせる、左右の
膝を軽くタップする等）を併用する。両側刺激が治療に効果を発揮する
メカニズムは明らかではないが、両側刺激下で体験した感覚や刺激は
その鮮やかさが失われることが人を対象とした研究で報告されている。
また、げっ歯類を対象とした最近の研究では、両側刺激により恐怖や
恐怖条件付けを司るとされる脳の扁桃体の活動が抑制されることが示
されており1）、EMDRの両側刺激も扁桃体を抑制することで治療効果
に貢献している可能性が指摘されている。

PEやEMDRに代表されるトラウマ焦点化療法は有効性が広く示さ
れているが、万人に有効なわけではない。また、いくつかの克服すべ
き課題も存在する。第1に、治療に伴うトラウマ記憶曝露は患者の苦
痛が大きく、治療脱落率は概ね20％−40％程度である。第2に、トラ
ウマ記憶をうまく表出できず、自発的なトラウマ記憶への曝露がうま
く行えない患者の存在である。解離症状としてトラウマ体験を記憶の
奥底に封印し、想起できないというケースも珍しくない。このような
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問題点を克服するため、様々な取り組みが行われている。
b） 最新の治療法
i）  ニューロフィードバックを用いたPTSD治療

1つ目の問題点である、トラウマ記憶曝露による苦痛を軽減する試
みとして、ニューロフィードバック技法が注目を集めている。ニュー
ロフィードバックでは、患者の脳波やfMRI（機能的磁気共鳴画像法）を
用いて計測した脳活動（ニューロ）をリアルタイムに解析し、その場で
患者本人に提示（フィードバック）する。患者は、与えられたフィード
バックを手がかりに、自身の脳活動が目的の脳活動に近くよう試行錯
誤する。誘導先の脳状態を病態に基づき設定する事で、治療効果のあ
る脳状態の変容を引き起こすことが可能となる。初期のフィードバッ
クでは扁桃体全体の活動レベルを操作するというような解像度の粗い
ものであったが、最新のニューロフィードバックでは脳活動の詳細な
パターンを操作する事に成功している。これにより「トラウマ体験時
に対応する脳活動パターン」のような精緻な脳活動操作が可能となる。
つまり、トラウマ記憶に実際に曝露されることなく、トラウマ記憶を
体験できる可能性がある。筆者らを含む研究グループは、この手法の
臨床応用への開発を進めている。既に人工的な恐怖条件刺激、健常者
の動物恐怖、少数例のPTSDで有効性を確認しており2−4）、多数の実
患者を対象に信頼度の高い二重盲検ランダム化比較試験での効果検証
を計画している。
ii） バーチャルリアリティー（VR）を用いた治療法

2つ目の問題点である、自発的なトラウマ記憶への曝露をうまく行
えないケースを対象とするため、VRを用いた曝露療法が開発されてい
る。VRを利用して、トラウマの現場を再現することで、リアルなトラ
ウマ記憶への曝露を助け、自発的な曝露の必要性を軽減する。VRによ
る曝露療法の効果の程は未だ確立されていないが、少なくとも自発的
なトラウマ記憶への曝露に困難さを持つ患者への有効性は示され始め
ており、さらなる研究が待たれる5）。



第5章　メンタルヘルス分野

169

（4）薬物療法の最新動向
PTSDの薬物療法は抗うつ薬であるSSRI（選択的セロトニン再取り込

み阻害薬）がfirst choice（第一選択薬）として推奨されているが、これ以外
にも種々の薬物療法が検討されている。中でも近年着目されているのが、
恐怖学習や記憶に重要な役割を果たすNMDA（N−methyl−D−aspartate）
受容体アンタゴニスト（拮抗剤）と、セロトニンを大量に放出させる
MDMA（methylenedioxymethamphetamine）である。NMDA受容体の効
果を検証したオープンラベル試験（医療スタッフ、患者の双方が治療内容
を把握した状態で行われる試験）では、NMDAレセプターアンタゴニス
トであるメマンチンの有効性が報告されている。一般に認知症の予防薬
として用いられるメマンチンは、トラウマ焦点化行動療法と同等の効果
を示すと報告された6）。一方、合成麻薬であるMDMAをトラウマ焦点化
療法への補充療法として用いた二重盲検ランダム化比較試験（患者を二群
に分け、医療スタッフ、患者とも知らない状態で一方の群には被験薬を、
他方の郡には偽薬を与えて効果を比較する試験）では、MDMA投与群は、
プラセボ投与群と比較して統計的・臨床的に有意に優れた治療成績を示
すことが確認されている7）。

（5）おわりに
これまでみてきたように、PTSDの治療はその病態メカニズムに基づ

いて発展を遂げており、治療の発展は病態メカニズムの理解につながっ
ている。今後も、治療の発展と病態理解が両輪となってPTSD医療に貢
献していくものと思料される。
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2 レジリエンス・トレーニングの動向

（1）はじめに
現代はストレス社会といわれるが、ストレスによる影響から回復する

力として“レジリエンス”という概念が注目されている。非常事態への対
処を求められる防衛省において、自衛隊員は時に強大なストレスに曝さ
れる。こうした状況下でも隊員がメンタルヘルスを良好に維持するため
に、レジリエンスを高め、備えておくことは、組織として重要な課題と
いえる。

本稿では、当初レジリエンスの概念的な面について概説し、続いてそ
の向上を目的としたレジリエンス・トレーニングの近年の動向について
簡単に紹介する。

（2）レジリエンスの定義
“レジリエンス”は包括的な概念であるため、研究者や専門家により立

場が微妙に異なり、適用される状況・文脈によって定義も異なってくる。
そのため、広く認められたゴールド・スタンダードな定義は存在しないが、

「困難な状況に直面した際、これらに適応し、回復し、成長する現象」と
いう基本的な概念は、多くの定義に共通して含まれる。

レジリエンスを検討する際、個人のレベル、集団や組織のレベル、社
会システムのレベルに至るまで、様々な規模のレベルが存在する。個人
のレジリエンス一つとっても、楽観性や思考の柔軟性といった心理学的
な要素から、神経の可塑性や遺伝子多型といった生物学的な要素に至る
まで、実に様々な次元のレジリエンスが考えられる。また、レジリエン
スを、困難な状況に適応し回復する「能力」とする立場もあれば、こう
した「過程」とする立場、あるいはこれらを通して成長する「結果」と
する立場など、色々な捉え方が存在する8）。本稿ではレジリエンスを、
困難な状況に適応し回復する「能力」として捉え、特に個人の心理学的
レジリエンスについて扱うこととする。
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（3）レジリエンスの要素
心理的レジリエンスの要素を述べた先行研究は数多くあり、様々な要

素がこれまでに報告されている。コクラン（Cochrane）レビュー 9）におい
て強いエビデンスが示されているものとしては、積極的な対処（問題解決
型・計画的対処など）、自己効力感、楽観主義、社会的サポート、認知的
柔軟性、宗教、ポジティブな感情、ハーディネス（頑健性）、自尊感情ま
たは自己肯定感、人生における意味や目的、首尾一貫感覚などが挙げら
れている。また、中等度のエビデンスが示されているものとしては、自
己統制（解決）型思考、対処の柔軟性、希望、ユーモアが、弱いエビデン
スが示されているものとしては、利他主義が挙げられている。

このように、レジリエンスの要素はこれまでに数多く報告されており、
この概念がいかに包括的なものであるかがよく理解できる。また、レジ
リエンスの要素を議論する際は、「どのような対象において、どういった
状況で発揮されるレジリエンスなのか？」という視点を忘れてはならな
い。困難な状況への適応や回復の仕方は、置かれている状況の性質や対
象によって大きく異なるからである。

（4）レジリエンス・トレーニング
近年、組織や個人のストレス対処能力やパフォーマンスの向上を目的

としたレジリエンス・トレーニングが注目を集めている。レジリエンス・
トレーニングとは、前述したようなレジリエンスの要素を向上させるこ
とを目的としたもので、よく知られているプログラムにとしては、
American Psychological Association training 10）、Stress Management 
and Resiliency Training （SMART）11） 、Pennsylvania Resiliency 
Program （PRP）12）などがあげられる。

現行のレジリエンス・トレーニングの多くは、認知行動療法、マイン
ドフルネス、あるいはこれら2つを混合したプログラムによって構成さ
れている。認知行動療法は、自己評価、思考パターンの変更を図る認知
療法と、問題行動の変更や新しい行動を獲得する行動療法を組み合わせ
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たものであり、出来事に対する見方及び行動を変えることを目的として
いる。マインドフルネスは、ストレスフルな出来事に対する過剰かつ反
復的な不安に対し、瞑想などの技法を用いて受容的かつ客観的態度を身
につける手法である。こうしたプログラムによるレジリエンスの向上効
果がメタ解析（ある研究課題に関する複数の研究結果を統合して解析する
手法）において示されており、中でも認知行動療法とマインドフルネスを
組み合わせたプログラム、およびマインドフルネスを用いたプログラム
において、中等度の効果が確認されている13）。

また、レジリエンス・トレーニングの教授スタイルには、1対1の対面
式、グループ形式、コンピュータ形式など、いくつかの方法があるが、1
対1の対面式による効果が最も高いと報告されている14）。

（5）軍隊におけるレジリエンス・トレーニング
時に強いストレスを強いられる軍組織においては、レジリエンスを

向上させる取り組みを特に重視している15）。例えば米陸軍では、100億
円以上を投じてComprehensive Soldier Fitness（CSF）というレジリエン
ス・トレーニングを2009年に開始しており、現在はReady and Resilient

（R2）という名に改名されながら、積極的にレジリエンス向上施策に取り
組んでいる。R2では、Azimuth Checkと称される約100項目の電子回答
ツールに各兵士が回答すると、身体・感情・社会・スピリチュアル・家
族の5つの領域で個人のレジリエンスが評価され、フィードバックされ
る。その際、各個人の評価に基づき、レジリエンス向上に最適化された
e−learning教材やモバイル・アプリ等の情報が提供される仕組みにな
っている。さらに兵士らは、規定のコースを修了したトレーナーによる
Master Resilience Training（MRT）という教育を、各所属部隊において
受けることが規定されている。MRTはレジリエンスの要素として6つの
能力（自己認識、自己調整、楽観主義、精神的柔軟性、性格の強み、つな
がり）を高めることを目的としており、内容の一つに認知行動療法の教育
が含まれている16）。
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同様に、米空軍においても組織にレジリエンス部門が設置されており、
利用できるサポート資源の強化、軍隊内のハラスメントやドメスティッ
ク・バイオレンスの防止、心理的レジリエンスを高めるプログラムなど、
組織全体としてレジリエンスを高める取り組みを包括的に行っている17）。
このように、個人だけを対象とするのではなく、組織全体としてレジリ
エンスの向上に取り組む米軍のやり方は、施策の実効性を高めるのに有
効な手法と言えよう。

（6）今後の展望
ストレス対処能力を高め、個人のメンタルヘルスを向上させるレジリ

エンス・トレーニングは、今後ますます注目を集めていくことが予想さ
れる。現時点では、認知行動療法やマインドフルネスをベースとしたト
レーニングが主に行われており、一定の効果が検証されている。今後も
新たな手法を用いたレジリエンス・トレーニングが出現しては、その効
果が検証されるということが繰り返されていくであろう。

他国の軍組織と同じく、事態対処を担う防衛省にとってレジリエンス
の向上は重要な課題であり、そのためのトレーニングに着手してはいる
ものの、それらの効果を検証するには至っていない。「新たな施策に着手
した後にその効果を検証し、不十分な箇所を修正する」といった地道な
作業を繰り返すことにより、より実効性のある施策へと深化していくこ
とが期待される。我々の部門でもこうした一翼を担い、防衛省が強靭な
組織へと発展することに少しでも貢献できればと考えている。

3 国連平和維持活動における心的外傷後ストレス障害

（1）はじめに
国連平和維持活動（以下国連PKO： Peacekeeping Operations）は国連

憲章上明確な規定はないが、国際の平和と安全を維持するための国際社
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会における重要なツールとされており、2022年10月時点において世界で
12の活動が進行中で8万人を超える人員がこれらに従事している18）。

冷戦終結以降、国際社会が対応を迫られる紛争の多くが国家間の紛争
から国内紛争へと変遷し、国連PKOの任務も多様化してきている。伝統
的な国連PKOは、国家間の戦争終了後の停戦監視や兵力引き離しといっ
た軍事的役割が中心のモデルであったが、今日では選挙の監視や文民の
保護といったより広い任務も担うようになり、軍事・警察・文民など多
くの要素で構成される複雑なモデルへと発展している。

（2）国連 PKO における心理的ストレス
国連PKOでは、生命の脅威となるようなストレスは戦争と比べて小さ

いとされるが、国連PKO特有のストレスも存在する。例えば、国連
PKOの活動地域には対立する武装勢力などが存在し、政情が不安定なこ
とが多い。国連は、中立性を保ちながら政情安定化に向けた支援を行う
わけであるが、時に一部の武装勢力から攻撃されることもある。国連
PKOの要員らは、こうした「見えない敵」に対し常に警戒を強いられる
一方、自らの安全を維持するために、必要最小限の武力行使しか認めら
れていない。このように、緊迫する状況下において常に自制的な行動が
求められるという要求は、国連PKOの要員らにとって大きなストレスと
なる19）。

また、国連PKOの存在理由は、中立的な立場を堅持して紛争地域の緊
張を緩和し、対立勢力らの交渉による解決を実現させることであるが、
決して政治的な活動を行うわけではない。こうした任務の曖昧さは、派
遣要員のストレスとなるだけでなく、複数国の部隊で構成される派遣団
のコマンド構造を混乱させることもある。他にも、こうした任務の困難
さに起因する無力感や、作業の多くが単調なルーチン業務であることに
よる退屈さなど、国連PKO特有のストレスがいくつか指摘されてい
る20）。
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（3）国連 PKO における PTSD
　国連 PKO に起因する PTSD の有病率に関する先行研究は 9 件あり、
その多くが 1990 年代の国連 PKO を対象としたもので、有病率は 0 ～
11％と幅が広い 21）。国連 PKO に限定せず、NATO における PKO の
報告も含めると、PTSD の有病率に関する先行研究は 24 に増加する。
Souza らは、1997 年から 2008 年の間に報告された PKO 要員の PTSD 有
病率に関する 12 の研究のメタ解析を行い 22）、PTSD の有病率は 0.5 ～
25.8％と範囲が広く、全てを含めた PTSD の有病率は 5.3％であると報告
している。Forbes らは、オーストラリアの PKO 経験者 1,025 人と、こ
れと同数の一般市民とで精神疾患の有病率を比較している 23）。これによ
ると、一般市民の 1 年間 PTSD 有病率は 6.0％であるのに対し、PKO 経
験者では 16.8％と有意に高いことが示されており、戦闘経験者と同様に
PKO 経験者に対してもメンタルヘルスケアが必要であると報告してい
る。

PTSDの危険因子に関する知見を調べると、国連PKOに限定したメタ
解析は存在しないが、軍の活動も含めた3つのメタ解析論文が存在す
る24−26）。危険因子をトラウマ体験前・体験時・体験後に分けて見ると、
最も影響の強い危険因子として共通するのはトラウマ体験時の関連要因
であり、トラウマ自体の性質や重症度、トラウマ受傷時あるいは受傷直
後の苦痛や解離体験などが含まれる。次に影響の強い危険因子はトラウ
マ体験後に作用する要因で、トラウマ体験後に生じるストレスフルな別
のライフイベント、あるいは社会的支援の欠如などが挙げられる。最も
影響の少ない危険因子はトラウマ体験前の関連要因で、性別・人種・幼
少期のトラウマ体験などであり、これらの危険因子としての寄与度はそ
れぞれ5％未満であった。

国連PKOに関連するPTSDの危険因子では、トラウマ体験に付与され
る「意味」が注目されている。この背景には、軍組織におけるPTSD発
症要因の一つとして「moral injury（道徳的な傷つき）」が提唱されて以降、
任務に伴って感じる罪悪感や恥の経験が、トラウマ体験の影響を理解す
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る上で重要なものとして考えられるようになったことがあげられる27）。

（4） 国連による PTSD 対策のためのフレームワークの開発
通常PTSDは、トラウマ体験後まもなく症状が出現するが、一部のケー

スでは数ケ月から数年経過して症状が出現し、トラウマ体験から6ケ月
以上経過してPTSDと診断される。このようなケースは遅発型PTSDと
称され、メタ解析によると、全PTSDケースの24.8％が遅発型と報告さ
れている28）。特に、軍隊・警察・消防など、強くあることが美徳とされ
るマッチョ文化では遅発型が多いと指摘されており29）、国連PKOの要員
においても珍しくない。国連における公務災害の補償は原則的に各ミッ
ションの予算から執行されるが、遅発型PTSDでは公務災害認定時に起
因となったミッション自体が完結している場合がある。国連は、こうし
たPTSDの補償問題を契機として、PKO要員に対する持続可能なPTSD
対策のフレームワークを開発するため、各国でのPTSDに対する取り組
みを調査している21）。

この調査は2020年12月から2021年3月にかけて実施され、111の加盟
国のうち65カ国から回答を得て（回答率58.6％）、PTSD対策として次の8
つの要素を同定した。①派遣要員の身体的・精神的健康を促進する包括
的な取組み、②派遣前の隊員の適性検査、③任務におけるストレス管理
のための派遣前訓練、④派遣中の急性ストレスを管理し緩和するための
教育、⑤帰国時におけるメンタルヘルス管理のトレーニング、⑥派遣後
の精神疾患のスクリーニング、⑦スクリーニング陽性者に対する治療の
紹介、⑧公務災害に対する隊員への補償。各国のPTSD対策は、これら
8つの要素を組み合わせることにより実施されていた。

（5）防衛省の今後の課題
上述のように、国連PKOの派遣要員はPTSDのリスクに曝されるため、

各国でその対策が実施されている。防衛省も、PKO派遣隊員に対するメ
ンタルヘルス対策には注力してはいるが、国連が報告している8つの要
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素を見る限り、補完すべき点も残されている。
一つは、PTSDと診断された隊員を専門的治療につなげるという課題

である。PTSDの治療ガイドラインでは、効果的な治療としてトラウマ
を扱う認知行動療法が推奨されており、代表的なものに持続エクスポー
ジ ャ ー 療 法（Prolonged Exposure Therapy： PE）・ 認 知 処 理 療 法

（Cognitive Processing Therapy： CPT）・眼球運動による脱感作と再処
理法（Eye Movement Desensitization and Reprocessing： EMDR）等があ
げられる。現在、日本においてこれらの専門的治療を受けられる医療機
関はとても少なく、防衛省の医療機関においても極めて限定されている。
非常事態への対処を任務とする防衛省として、PTSDの専門的治療能力
を高めることは喫緊の課題といえる。

また、国連PKOに伴う公務災害の補償であるが、防衛省における公務
災害の認定制度やそれに対する補償は十分に整備されているものの、国
連の補償制度の活用については十分に周知されていないように思われる。
国連の補償制度も十分に活用できる体制を整えることにより、隊員への
補償がより手厚いものとなり、国連PKOに隊員を送り出す家族らの不安
感を少しでも和らげることにつながるであろう。今後の改善が期待され
る。 

4 データサイエンスとメンタルヘルス

（1） はじめに
メンタルヘルスには多種類の要因が影響を与えている。歴史的には、

理論的根拠に基づいてメンタルヘルスに関わる要因を特定しようとして
きた。しかしながら、単一の変数だけでは、メンタルヘルスに寄与する
説明力が小さく、研究者の関心は自然に、より小さな効果を数多く取り
込むことができる多変量モデルに向けられている。データサイエンスの
発展により機械学習を用いたメンタルヘルス研究が盛んになっている。
機械学習は、統計的なツールやアプローチの集合体であり、関心のある
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結果を予測するために小さな効果を検出・集約するというこの目的に非
常に適している。

（2） 機械学習の特徴：従来の統計手法と比較して
機械学習は、従来の統計解析手法と異なる点が主に2つある。1点目は、

推論（仮説検証）よりも予測（モデルの説明力）に重点を置いていることで
ある。2点目は、大量の予測因子を同時に扱うことができ、柔軟なモデ
ルへのシフトである30）。予測は機械学習アルゴリズムを用いなくとも行
うことができる。仮定とサンプルサイズの要件が合理的に満たされ、予
測因子の数が少なく（25以下）、非線形効果が相対的に弱い場合、従来の
パラメトリックモデル*1で十分に予測可能性である。一方で、機械学習
アプローチの付加的価値は、潜在的な予測変数の数が多く、かつそれら
の効果が非線形の場合に現れる。

メンタルヘルス領域の研究のいくつかは、機械学習の付加的価値がす
でに実証されているが、すべての状況において最高のパフォーマンスを
発揮する統計学的学習法はない30）。ある種の方法をより柔軟にしていく
と、最初のうちはバイアスの減少の方が分散の増加より大きい *2 。しか
し、ある時点で柔軟性を増やした場合に生じるバイアスの減少効果が消
失し、代わりに分散が急激に増加する。この現象は、バイアスと分散の
トレードオフと呼ばれ、統計学的学習に一般的に認められる現象であ
る31）。また、従来の研究アプローチでは、モデル内の特定の係数のp値
に着目していたが、特に機械学習を用いた予測研究では、R2 *3、バラン

＊1  例えば、y=ax+bなどのように予めモデルを過程すること。モデルは線形、非線形な
どは問わない。

＊2 機械学習では、ある方法をより柔軟にすると、最初の段階では予測の偏りが減少す
る効果が分散の増加よりも大きくなる。つまり、より柔軟な方法を使うと、データ
によりフィットしてより正確な予測をすることができる。

＊3 回帰モデルの性能を評価するための指標の一つで、実際の観測値と回帰モデルによ
って予測された値の間の変動の割合を表す。
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シング精度*4、またはArea Under the Curve（AUC）*5 の観点から、モデ
ルの全体的な説明力に着目することが多い。予測研究では、モデルが、
あるデータセットから別のデータセットへの一貫性のあるパターンを学
習しているか、あるいは、モデルが単に最初のトレーニングデータの特
異性を学習したにすぎないかを調べるために、検証アプローチに強い関
心を持つことが必要である30）。

（3） 機械学習を用いたメンタルヘルス研究
メンタルヘルスの領域で機械学習を用いた研究を紹介する。最も精力

的に研究がされているのは、治療反応の予測である。米国で実施された
うつ病アルゴリズム確立のための研究であるSequenced Treatment 
Alternatives to Relieve Depression（STAR＊D） の2次解析が機械学習を
用いて行われている。この研究のベースラインで抽出できる全てのデー
タを用いて、機械学習を用いて、抗うつ薬の一種であるcitalopramによ
る寛解を予測する25の治療前の変数による臨床予測モデルが作成され
た。モデルの予測精度は64.4％であった。このモデルを、他の臨床試験
のデータに適用したところ、STAR＊Dと類似した薬物では予測精度は、
それぞれ約60％と良好であったが、異なった薬物では約51.1％と偶然以
上の寛解を予測できなかった32）。

自殺に関連した行動についても機械学習を用いた研究結果が多数報告
されている。Kusumaら33） の系統的レビューとメタアナライシスでは、
機械学習の自殺念慮、自殺未遂、自殺既遂の予測の有効性について検証
している。メタアナライシスでは35の研究から54のモデルが検討された。
用いた機械学習のモデルは非常に多岐に渡った。全体のプールAUCは
0.86、感度0.66、特異度0.87 という非常に優れた値を示し、自殺念慮、
自殺未遂、自殺既遂のプールAUCはそれぞれ0.88、0.87、0.84であり、

＊4 不均衡データセットにおける分類モデルの性能を評価するための指標の一つ。
＊5 ROC曲線(Receiver Operating Characteristic curve)のグラフの下部の面積を計算し

たもので、機械学習モデルの分類性能を評価する指標の一つ。
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従来の自殺予測モデルの性能と比較して良好であった。
機械学習は、遺伝子データとメンタルヘルス予測との橋渡しをするた

めの魅力的な分析手法でもある。DNAメチル化および遺伝子発現データ
と人口統計学的および臨床的変数のデータセットと組み合わせで、複数
の薬剤に対する反応を予測する能力について研究されている。最近のレ
ビュー 34）では、うつ病の治療成績の遺伝的予測が最も有望であると指摘
されており、全体の精度はAUC＝0.82であった。機械学習の手法として
は、決定木法を用いたアプローチが最も一般的で、次いでペナルティ付
き回帰*6 、サポートベクターマシン*7 、深層学習*8 が続いた。一方で、
これらのアプローチを臨床治療の指針として利用することを支持するほ
どの説得力や精度は得られていないことも指摘されている35）。

電子カルテ（Electronic Health Record： EHR）には、コード化された構
造化データと自然言語処理でマイニングできるクリニカルノートなどの
非構造化データが大量に含まれる。EHRデータを用いた機械学習による
研究は多数報告されている。Pradierらの研究では36）、ロジスティック回
帰*9 とランダムフォレスト*10 を用いて、初回処方時に入手可能な人口統
計データと構造化EHRデータを用いて、9種類の抗うつ薬の1つを開始
した後の治療中止を予測した。平均AUCは0.70未満であったが、EHR
データを組み込むことで治療中止の予測が有意に改善された。

＊6 回帰分析において、回帰係数の大きさに対してペナルティを課す手法。過剰適合を
防ぐために用いられ、過度に複雑なモデルを抑制することで、より汎化性能の高い
モデルを構築する。リッジ回帰、ラッソ回帰、Elastic Net回帰などが含まれる。

＊7 機械学習の分類および回帰に使用される強力な教師あり学習アルゴリズム。主に2
クラス分類に適用されるが、多クラス分類にも拡張されている。

＊8 機械学習の一分野であり、多層のニューラルネットワークを用いて複雑なタスクを
解決する手法。

＊9 機械学習の分類アルゴリズムの一つ、2つのクラスにデータを分類するためのモデ
ル。

＊10 機械学習のアンサンブル学習法の一つで、複数の決定木を組み合わせて分類や回帰
を行う手法。
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スマートフォンは、多数のセンサーにより睡眠の質、運動量、心拍数、
地理的位置、言語使用、コミュニケーションパターンなどが収集可能と
なっている。このようなセンサーデータの複雑なパターンの解析には機
械学習手法が不可欠である37）。また、ソーシャルネットワークサービス
から生じるビックデータからメンタルヘルスを推定する試みもなされて
いる38）。近年、オンラインでのメンタルヘルス介入が注目されており、
インターネットベースの認知行動療法（Internet Cognitive Behavioral 
Therapy： iCBT）などが有効性を示している39）。iCBTは大規模なアウト
カムデータを収集することができるため、機械学習技術の活用に適して
いる。iCBTにスマートフォンから得られるセンサーデータを組み合わせ
た解析も魅力的な研究になろう。

（4） 軍人のメンタルヘルス研究への応用
戦地に派遣されたデンマーク軍兵士の帰還後の精神衛生上の問題が、

機械学習によって予測できるかが検証されている40）。広範な登録データ
から、配備前または配備時の21の予測因子を用いて、帰還後6.5年以内
に生じる精神衛生上の問題を予測した。4つの教師付き機械学習手法（罰
則付きロジスティック回帰、ランダムフォレスト、サポートベクターマ
シン、勾配ブースティングマシン*11）が用いられた。27594人の被験者の
うち、2175人（8％）が精神科医の診察を受けていた。適用した4つの機
械学習手法は、いずれも偶然を大きく上回る性能を示し（AUC ＝ 0.62−
0.68）、最良のモデルの陽性的中率は0.16であった。機械学習により、初
回配備後の数年間において精神衛生上のリスクが高い兵士を早期に特定
するのに有用であるが、性能は控えめで、陽性的中率も低く、派遣前の
スクリーニングへのモデルの適用性は限定的であるとも指摘されている。

＊11 機械学習のアンサンブル学習法の一つで、弱学習器(通常は決定木)を組み合わせて
より強力なモデルを構築する手法。
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（5） 防衛・軍事医学での機械学習の実装と倫理的課題
防衛・軍事医学では、ビックデータの入手は比較的容易であり、機械

学習を用いたメンタルヘルス研究はますます盛んになるであろう。機械
学習のメンタルヘルス領域の研究で有用性はこれまで述べてきたように、
疑いの余地はない。一方で、現時点での臨床応用は懐疑的な論調が示さ
れることが多い。臨床現場での医学的な情報は、特に、メンタルヘルス
領域では、患者の意思決定をサポートするためにある。機械学習はアル
ゴリズムが複雑化して、しばしば「ブラックボックス」になりがちである。
予測精度が格段に高い場合は別であろうが、解釈が難しいモデルは説得
性に欠け心理的受け入れが困難になる可能性がある。また、機械学習を
参考に意思決定がなされた場合の責任の所在、患者の情報のプライバシー
保護などクリアすべき点も多い。防衛・軍事医学分野でも、機械学習を
用いた研究ではこのような倫理的課題があることに留意して、研究成果
の実装に際しては、より慎重な姿勢も求められるであろう。

参考文献
1) Baek J,Lee S, Cho T, et al.: Neural circuits underlying a psychotherapeutic 

regimen for fear disorders. Nature.  566: 339−343. 2019.
2) Chiba T,Kanazawa T, Koizumi A, et al.: Current Status of Neurofeedback for 

Post−traumatic Stress Disorder: A Systematic Review and the Possibility of 
Decoded Neurofeedback. Front Hum Neurosci . 13: 233. 2019.

3) Koizumi A,Amano K,Cortese A, et al.: Fear reduction without fear through 
reinforcement of neural activity that bypasses conscious exposure. Nat Hum 
Behav. 1. 2016.

4) Taschereau−Dumouchel V, Cortese A, Chiba T, et al.: Towards an unconscious 
neural reinforcement intervention for common fears. Proc Natl Acad Sci U S A. 
115: 3470−3475. 2018.

5) Kothgassner OD, Goreis A, Kafka JX, et al.: Virtual reality exposure therapy for 
posttraumatic stress disorder (PTSD): a meta−analysis. Eur J Psychotraumatol . 
10: 1654782. 2019.

6) Hori H,Itoh M, Matsui M,  et al.: The efficacy of memantine in the treatment of 



第5章　メンタルヘルス分野

183

civilian posttraumatic stress disorder: an open−label trial. Eur J Psychotraumatol. 
12: 1859821. 2021.

7) Mitchell JM, Bogenschutz M, Lilienstein A, et al.: MDMA−assisted therapy for 
severe PTSD: a randomized, double−blind, placebo−controlled phase 3 study. 
Nat Med. 27: 1025−1033. 2021.

8) Southwick SM, Bonanno GA, Musten AS, et al.: Resilience definitions, theory, 
and challenges: interdisciplinary perspectives. Eur J Psychotraumatol. 5. 2014.

9) Kunzler AM, Helmreich I, Chmitorz A, et al.: Psychological interventions to 
foster resilience in healthcare professionals. Cochrane Database Syst Rev . 7: 
CD012527. 2020.

10) Newman R: APAʼs resilience initiative. Professional Psychology: Research and 
Practice.  36: 227−229. 2005.

11) Sood A, Sharma V, Schroeder DR, et al.: Stress Management and Resiliency 
Training (SMART) program among Department of Radiology faculty: a pilot 
randomized clinical trial. Explore (NY) . 10: 358−363. 2014.

12) Brunwasser SM, Gillham JE, Kim ES, et al.: A meta−analytic review of the Penn 
Resiliency Programʼs effect on depressive symptoms. J Consult Clin Psychol. 77: 
1042−1054. 2009.

13) Joyce S, Shand F, Tighe J, et al.: Road to resilience: a systematic review and 
meta−analysis of resilience training programmes and interventions. BMJ Open. 8: 
e017858. 2018.

14) Vanhove AJ, Herian MN, Perez ALU, et al.: Can resilience be developed at 
work? A meta−analytic review of resilience−building programme effectiveness. 
Journal of Occupational and Organizational Psychology. 89: 278−307. 2016.

15) Pietrzak RH,Johnson DC, Goldstein MR, et al.: Psychological resilience and 
postdeployment social support protect against traumatic stress and depressive 
symptoms in soldiers returning from Operations Enduring Freedom and Iraqi 
Freedom. Depress Anxiety. 26: 745−751. 2009.

16) Army Resilience Directorate: Master Resilience Training. https://www.
armyresilience.army.mil/ard/R2/Master−Resilience−Training.html Access: July 
28, 2023.

17) Department of the Air Force Resilience: Integrated Resilience. https://www.
resilience.af.mil/  Access: July 28, 2023.

18) United Nations: Peacekeeping Operations Fact Sheet, ed. by Department of 
Global Communications 2022.



184

19) Orsillo SM,Romer L, Litz BT, et al.: Psychiatric symptomatology associated 
with contemporary peacekeeping: an examination of post−mission functioning 
among peacekeepers in Somalia. J Trauma Stress. 11: 611−625. 1998.

20) Shigemura J, Nomura S: Mental health issues of peacekeeping workers. 
Psychiatry Clin Neurosci . 56: 483−491. 2002.

21) Uniformed Capabilities Support Division: COMPREHENSIVE STUDY TO 
DEVELOP A PTSD FRAMEWORK FOR UNIFORMED PERSONNEL, ed. by 
DEPARTMENT OF OPERATIONAL SUPPORT UNITED NATIONS 2021.

22) Souza WF, Figueira I, Mauro V.M, et al.: Posttraumatic stress disorder in 
peacekeepers: a meta−analysis. J Nerv Ment Dis. 199: 309−312, 2011.

23) Forbes D, O'Donnell M, Brand RM, et al.: The long−term mental health impact 
of peacekeeping: prevalence and predictors of psychiatric disorder. BJPsych 
Open. 2: 32−37, 2016.

24) Brewin CR, Andrews B, Valentine J, et al.: Meta−analysis of risk factors for 
posttraumatic stress disorder in trauma−exposed adults. J Consult Clin Psychol. 
68: 748−766, 2000.

25) Ozer EJ, Best SR, Liqsey TL, et al.: Predictors of posttraumatic stress disorder 
and symptoms in adults: a meta−analysis. Psychol Bull . 129: 52−73, 2003.

26) Xue C, Ge Y, Tang B, et al.: A meta−analysis of risk factors for combat−related 
PTSD among military personnel and veterans. PLoS One. 10: e0120270, 2015.

27) Nazarov A, Jetly R, Mcneely H, et al.: Role of morality in the experience of guilt 
and shame within the armed forces. Acta Psychiatr Scand. 132: 4−19. 2015.

28) Smid GE, Mooren TT, van der Mast RC, et al.: Delayed posttraumatic stress 
disorder: systematic review, meta−analysis, and meta−regression analysis of 
prospective studies. J Clin Psychiatry. 70: 1572−1582. 2009.

29) Andrews B, Brewin CR, Philpott R, et al.: Delayed−onset posttraumatic stress 
disorder: a systematic review of the evidence. Am J Psychiatry. 164: 1319−1326, 

2007.

30) Chekroud AM, Bondar J, Delgadillo J, et al.: The promise of machine learning in 
predicting treatment outcomes in psychiatry. World Psychiatry . 20: 154−170, 
2021.

31) 落海浩, 首藤信通: R による統計的学習入門 . 朝倉書店, 2013.
32) Chekroud AM,Zotti RJ, Shehzad Z, et al.: Cross−trial prediction of treatment 

outcome in depression: a machine learning approach. The Lancet Psychiatry. 3: 
243−250 , 2016.



第5章　メンタルヘルス分野

185

33) Kusuma K, Larsen M, Quiroz JC, et al.: The performance of machine learning 
models in predicting suicidal ideation, attempts, and deaths: A meta−analysis 
and systematic review. Journal of Psychiatric Research. 155: 579−588, 2022.

34) Lin E, Lin CH, Lane HY, et al.: Precision psychiatry applications with 
pharmacogenomics: artificial intelligence and machine learning approaches. 
International journal of molecular sciences. 21: 969, 2020.

35) Lin E, Kuo PH, Liu YL, et al.: A deep learning approach for predicting 
antidepressant response in major depression using clinical and genetic biomarkers. 
Frontiers in psychiatry. 9: 290, 2018.

36) Pradier MF, Hughes MC, McCoy TH Jr, et al.: Predicting change in diagnosis 
from major depression to bipolar disorder after antidepressant initiation. 
Neuropsychopharmacology. 46: 455−461,  2021.

37) Willetts M, Hollowell S, Aslett L, et al.: Statistical machine learning of sleep and 
physical activity phenotypes from sensor data in 96,220 UK Biobank participants. 
Scientific reports . 8: 1−10,  2018.

38) 深澤佑介: 人が生み出すビッグデータと機械学習によるメンタルヘルスの推定 . 
日本神経回路学会誌 . 29: 78−94, 2022.

39) Lenhard F, Sauer S, Andersson E, et al.: Prediction of outcome in internet−
delivered cognitive behaviour therapy for paediatric obsessive−compulsive 
disorder: A machine learning approach. Int J Methods Psychiatr Res. 27. 2018.

40) Nissen LR, Tsamardinos I, Eskelund K, et al.: Forecasting military mental health 
in a complete sample of Danish military personnel deployed between 1992−2013. 

Journal of Affective Disorders . 288: 167−174, 2021.





ゲノム科学分野 : 米国の
ゲノム科学研究を中心に

第 6 章



188

1 はじめに

近年急激な進展を見せているゲノム科学は、軍事医学の側面からもそ
の重要性と必要性がますます強く認識されるようになった。本稿では、
黎明期からヒトゲノム計画、そして米国と米軍関係を中心としたその後
の展開についてのゲノム科学の動向について記載する。

2 ヒトゲノム計画と爆発的展開

オーストリア帝国の司祭グレゴール・ヨハン・メンデルが遺伝に関す
る法則を論文報告したのは、わずか150有余年前の1867年の話である。
その後、1953年にジェームズ・ワトソンとフランシス・クリックら（1962
年にノーベル生理学・医学賞を受賞）により、遺伝情報をコードする物質
であるDNAが二重らせん構造をとっていることが報告された。

1990年にはそのDNAの塩基配列の解読を目指した「ヒトゲノム計画」
が開始された。この計画は、米国の国立衛生研究所（NIH： National 
Institutes of Health）とエネルギー省が約30億塩基対あるDNA配列を読
むために約30億ドルの予算をかけた15年計画であり、米、英、日、仏、独、
中の計6か国が参加した。配列（シーケンス）解析技術とコンピュータ関
連技術の急速な発展に伴い予定よりも早く進行したヒトゲノム計画は、
2000年にドラフト完成のアナウンスがなされた。このアナウンスは、ホ
ワイトハウスでビル・クリントン米国大統領（当時）とトニー・ブレア英
国首相（当時）が研究チームとともに行っている。そして、完成版が公開
されたのは、二重らせん構造報告の50周年にあたる2003年であった。

ヒトゲノムの解読によりDNAの参照配列が開示されたことで、遺伝
子解析手法とそこから得られる知見は爆発的に展開した。米国をはじめ
とする全世界的なゲノム科学研究の進展により、解析に係るコストも急
激に減少し、1人分の全ゲノムを解読するために必要な費用は、2001年
に1億ドルであったものが、2019年には1,000ドル以下にまで減少した
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（図1 ）1）。また2012年にエマニュエル・シャルパンティエとジェニファー・
ダウドナら（2020年にノーベル化学賞を受賞）が発表したCRISPR／Cas9
による遺伝子編集技術は、遺伝情報を狙い通りに低コスト・高効率で書
き換える技術として瞬く間に世界中に広まった（詳細は第8章第1節を
参照）。

図1　1人分の全ゲノムを解読するために必要なコスト。全世界的なゲノム科学研究の
進展により、解析に係るコストも急激に減少し、1人の全ゲノムを解読するため
に必要なコストは、2001年に1億ドルであったものが、2019年には1,000ド
ル以下にまで減少した(参考文献1）。図中のムーアの法則（Moore’slaw）によ
る右下がりの直線は、経験則に基づく指数関数的な将来予想を指しているが、こ
れを大幅に上回る速度で革新的なコストダウンが進んでいることがわかる。

3 米国：精密医療イニシアチブ・All of Us研究プログラム

米国では、1980年に制定されたバイドール法（公的資金による研究で
も大学や研究者に特許権の行使を認める法律）の制定以降、基礎研究にお
ける産官学の連携に、時には軍も交えて積極的に取り組んできた。

2015年には、バラク・オバマ大統領（当時）が遺伝子や環境、生活習慣
といった個人差を考慮して予防や治療方針を立てるPrecision Medicine
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（精密医療）を促進することを目的とした「精密医療イニシアチブ」（のち
の「All of Us研究プログラム」2））に総額2億1500万ドルを投入すること
を発表した。この国家戦略では、100万人以上の自国民データからなる
バイオバンク（データおよび検体の組織的収集解析）・コホート（集団の経
時的な観察）体制の創設や、がん治療法のより効果的な開発に対する研究
開発の促進などがうたわれている。

All of Us研究プログラムでは、特にがん、希少疾患、多因子形質を主
対象とした個別化医療に関する科学を進歩させ、すべての米国在住者が
その恩恵を受けられるようにすることをミッションとして、米国あるい
は米国領に居住する18歳以上の者（人種、民族、年齢、居住地域、性別、
健康状態等といった多様性を重視）を対象に、最低10年の研究期間と生
涯にわたるフォローアップを計画している。プログラムの研究予算は
2016から2019年度の間だけで計10億ドル超の規模となっており、保健
福祉省、退役軍人省、そして国防総省等と幅広く連携して進められている。

参加者の血液、尿、唾液等のサンプルは登録された医療機関で収集さ
れ処理されたのち、Mayo Clinicに輸送され集中保管される。また医療履
歴と生活習慣に関する調査票や、病院等の医療機関の電子カルテ情報等
も収集されており、全データはクラウド環境に保存される。2023年5月
時点で、参加同意者数は63.5万人以上、そのうち電子的に保存された健
康管理情報と検体の両方を提供した参加者数は44.4万人と公表されてい
る。一部のデータは限定された研究者に有償で提供されており、2023年
5月時点で4,350件以上の研究プロジェクトに使用されている。

ゲノムデータの管理形態3）として、米国は上述したとおりAll of Us研
究プログラムという国家プロジェクトを構築して、明確な戦略の下での
設計や統一的な運用ルールを構築することでスケール化を図っており、
これは英国のGenomics England4）や台湾のTaiwan Biobank5）も同様で
あ る。 一 方 で、 オ ー ス ト ラ リ ア のAustralian Genomics6） や 韓 国 の
National Biobank of Korea7）は、既存のバイオバンクを連携する形でス
ケール化を図っている。中国は、各研究組織がデータを収集し、最終的
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にそのデータが国家管理下のデータベースに格納される形態をとってお
り、海外への持ち出しも厳しく制限されている。

4 米軍：The American Genome Center （TAGC）

All of Us研究プログラムとは別に、米軍が持つゲノム科学研究拠点の
一つにThe American Genome Center （TAGC、「タッグシー」と発音） 8）

がある。TAGCは、米国軍保健衛生大学（USUHS： Uniformed Services 
University of the Health Sciences）9）内に設置されており、NIHを構成す
る研究所の一つである米国立心肺血液研究所（NHLBI： National Heart， 
Lung， and Blood Institute）10） とUSUの 共 同 研 究 プ ロ グ ラ ム で あ る
Collaborative Health Initiative Research Program：CHIRPがTAGCの
活動の中心となってきた。2014年の設立以来、TAGCはNHLBIや他の
NIHの研究所、米国防総省、USUの研究者を提供源とする、107の研究
にまたがる4万人分の全ゲノム配列を解析してきた。TAGCはまた、
APOLLO Cancer Moonshotプロジェクトのシーケンスセンターおよびゲ
ノムデータ解析センターとしても機能しており、この目的を達成するた
めウォルターリードのMurtha Cancer Centerや米国立がん研究所、米退
役軍人省とも協力体制をとっている。

2023年初頭に組織改編がなされ、TAGCは新たに設置されたCenter 
for Military Precision Health （CMPH）11）の隷下となり、CMPHの中心的
役割の一角を果たすこととなった。同様にCMPHが持つこととなった
CHIRPやMilitary Cardiovascular Outcomes Research （MiCOR）といっ
た研究プロジェクトに対し、TAGCはその研究サポートも行っている。
機能面から見ると、CMPHは4つの核からなる。すなわち、①TAGCを
中心とするLaboratory Coreが集団規模の全ゲノム配列解析を行い、②
Bioinformatics CoreがCMPHの高性能コンピュータ（14 PB＊1のオンラ
インストレージと20 PBの物理的外部ストレージを持つ）によるin silico
解析*2を行い、③CHIRPを中心とするResearch CoreがUSUHSの研究
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課題を中心とした資金管理と精密医療における臨床研究プロジェクトを
支援し、④Clinical CoreがUSUHS内の複数の部門や講座をとりまとめ
て臨床面や臨床コホートの構築に注力する。2023年現在、CMPHは
CHIRPの37研究課題・87研究に関与して2.8万人分のゲノム解析を行っ
ている。

5 米国の戦略と経済安全保障

特に米国は、ヒトゲノム計画において早期から膨大な塩基配列に対す
る情報処理技術を導入するなど、数多くの分野で先行技術を開発した。
結果、学術的重要性はもちろん、特許による相当な利益と先進技術を有
することになった。例えば大量の塩基配列の断片を連結する「ゲノムア
センブリ」といった解析アルゴリズムなどは、後に「バイオインフォマ
ティクス（生命情報学）」という新しい学術分野の土台になった。そして、
のちの協議において塩基配列情報そのものには特許性は認めないといっ
た方針が定められたものの、ポリメラーゼ連鎖反応（PCR： Polymerase 
Chain Reaction）検査に必要な技術に関する特許など、知的財産戦略にお
いても米国はヒトゲノム計画により大きな成功を収めたといえる。2023
年3月31日現在、米国の上場企業を代表する500社から構成される株価
指数“S&P500”における業種別ウェイトの1位はIT（26.1％）、2位はヘル
スケア（14.2％）であり、ゲノム科学研究はその両方が得意とする分野で
あることから、国家戦略としても重要視している分野であることは想像
に難くない。All of Us研究プログラムという国家的プロジェクトにより
100万人分の全ゲノム解析を目指している米国は、やはり今回も同様の
戦果を狙っていることが予想される。

実際、全ゲノムの解読に使用される次世代シークエンサー（NGS： 

＊1　ぺタバイト(petabyte)。１ＴＢ(テラバイト）の1,000倍。
＊2　実検体を取り扱うことなく、コンピュータを用いて結果を予測する解析
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Next Generation Sequencing）のメーカーは現時点では米中のいずれかに
限られており、見方を変えれば我が国は遺伝情報の流出や輸出規制によ
る科学研究開発および関連産業・技術の制限という経済安全保障上の危
機にあるといえる。2022年末に閣議決定された、我が国の安全保障に関
す る 最 上 位 の 政 策 文 書 で あ る『 国 家 安 全 保 障 戦 略 』 に お い て、

「経済安全保障重要技術育成プログラム（筆者注：内閣府担当、通称
「K Program」）12）を含む政府全体の研究開発に関する資金およびその成
果の安全保障分野への積極的な活用を進める」ことが明記され、またほ
ぼ同時期に発表されたK Programのひとつに国産NGSの研究開発構想
が発表された。以上の動向は、ゲノム科学が我が国の経済安全保障の一
角も担っていることを示している。

6 おわりに

この節ではヒトの疾患等に対する探究を駆動力とするゲノム科学研究
の進展について述べてきたが、このような技術の蓄積・進展は、特に微
生物学領域研究に、軍事的な表現をすれば生物兵器の研究開発に、容易
に転用が可能である。毒性を強化した、あるいは新規に付与した生物兵
器が、遺伝子の組み換えやゲノム編集、あるいは完全な人工合成により
生み出されることが可能になった。またコストダウンも進み、このよう
な生物兵器がワクチンなどの対抗策とセットで、軍が、あるいはより小
さな軍事組織が所有することも容易になっている。ゲノム科学が、いわ
ゆる軍民両用（dual−use）の技術として存在するようになったことは疑い
ようのない事実である。

米軍が使用する新技術開発研究を行う、国防総省の機関である米国防
高 等 研 究 計 画 局（DARPA： Defense Advanced Research Projects 
Agency）はインターネットの原型やGPS（Global Positioning System）を
開発したことでも知られている。2017年、DARPAは6500万ドルの資金
を拠出して、Safe Genesプログラム13）というゲノム編集制御に関する研
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究プロジェクトを開始し、現在も第2期が進行中である。CRISPR／Cas9に
よるゲノム編集を報告したジェニファー・ダウドナも参加する14）このプ
ログラムの存在は、ゲノム科学研究が国防に非常に重要な役割を果たし
ていることを米軍が認識している何よりの証左でもある。
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1 AIと防衛医学

近年の人工知能（AI： Artificial Intelligence）の急速な発展は、人工
ニューラルネット（ANN： Artificial Neural Network）の構造の進化や適
用範囲の拡張によってもたらされている。本節ではディープラーニング・
深層強化学習・トランスフォーマーなどの最近のANN関連技術を概観
し、AIを医療関連の業務に活用する際に課題となるデータ蓄積について
の話題を提供する。

（1） ディープラーニング
ディープラーニング1）の原型は、脳神経系の構造を模倣したANNで

あるパーセプトロンに遡る。パーセプトロンは3層のANNであり、線形
の相関を持ったデータのパターン分類を行うことが可能であるが、非線
形な相関に対応できないという問題点があった。これに対して、出力と
教師信号の間の誤差を入力層に向かって逆伝播するバックプロパゲー
ション（BP： Back Propagation）法が提案され、非線形相関に対応するこ
とが可能となった。1979年、大脳皮質視覚野の優れた機能と構造を参考
にして、畳み込み層を含む多階層のANNであるネオコグニトロンが提
案された。畳み込み層の存在によって入力パターンが変形したり、位置
がずれたりしても正しくパターンを識別できる能力がある。しかしネオ
コグニトロンは多階層であるため、BPを適用した場合、誤差の逆伝播が
不十分であった。また、BPは特定のデータに対する過学習が発生し、汎
化性能＊１ が劣化するという欠点があった。これに対して、誤差を効率的
に逆伝播させる非線形活性化関数、汎化性能を維持するために説明パラ
メータを減らす正則化、情報量をランダムに脱落させるドロップアウト
などを導入することで、畳み込み層を含む多層のニューラルネットワー

＊1  モデルの学習時に与えられた訓練データに対してだけではなく、未知のデータに対
して分類や予測ができること。
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ク（深層ニューラルネット、 DNN： Deep Neural Network）の汎化・学習
能力が向上し、その結果、複雑な画像などの高次元データの精緻な分類
が可能となった1）。

（2） 深層強化学習
強化学習は動物が報酬や罰など間歇的にしか得られない情報から学習

することをヒントに開発された学習モデルであり、自律して動作するエー
ジェントの構築に欠かせない仕組みである。オリジナルの強化学習モデ
ルは、実環境のような高次元の状態空間への適用が出来なかったが、高
次元情報の分類が可能なディープラーニングと組み合わせることで（深層
強化学習）、複雑な環境への適応が可能となった。テレビゲームにおいて
ヒトよりも高い得点を出すエージェントが登場した2）。

（3） トランスフォーマー
ANNは空間的な入力データをパターン分類することに長けているが、

時間的に隔たった情報が重要な意味を持つ、コンテクスト依存的なデー
タ（例えば単語列から成る文章）の処理には適していない。これに対して
トランスフォーマーと呼ばれる新しいアーキテクチャでは、時空間的に
離れた情報を元にニューラルネットの結合を動的に変化させるため重み
付け機構（アテンション）が導入された3）。トランスフォーマーの登場に
よって、コンテクスト依存的な処理、たとえば言語間の翻訳やテキスト
要約などの自然言語処理が可能となった。

（4） 医療応用
ディープラーニングは画像の分類能力に長けており、画像診断の領域

において既に臨床応用が始まっている。例えば、論文のメタ分析の結果、
眼底写真と光干渉断層撮影によって糖尿病性網膜症、加齢黄斑変性症、
緑内障を高い感度、特異性、正確性で特定できることが示されている 4）。
一方、肺結節の検出においては、CT画像からのディープラーニング解析
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は高い感度とAUCを示すものの、レントゲン画像を用いた解析の方が高
い特異性を示しており、使用する画像ソースによって弁別特性が異なる
場合がある。また、診断精度を画像診断専門医と比較した研究は少なく、
実際の使用においては、分割表の真陽性・偽陽性・真陰性・偽陰性を算
出してその有効性を検証していく必要がある4）。

OpenAI社のTransformer技術を用いた会話型アプリケーション
ChatGPTおよびその派生型は、自動診断などへの応用が検討されてい
る5）。膨大な医学文献を瞬時に要約することができるため、臨床現場だ
けなく研究においても役立つものと考えられる。現時点では、回答の正
確性が議論となっており、今後、医学的な正確性の担保が重要となる。

Transformerは当初、言語処理を中心に用いられていたが、コンテク
ストに依存して決まるデータに対する学習能力の高さにより、画像診断
領域においても広く応用されはじめている。大腸内視鏡検査における術
中連続画像の大規模データセットであるCVC−Clinic DBを用いた画像セ
グメンテーション（画像内の病変部位のピクセル単位のラベリング）の性
能ランキングにおいて、トランスフォーマー派生モデルが上位を占めて
いる（2023年5月時点）6）。

深層強化学習は、コストの低い最適な検査・診断手順を探索すること
が可能である。たとえば、フェリチン（血清中の貯蔵鉄料の指標）の異常
検出、敗血症死亡率予測、急性腎障害診断において、全体として85％の
検査コストの削減を行いながら、従来法と同等もしくはそれ以上の診断
精度を実現できたことが報告されている7）。また、深層強化学習は
Transformerが生成するデータ系列に対する人間の「判断」や「好み」
を反映することにも使用される。たとえばChatGPTにおいては、会話の
内容を人間が評価したデータを用意し、人間の評価を模倣する強化学習
アルゴリズムが用いられている8）。専門家・熟練者の判断をAIに反映を
実 現 す る 上 で は、Reinforcement Learning from Human Feedback 

（RLHF）が必須の技術であることが認識されつつある9-10）。
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（5） データセットに対する攻撃
量が十分であっても質の低い訓練データセットを使用することは、誤っ

た推論を導くAIを生んでしまう可能性があり、セキュリティ面でも懸念
が大きい。Microsoft社はX（旧Twitter）上で「Tay」と名付けられたチャッ
トボットを公開した。公開直後から反響を呼び10万フォロワーを達成し
たこのプロジェクトは、ユーザーとの会話を通して逐次的に学習を繰り
返して人格を形成するという特徴を持っていた。しかし、悪意のあるユー
ザーが大量にヘイトクライムに関連する投稿を繰り返し、「Tay」が人種
差別発言を連発する事態となり閉鎖となった11）。

このような訓練データ自体を汚損する攻撃をポイズニングと呼ぶ。大
量のデータ汚染は必ずしも必要ではなく、特異的なデータ点そのものが
推論結果を大きく左右する可能性が示されている12）。また、誤推論を攻
撃者の意図する方向に仕向ける攻撃をバックドアと呼ぶが、顔認証シス
テムのような特定の人物の顔に反応するような訓練済みAIに、帽子を
被った人物の画像を意図的に追加学習させると、帽子を被った全ての人
物の認証が成功してしまう事例が報告されている13）。

いずれの攻撃も真正性の不透明なデータセットを学習した場合や、裏
付けの取れたデータで学習したあとに追加で任意のデータを読み込める
システムにおいて発生が懸念される14）。そのため、真正性が十分に担保
された非公開データのみを使用して更新することが重要である。

（6） 中国における動向
中国は「 民融合」のスローガンの元、国を挙げてデュアルユース製

品の開発を主導し、国内の数百の大学が資金提供を受けて軍事研究を推
進しており、多数の民間企業が秘密裏に協力していると見られている15）。
中国は医療データの活用を重要な国家戦略として位置づけており16）、公
衆衛生や社会福祉の観点から患者から同意なくデータを収集することを
可能としている。中国最大手のテック企業であるTencentが出資する
WeDoctorは、130以上の自治体と協力し住民の無料健康診断を実施し、
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収集されたデータは個人の同意なく同社の開発する診断AIの訓練データ
として使用された17）。また、スタートアップの「至真健康」は数百の小
規模病院や大学病院と提携し、数千万規模の眼底画像データセットを用
いて糖尿病性網膜症の診断AIの開発を推進している18）。

また中国は認知領域の戦いにおいて様々なアプローチを展開している
ことが指摘されているが、具体的な操作対象についての詳細を述べた研
究は少ない。台湾の国防安全研究院のHungらは、フェイクニュースが
与える影響は、個々人の持つ認知的なバイアスの種類とその強度によっ
て異なることを議論している。例えば、既存の信念に合致した情報に接
するとその影響を受けやすくなる人がいる一方で、予測と受け取った情
報の間にギャップがある場合、以前の予測を新しい情報で上書きする傾
向が強い人がいることを指摘している19）。中国は、AI技術を使用して認
知戦をカスタマイズし、届けたい情報を届けたい個人に提供する可能性
が指摘されている19）。今後、ChatGPTやその派生型のサービスは、ソー
シャルメディアをはじめとした各種のインターネットサービスと統合さ
れていくと考えられるため、その影響を注視する必要がある。

（7） 米軍の動向
米国国防総省はAIに関連する組織を統廃合して2022年2月にChief 

Digital and Artificial Intelligence Office （CDAO）を設立した。軍事医療
面におけるAI導入実績に関しては公開情報が少ないが、CDAOのブロ
グ内では、米軍人向けの公的医療保険であるMilitary Health System 

（MHS）における医療データの電子的管理体制を段階的に刷新する取り組
みについて言及されている20）。米国防総省公式ページにおいては、MHS
に保管されている検診データを利用したがん検出や異常値の発見に寄与
するシステムの開発について言及されており、抗菌薬使用や献血、ワク
チン接種の最適化が応用例として示されている21）。Walter Reed National 
Military Medical Center では、負傷兵の医学的合併症をAI 技術を使用
して適切に予測することで患者の転帰を改善し、医療費を削減すること
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が検討されている22）。

（8） AI 活用のためのシステム化
自衛隊衛生におけるAI応用を考慮した場合、隊員の医療健康データ

ベースの構築が肝要である。しかし、各医務室のレベルでは紙の健康管
理票で検診を行っている。自衛隊衛生におけるAI活用においては、全隊
員の医療健康情報がデータベース化されることが前提となる。

AI応用を見据えたデータベースの構築は、特定のシステムやハード
ウェアを導入によって実現するものではない。医療健康情報は隊員の個
人情報である上、データは複数の官署にまたがって存在する。さらに、
AI技術は年単位ではなく週単位で発展しており、不断のキャッチアップ
が必要である。そのため、システムベンダーからの提案に基づいた年度
単位の導入計画の遂行だけではなく、AI活用に関する研究開発と制度設
計を自ら継続的に行う必要があると考えられる。

2 Brain−Computer Interface （BCI）

（1）非侵襲型 BCI
BCI（Brain Computer Interface）とは認知や運動に関わる脳活動信号を

解読し、コンピュータとの通信に利用するための仕組みである。本項で
扱う非侵襲型BCIとは外科的手術を行わずに計測可能な信号を利用する
BCIを 指 す。 利 用 す る 脳 活 動 信 号 は 脳 波 やNIRS（Near−InfraRed 
Spectroscopy，近赤外分光法）等が一般的である。NIRSについても米国
Kernel社により定量的で再現性の高い計測が可能なTD（Time Domain）−
NIRS（時間領域NIRS）の小型ウェアラブルデバイスが製品化される23）な
どの進展が見られるものの、脳波の方が特に多く用いられている。そこ
で本項では近年の脳波BCIの動向に関する話題として、①ウェアラブル
デバイス、②人工知能、③防衛用途について紹介する。
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なお、脳波BCIは未だ研究途上であり実用化された例は本項の執筆に
あたり調査した限りでは未だない。そのため、以下で紹介するのは脳波
BCIの研究に関する動向である。

a）	ウェアラブルデバイス
かつて脳波計は電極と据置型の本体がケーブルで接続され、被計測

者の動作が大きく制限されるものが多かった。脳波BCI研究において
もこのような脳波計が使用されてきたが、電極が配置されたキャップ
やヘッドギアと本体が一体化され、データをモニタリングするPCとの
通信が無線化されたウェアラブル脳波計が登場したことで被計測者の
拘束性が低い環境で研究が可能となった。

さらに近年、数万円程度で入手可能な市販の簡易脳波計を用いた研
究も増えてきている。簡易脳波計では装着の容易さが重視され、髪を
かき分ける必要のない額に1個から数個程度の電極を配置して計測す
るものが多い。額からの脳波計測には、運動や認知などを反映する成
分が優位に観察される部位（頭頂部や後頭部など）から遠い、眼球電位
の混入が著しいといった難点がある。また安価である分、研究用や臨
床用の高価な器材よりも信号の品質は低いものが多い。

しかし、いくつかの先行研究では額から計測された脳波の解析によ
り、通常は頭頂で優位に観察されるP300（ワーキングメモリの更新や
注意の割り当てなどにより生じると考えられている事象関連電位）や
ErrPs（エラー関連電位）など脳波BCIで利用される事象関連電位が抽
出できる可能性が示唆されている24,25）。また、律動成分（一定のリズム
で反復している電位変化の成分）などを特徴量としたパターン認識によ
りドローン26）やロボット27）、車いす28）などを実際に制御した例もある。

額以外に計測点を持つ簡易脳波計では、後頭部から計測した脳波で
VR（仮想現実）を操作することを目的としたもの29）がある。また近年、
耳の周辺から脳波を計測する器材が登場し、BCIでは運動想像30）や定
常状態誘発電位を用いた入力31）等様々な研究が行われている。
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上述の通り信号の品質は比較的低く、また多チャンネルの脳波計測
で用いられるような信号処理によるノイズ除去も困難であり、大きな
体動を含む用途での利用はしづらいものと考えられる。その一方で装
着が容易であり、導入コストも低いためか、ニューロフィードバック
やストレスの可視化を行うスマートフォンアプリの開発などビジネス
への応用を目指した研究で浸透してきている。

b）	人工知能
近年の人工知能の発展は脳波BCI研究にも波及している。ディープ

ラーニングによる脳波とアーチファクトの分離の自動化32）や特徴抽
出33）、GAN（Generative Adversarial Network、敵対的生成ネットワー
ク）を用いたデータ拡張など34）脳波から解読対象の成分をリアルタイ
ムに検出するために行われるパターン認識の各過程に対し人工知能を
導入することで性能向上を図る研究が多い。一方、これらとは異なる
脳波の興味深い用途として、検出されたErrPsを自律システムに搭載
された人工知能にフィードバックするような研究も増加してきてい
る35）。

ErrPsは行為の遂行や他者の行為の観察においてエラーを認知した
際に生起する事象関連電位である36）。脳波BCIにおけるErrPsの単純
な用途としては、他の成分を利用した脳波BCIにエラー訂正機能を付
加するものがあり、例えばP300を利用したキーボード入力（P300 
speller）においてタイプミスが発生した際に生じるErrPsを検知すると
入力をキャンセルするようなシステムがよく研究されている35）。

一方、ErrPsを人工知能へフィードバックする目的は、このような
直接的な制御信号としての利用ではなく、自律システムの学習を促す
ことである。特に、強化学習により動作するコンピュータプログラム
上のカーソルやロボットを観察し、それらが動作に失敗した際に生じ
るErrPsを報酬関数に組み込むことでパフォーマンスを向上させるよ
うな研究が多いほか、ヒューマン―ロボットインタラクションにおい
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てロボットが人間の意図に沿うような動作を学習する共適応のための
学習信号に利用されることもある35−37）。

このようにErrPsを人工知能の学習に利用するBCIは、運動想像や
P300 spellerのように意識的に“念じる”ことを要求しないため作業負
担が低い38）ことが被計測者にとっての利点である。また強化学習にとっ
ても、報酬の設計が複雑な環境において人間からのフィードバックを
参照できることは利点となる場合がある。ただし実環境への適用を想
定すると、ErrPsを惹起したイベントの特定や学習に要する時間の長
さ等が課題になるものと考えられる。

c）	防衛用途での脳波BCI
脳波BCIは、防衛用途への適用も研究されてきたが、やはりその多

くは基礎研究の段階に留まる。将来的な装備品化を意識した実験環境
での検証を行っているが、その多くは対象とする脳波の成分やその検
出法は臨床やITへの応用を目的とした他の脳波BCIと大きく異なるも
のではない。

例えば米軍では、衛星画像の分析官に対し、衛星画像を分割して高
速呈示し、P300を検出することで標的の探索の高速化を図る研究
や39）、3機のドローンがどれだけまとまって飛行するかを変化させる
ために事象関連電位を利用する研究40）などが行われている。また、脳
波の律動成分をパターン認識することで認知負担を推定・モニタリン
グする“passive BCI”について、操縦者の認知負担評価等を念頭に研究
が行われている41,42）。なお、米軍では脳波BCIのためのデバイス開発
も行われてきたが、一般的な研究用のワイヤレス脳波計とほぼ同等で
実運用が想定された構成とは考え難く43）、むしろ近年のDARPA（国防
高等研究計画局）は血流を介して微小な機器を脳に留置するような低侵
襲デバイスの開発に注力しているようである44）。

ランド研究所（RAND Corporation）により行われた未来の戦闘で
BCIに期待される機能の分析では、①ヒューマン―マシン―チーミン
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グ（human-machine teaming）における人間と機械の意思決定の迅速
化、②半自律システムやドローン群のハンズフリー制御、③視聴覚の
能力向上や外骨格のより流動的な制御の有用性が指摘されており45）、
これらの用途を想定すると着用から信号の安定までに時間を要する脳
波計よりも体内に留置可能なデバイスを用いたBCIはより実現可能性
が高いかもしれない。

d）	おわりに
健常者の能力拡張を目的とした場合、侵襲型BCIは受容され難いと

考えられ、非侵襲型BCIが注目されやすい。ただし、侵襲型BCIとは
異なり神経活動を間接的にしか捉えられない。したがって非侵襲型
BCIで実現可能なことはその内容・性能においてより限定的であり、
効果的な利用法をよく検討することが重要と考えられる。例えば本項
で紹介した脳波を人工知能の学習信号として用いるような例は、BCI・
人工知能の双方に技術的課題は多いものの、有用な利用法となる可能
性がある。

（2） 侵襲型 BCI
脳波を使用した非侵襲型のBCIは、脳の神経活動の一部のみを捉えた

ものであり、より詳細な神経活動の計測制御が欠かせない。そのためには、
侵襲を伴うデバイス・仕組みが必要であるが、即座の臨床応用は困難で
ある。しかし近年、侵襲型BCIに関連した要素技術は急速に進化しており、
侵襲型であっても受容される局面も出てきた。以下、計測技術と制御技
術に分けて解説する。

a）	神経計測技術
BCIの実現には、秒未満の時間精度を持った計測手法が必要である。

高速な計測には電気生理的計測と光学的計測がある。細胞の外から記
録可能な電気的信号には活動電位と集合シナプス電位の2種類がある。
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活動電位を計測するためには、高インピーダンスの電極を細胞の近
傍（数十µm未満の距離）に配置する必要がある。細長いシリコン基板
上に多数の電極を配置したプローブが用いられることが多いが、シリ
コン製のため硬く、折れるという欠点がある。そのため近年、柔軟性
を有したプローブが提案されている46,47）。米国Neuralink社は、柔軟性
の高いポリマー上に多数の電極を配置し、ポリマーの先端を棒に引っ
掛けて、多数の電極をミシンのように脳に植え込む技術を発表し
た48,49）。ブタやサルを用いた動物実験が進められていたが、2023年5
月にアメリカ食品医薬品局（FDA）から臨床試験が許可され、ヒトへの
適用が開始された50）。活動電位は10ミリ秒未満の現象であるため、１
kHz以上の時間解像度を有したアンプとアナログ−デジタル変換器

（ADコンバータ）を必要とする。そのため、オペアンプ、A−Dコン
バータ、シリアル伝送、無線伝送系を組み合わせた超小型の集積回路
が使用される。Neuralink社のインプラントデバイスは、256チャンネ
ルのアンプ・デジタイザを搭載した集積回路を12個搭載し3072チャン
ネルの無線伝送が可能である。直径は23 mm、厚さは8 mmであり人
体への侵襲性が可能な限り抑えられている。

活動電位は電極が細胞に近接していないと計測できないが、多数の
ニューロンの活動電位によって発生する集合シナプス電位は、数cm
以上離れていても計測が可能である。集合シナプス電位の計測には、
頭皮脳波（EEG： ElectroEncephaloGraphy）や脳表に電極を配置した皮
質脳波（ECoG： ElectroCorticoGraphy）などの形態がある。ECoGは、
開頭手術が必要であるが刺入型電極に比べて脳実質に対する侵襲性が
低く、長期間にわたって安定した信号計測が期待できる。また、EEG
などの非侵襲計測に比べて時空間解像度が高いという利点がある。

近年、蛍光を発するタンパク質によって神経活動をリアルタイムに
計測する手法が実験動物を対象とした研究用に普及している。細胞内
のカルシウム濃度を蛍光強度に変換するGCaMP、ドーパミンやセロト
ニンなどの神経伝達物質の濃度を蛍光強度に変換するGRAB等の蛍光



第7章　脳・認知科学分野

209

タンパク質センサーが用いられている 51）。これらのセンサーは、数十
ミリ～数百ミリ秒の時間解像度を持ち、神経活動・神経伝達物質濃度
変化をリアルタイムに計測できる。

タンパク質センサーの発現にはアデノ随伴ウイルス（AAV： Adeno
−Associated Virus）などのウイルスベクターを用いた遺伝子導入が用
いられる。AAVは希少遺伝疾患のヒト遺伝子治療に用いられており、
安全性と有効性の検証が進められている52）。

蛍光シグナルの光学的計測には、脳表から計測する手法と光ファイ
バーを刺入する方法がある。脳表からの計測では、共焦点顕微鏡や多
光子顕微鏡などを用いるが、計測できる深さに限界がある。そのため、
動物実験レベルでは脳に埋め込んだ光ファイバーに励起光を通し、放
出光（蛍光）をフォトディテクターで計測するファイバーフォトメト
リー法が普及している51）。また、グリンレンズ（屈折率分布型レンズ）
と超小型の蛍光顕微鏡を組み合わせて個々の細胞の蛍光強度の変化を
撮影するデバイスが市販されている53,54）。

b）	神経制御技術
神経活動は細胞外からの電気刺激によって制御することが可能であ

る。脳内に電極を留置してパルス状の電流を流すことで、活動電位を
誘発する。パーキンソン病や基底核疾患患者を対象として刺激電極を
視床下核などの脳深部に配置し、不随意運動を抑制する治療法がある。

近年、光によって神経活動を制御するオプトジェネティクスと呼ば
れる手法が発展している。青色光に応答してチャネルを開き、陽イオ
ンを通すチャネルロドプシンを神経細胞に発現させることで、神経細
胞を興奮させることができる。例えば触覚受容器にチャネルロドプシ
ンを発現させることで、手で光の点滅を感知することも原理的に可能
である55）。

光刺激に用いるLED（Light−Emitting Diode、発光ダイオード）デ
バイスは厳密に刺激時間を制御できる。また、超小型LEDをアレイ化
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することによって局所制御が可能であり、オプトジェネティクスには
BCIに向いた良好な特性がある。しかし、青色光は脳組織への透過性
が低く脳深部に刺激が到達しないという欠点がある。脳深部への光の
送達には光ファイバーが使用されるが、動物実験で通常使用されてい
る光ファイバーの直径は250µm以上であり、侵襲性が高い。そのため、
透過率の高い赤色光・近赤外光に応答するチャネルの開発が進んでい
る56）。また光ファイバーを埋め込む代わりに、発光素子を小型化して
刺激対象部位に直接配置する方法も提案されている。発光素子を無線
給電で駆動する製品が市販されており 57）、また、刺激によって発生し
た活動電位を並行して記録する電極を発光素子と同一プローブ上に形
成したデバイスの開発も進んでいる47,58 ,59）。

オプトジェネティクスのような遺伝子導入が必要な技術を用いず、
光刺激を直接電気刺激に変換する手法も登場している。薄膜単結晶シ
リコンフィルムに対して、外部からレーザー光で励起することによっ
て、光起電力によって直接ニューロンの電位を制御可能であることが、
中国の研究グループによって報告された。2µm程度の厚みのフィルム
状のため柔軟性が高く、神経の軸索への巻き付けや、大脳皮質表面に
貼り付けることが可能である60）。

以上、侵襲的な神経活動の計測手法と制御手法の技術的な到達地点
を紹介した。ヒトへの適用には様々な制約があるが、Neuralink社のよ
うに巨額の資金を投入することで、侵襲型BCIを臨床試験段階まで進
めた例もあり、今後の発展が期待できる。
 

（3） 機能回復
脊髄損傷は重度の運動障害、あるいは完全な下肢の麻痺を引き起こす。

これまで破壊された神経系の再生は困難であると考えられてきたが、適
切な刺激制御によって再生する場合があることがわかってきた。

2019年、腰仙髄にリアルタイムに制御可能な電気刺激装置を埋め込み、
硬膜外から歩行パターンに合わせて刺激を行うことで、数カ月には特定
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の環境下において歩行が可能となることが、スイス・ローザンヌ大学の
研究グループから報告された61）。脊髄の神経リモデリングが発生したも
のと考えられたがその詳細は不明であった。そこで同グループは、腰仙
髄リハビリテーションのマウスモデルを開発し、マウスの大脳皮質運動
野をオプトジェネティクスによって刺激し、それと同期して腰仙髄部を
電気刺激することによって、脊髄において神経リモデリングが発生する
ことを証明した62）。この研究から大脳皮質と脊髄の神経活動が同期する
ことが重要であることがわかった。2023年、同グループから新たなヒト
用の歩行補助デバイスが発表された63,64）。2019年に発表されたデバイス
は、事前にプログラムされた電気刺激パターンを起動するものであった。
しかし、新しいシステムでは、運動野にECoG電極を配置して頭蓋内に
計測デバイスを埋め込み、運動の意図・タイミングを腰仙髄部に無線で
伝送することができるようになった。計測デバイスは、無線給電式で作
動し、無線伝送システムが搭載されており可能な限り侵襲性が抑えられ
ている。被験者は、このシステムを用いることで、立つ・歩く・階段を
上る、などの動作ができるようになった。また、システムをオフライン
にしても松葉杖で歩く能力を取り戻したことが報告されている。

脳卒中患者の4分の3近くは、その後長期間に渡って腕や手の運動の制
御に不具合が発生する。現在、利用可能なリハビリテーション方法は限
られており、運動障害は長期間残存する。脳卒中後に上肢の筋力低下を
示す患者に対し、頸部脊髄の硬膜外電気刺激によって、腕と手の動きが
改善されたことが報告された65）。硬膜外刺激は脊髄の背側にある後根神
経節を対象に行われた。後根神経節は末梢側から中枢に向けて求心性に
興奮を伝える感覚神経が含まれており、直接運動神経を刺激したわけで
はない。求心性感覚神経の刺激によって、中枢において運動神経の駆動
がサポートされた可能性がある66）。以上の運動障害に対する最新の研究
の結果から、感覚−意図−運動の連携を強化する対刺激が機能回復につな
がることがわかってきた。

オプトジェネティクスは、視覚障害に対する治療への応用も期待され
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ている。網膜色素変性症の患者の網膜ガングリオン細胞に対してチャネ
ルロドプシンを発現させ、専用のゴーグルが捉えた映像を光刺激によっ
て網膜に投影したところ、失明状態の患者がテーブル上の物体を認識し、
手で触れることができるようになったことが報告された67）。遺伝子導入
から、何らかの光が見えるようになるまで数カ月がかかったが、この報
告は、オプトジェネティクスを用いた最初の治療回復例である。

人工内耳は最初に成功した人工感覚器である。人工内耳の装用効果を
得るためには時間がかかることがあるが、人工内耳への脳の適応過程は
わかっていなかった。これに対して、ノルアドレナリンニューロンを含
む青斑核＊2 の活動が人工内耳への適応において重要な役割を果たしてい
ることが報告された68）。音を正確に弁別できている時には青斑核の活動
が増加し、逆に弁別できていないときには低下していた。そこで、人工
内耳の電極刺激に合わせて、オプトジェネティクスによって青斑核の活
動を増加させると、適応までの日数が大幅に短縮されることがわかった。

 
（4）ストレスの可視化と制御

近年の自衛隊は海外派遣が任務に加わり、また大規模災害救援・感染
防疫支援に携わる機会も増大した結果、国内での恒常的業務と比較して
過酷な環境の下で行われることが多くなった。その結果として隊員の心
理的な負荷を招く傾向があることが指摘されている69）。

このような状況で部隊の任務遂行能力を維持するためにはストレスの
可視化と制御が重要となるが、従来行われてきた質問紙調査等によるメ
ンタルヘルスチェックやカウンセリングといった心理学的手法だけでな
く、近年では生物学的・医学的手法の研究が進展しており、防衛分野に
おいてはアメリカ国防高等研究計画局（DARPA）が複数のプロジェクト
を実施している。

＊2 青斑核は脳幹の橋の背部にある小さな神経核であり、神経を興奮させる神経伝達物
質であるノルアドレナリンを含有する神経細胞を含んでいる。
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そ の 一 つ で 開 発 さ れ て い るNeural Evidence Aggregation Tool
（NEAT）は、本人の意識に上らない脳活動信号を利用して自殺の危険性
が高い人々を特定するプログラムである70）。より具体的には、伝記的記録、
行動、意図（例：人生を終わらせたい／人生を楽しみたい）等の行動的な
健康と関連のある言語刺激を提示した際の無意識的な脳信号によりスク
リーニングを目的としている。このプロジェクトは2022年から3年半の
実施が計画されており、現在行われている質問紙調査等の行動学的スク
リーニングを拡張し、客観的な証拠を提供する事を目的としている。

また他のプロジェクトで開発されているStrengthening Resilient 
Emotions and Nimble Cognition Through Engineering Neuroplasticity 

（STRENGTHEN）は、神経科学や臨床における研究成果を利用し、行動
学的な健康障害や自殺につながるトラウマ的ストレスの防止や軽減を図
るプログラムである71）。DARPAは認知的柔軟性と感情調整を強化する
ことで、この目標を達成するとしており、認知的柔軟性とは2つの異な
る概念についての思考を状況、文脈に応じて切り替える能力を指す。ま
た感情調整とはある感情を開始、停止あるいは調整するための意識的ま
たは非意識的な戦略である。手段としては①認知的柔軟性および感情調
整に関する個人の脳内ネットワークモデルの開発、②個人の認知的柔軟
性および感情調整の最適化に寄与する脳内ネットワークの機能結合や構
造の神経可塑性的変化を誘発する複合的介入法の開発によるとしている。

これら2つのプログラムではいずれもMRI（磁気共鳴像）を用いた大が
かりな計測手段を用いているが、わが国においても総合科学技術・イノ
ベーション会議の主導により行われた革新的研究開発推進プログラム

（ImPACT）においてもfMRI（機能的磁気共鳴像）を用いたニューロ
フィードバックにより無意識的に恐怖記憶を消去する技術が発表され、
開発が進んでいるなど72）、深刻なストレスへの介入・制御まで視野に入
れた研究では脳の構造やネットワークが対象となっており、高い空間分
解能を持つMRIによる計測が必要となっている。

一方で、民間においては日常的なストレスをウェアラブルデバイスで
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モニタリングするような技術が進展している。スマートウォッチで心拍
数や呼吸、行動量などを用いて算出するストレス評価指標を用いるよう
な製品が市販されているほか、近年の動向として耳の周辺から脳波を計
測するデバイスに関する研究が急速に進展しつつある。イヤホン型の電
極を外耳道に挿入して計測するものや、耳の後ろの皮膚に複数の電極を
貼り付けて計測するものなどがあるが、いずれも計測点が少数かつ耳の
周辺に限られ、データから得られる情報は未知数な部分も多い。しかし、
外耳道から計測したデータを用いて頭皮上から計測する脳波の信号を推
定する技術（EAR2BRAIN）は高い精度を持ち73）、開発者らによると同技
術を発展させれば感情調整への利用も可能という74）。自衛隊の過酷な任
務に関連したストレスへの介入においてはDARPAやImPACTにおける
研究のように大がかりな脳活動計測が重要となる可能性があるが、恒常
業務におけるメンタルヘルスチェックではウェアラブルデバイスによる
簡易なストレスモニタリングは有効であると考えられる。

また、米軍の心的外傷後ストレス障害（PTSD）患者を対象としたバイ
オフィードバックの研究でも、心拍のフィードバックにより呼吸の制御
を 訓 練 す る ア プ リ ケ ー シ ョ ン（Biofeedback−Assisted Resilience 
Training： BART）がレジリエンス（ストレスに対する回復力）を向上させ
る可能性が示唆されており75）、ウェアラブルデバイスによる生体計測技
術は今後重要性を増すかもしれない。

ここまでは非侵襲的な生体計測によるストレスの可視化と制御につい
て紹介してきたが、ストレスの制御に関しては侵襲的手段を用いた方法
も 研 究 が 進 展 し て い る。 米 国 の 大 規 模 脳 研 究 計 画Brain Research 
through Advancing Innovative Neurotechnologies（BRAIN Initiative）に
おいて、軍人や退役軍人のうつ病とPTSDの治療技術の開発を目的とし
た Systems−Based Neurotechnology for Emerging Therapies

（SUBNETS）というプロジェクトが実施された76）。SUBNETSは頭蓋骨
と脳の間に極小のチップと電極を埋め込み、チップによる脳内の電気信
号のモニタとPTSD等の疾患の症状に関連する神経活動データの無線送
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信、電極による症状緩和のための電気刺激の実現を目的として開始され
た。このプロジェクトの一環としてDARPAの出資を受けた研究チーム
により人間の感情と行動に同調した電気パルスを発生させる脳内埋込型
の刺激装置が開発され、2017年から臨床試験が開始されているが77）、気
分障害による慢性的なうつ状態に効果が見られなかった従来の脳深部刺
激治療法（DBS： Deep Brain Stimulation）との違いは、脳の神経活動をモ
ニタリングし必要な時だけ刺激を行えることだという。このプロジェク
トでは気分の変化には脳の特定部位ではなく部位間のネットワークが関
与していると捉えており、抑うつ気分への関与を特定した眼窩前頭皮質
のネットワークに対し刺激を与える事で中程度から重度の抑うつ症状を
緩和できたと報告している78）。

また、PTSDの治療では眼窩前頭皮質の他にも海馬や扁桃体といった
脳領域への介入が重要とされるが、これらは脳の深部であり、気分の変
化等の症状に即時に対応するためには侵襲的な手段が必要となる。その
ためDBSのように電極を刺入する手段がよく研究されているが、BRAIN 
InitiativeではDBS以外にも光遺伝学的手法による神経活動の制御も米国
国立衛生研究所（NIH）により行われており、動物実験により海馬への光
刺激が研究されている79）。光遺伝学（オプトジェネティクス）とは光によ
って活性化されるタンパク分子を遺伝学的手法により細胞に発現させ、
細胞の活動を光により操作する技術である（（2）項b）参照）。光により神
経活動を活性化または不活性化させるイオンチャネルを細胞種特異的に
発現させる事が可能なため電気刺激よりも刺激対象の選択性が高く、作
動薬や拮抗薬の局所投与よりも時間的な精度が高いといった利点がある。
その一方で遺伝子改変が必要な事もあり人間への医学的応用は例が少な
い80）。米軍では実戦経験によるPTSDが深刻な問題となっているためか、
侵襲的手段によるストレスの可視化と制御も積極的に研究されているよ
うに思われる。

以上のように、侵襲的な手段から大規模な非侵襲計測、ウェアラブル
デバイスによる簡易計測まで様々な手段による生物学的・医学的なスト
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レスの可視化と制御について紹介した。これらの技術は今後も発展し重
要性を増すものと考えられるが、簡便性やコストの観点から従来の質問
紙等による心理学的手法を代替するものというよりは、目的に応じて併
用するために実用化が進むのではないかと考えられる。

 
（5） 能力強化

本項では人間の身体能力や認知能力を強化する技術について、米軍の
事例を中心に紹介する。

a）	人間拡張技術
人間拡張技術とは、情報機器や義肢、外骨格等の支援により感覚器

や脳を含む身体、知覚、認知、といった人間の能力や存在を強化（拡張）
す る 技 術 で あ る81）。 人 間 拡 張 の 実 現 に は 仮 想 現 実（VR： Virtual 
Reality）、拡張現実（AR： Augmented Reality）、MR（Mixed Reality、
複合現実）といったXR（クロスリアリティ）やハプティクス（haptics、
触覚技術）、ロボット、AI等が重要な要素技術となると考えられている。
これらの技術を用いた防衛用途での研究開発も進んでおり、知覚や認
知を拡張する技術として米陸軍の統合視覚増強システム（IVAS： 
Integrated Visual Augmentation System）がよく報道されている。

IVASはMicrosoft社のMRヘッドセットHololens2をカスタマイズ
して作られており、現実空間へのホログラムの重畳やハンドトラッキ
ングによるホログラムの操作が可能となっている。IVASのテクニカ
ルディレクターによるプレゼンテーション82）によれば、ナイトビジョ
ン（暗視装置）、サーマルサイト（熱画像表示）や照準器画像の重畳表示
を利用した視機能の強化のほか、3Dマップと経路の重畳表示や作戦情
報の共有等の意思決定を支援する機能も有しているとされている。ま
た戦闘車両部隊での試験では車両に取り付けた全方位カメラの映像を
共有している83）。さらに将来的には標的の誤認防止のための顔認識や
テキスト翻訳、生体センサを利用したバイタル情報のモニタなどの機
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能拡張が計画されているとの事である。
戦闘車両部隊等で約1000人の兵士を対象に10万時間以上の試験が既

に実施され、部隊の状況認識、ナビゲーションの向上といった肯定的
な意見も得られている。その一方で頭痛や吐き気、眼精疲労等の症状
が報告されており、これらの症状を重く受け止めた議会によりヘッド
セットの追加調達が却下されたとの報道がある 84）。また、なりすまし
やジャミングといった信頼性の問題、MRへの過度の依存や人間の感
覚器官による戦術認識が阻害される懸念など、多くの課題が指摘され
ている。

身体を拡張する技術については物資運搬能力等を強化するパワーア
シストスーツの開発が米軍等で試みられてきたが85，86）、この他に近年
の興味深い話題としては熟練技能の伝達技術への注目が挙げられる。
いずれも民間企業でコンセプトが発表された段階に留まるが、電気刺
激により被訓練者の筋肉を操作して熟練者の身体動作を再現させる手
法や87）、熟練者の感覚や動作をアクチュエータ（エネルギーを機械的動
作に変換する装置）により遠隔共有する手法88）等の研究が該当する。
「存在の拡張」は人間拡張の他の要素よりも直感的に理解しがたい用

語かもしれないが、これはロボットやデジタルアバターを利用して遠
隔地や仮想空間での活動を可能とする技術であり、テレイグジスタン
ス（telexistence）＊3 と類似する概念である。防衛用途では特に医療へ
の応用が研究されており、例えば英国では戦場の様子をVRヘッドセッ
トで確認し負傷兵をトリアージするための遠隔ロボット89）が研究され
ている。テレイグジスタンスは分身となるロボットやデジタルアバター
が自在に操作できることが重要だが、人間の操作入力から応答までの
時間遅れが大きいと自在に操作している感覚が損なわれる90）。そのた
め、テレイグジスタンスでは通信技術も重要となり、防衛医科大学校
では災害医療のための遠隔支援について5G通信とVRを用いた実証実
験を実施している91）。

人間拡張技術は近年のXR、AIといった関連する要素技術の進展と
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共に注目されるようになり、民間でも産業・医療用途での研究開発が
進んでいるが、以上のように防衛用途においても実用化のための試験
が進んでいる。

b）	ニューロエンハンスメント
人間拡張技術が外部デバイスの支援により人間の能力を補完・向上

するものであるのに対し、より直接的に神経系に介入して能力強化を
図るニューロエンハンスメントも盛んに研究されている。

ニューロエンハンスメントでは頭蓋を通過し脳まで届く電気や磁気
を用いて様々な刺激を行い、神経活動を変化させることで機能増強を
図る。

経 頭 蓋 直 流 電 流 刺 激 法（tDCS： transcranial Direct Current 
Stimulation）は頭蓋骨の上から1 mA程度の微弱な直流電流を流して脳
を刺激する方法であり、作業遂行時の空間認知92）や記憶93）、マルチタ
スク遂行能力94）、覚醒水準95）といった認知機能が増強されたり、画像
分析官の訓練期間の短縮96）などの学習能力が向上したりする可能性が
示唆されている。

tDCSの作用メカニズムとしては、電流により大脳皮質のアストロサ
イトの活動が活性化することによるシナプス伝達の増強が関与してい
る可能性が示唆されている97）。

経頭蓋交流電流刺激法（tACS： transcranial Alternating Current 
Stimulation）は交流電流により電極直下の皮質領域の律動性脳活動を
特定の周波数に変調する脳刺激法であり、刺激部位や周波数の組み合
わせにより知覚や注意、記憶、運動学習等様々な認知機能の向上が報
告されているほか98）、米軍では戦術的仮眠の質の向上に寄与する可能
性が示唆されている99）。

＊3 遠隔地にある物があたかも近くにあるように感じながら、あるいは自分がその遠隔
地に存在しているように感じながらリアルタイムに操作を行う技術。



第7章　脳・認知科学分野

219

経頭蓋磁気刺激法（TMS： Transcranial Magnetic Stimulation）は磁
場により弱い電流を脳組織に誘起させることにより神経細胞を興奮さ
せる刺激法であり、活動電位を模擬して作られたパルス信号を単発で
用いる単発刺激法や、特定のパターンで反復して用いる反復刺激法

（repetitive TMS： rTMS）などがある。これらの刺激法を認知的作業
の開始前（オフライン）や作業遂行中（オンライン）に実施することで、
電気刺激と同様に様々な認知機能が向上することが報告されており、
防衛用途においては、任務で求められる特殊な運動技能の習得に要す
る期間の短縮を図る研究が行われている99）。

この他にもニューロエンハンスメントには認知能力の向上を目的と
したニューロフィードバック等が含まれる。ニューロフィードバック
は脳活動信号を特定の方向に誘導することで脳を直接的に訓練する手
法であり、科学的な妥当性について検討段階であるものの、DARPA
や米陸軍は脳波100）、米空軍はfMRIを用いたニューロフィードバック
に対し既に出資を行っており101）、衝突回避やワーキングメモリについ
て向上が見られたと報告している。

また、ニューロフィードバックとは異なり、刺激入力の精緻化によ
り脳活動を任意の状態へ誘導する手法も登場してきている。サルの視
覚系の挙動を予測する人工ニューラルネットワークを用い、神経細胞
集団を選択的に活性化または抑制させると予測される視覚刺激を生成
して呈示すると、予測の通りに神経活動が影響を受けることを示唆し
た例102−103）はこれまでも報告されてきた。さらに、ChatGPTの登場に
よ り 大 き な 注 目 を 集 め て い るGenerative Pretrained Transformer

（GPT）104）を利用した研究により、ヒトの言語野の活動に対し同様の手
法が適用できる可能性が示唆されている105）。この研究ではまずfMRI
により計測された1000種類の異なる文に対する脳活動を用い、言語活
動を担う神経回路を活性化または抑制すると予測される新たな文を予
測するモデルを作成した。次にこのモデルにより選択された脳活動へ
の影響が強く予測される文を、モデルの作成時に脳活動を計測された
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人間とは別人に対して呈示し、脳活動への影響を確認した。ニューロ
フィードバックは実施にあたり計測器と本人の脳活動から作成された
識別器が必要なのに対し、この手法では予め作成または選別された刺
激の入力を受けるだけで任意の脳活動を惹起可能な点で大きく異なる。

なお、GPTのコアであるTransformerはこれ以外にもfMRIの時系
列データ106）、関心領域ごとの寄与率107）、構造画像と機能結合疾患の
解析108）等による疾患の予測、運動想像109）や発話のデコーディング110）

といった脳波BCIのための識別器等、神経科学分野への導入が急速に
拡がっている。

以上のように、脳刺激やニューロフィードバック等により認知・運
動機能が向上するという研究は多数存在するが、そのような機能向上
の長期に渡る持続性や転移性（ある作業において実施したニューロエン
ハンスメントによる機能向上が、性質は類似しているが異なる作業に
も効果が波及するか）については明らかになっていない。

また、健常者の脳へ介入し能力向上を行うことには倫理的問題があ
るとの指摘もある111）など、実運用には課題が多い段階にあると考え
られる。

c）	おわりに
デバイスの支援により能力強化を行う人間拡張技術、脳機能への直

接的介入により能力強化を行うニューロエンハンスメントのいずれに
ついても、防衛用途での実用化を目指す研究が多く行われている。健
康面、倫理面などでの問題も指摘されているが、装備品の高度化や意
思決定サイクルの高速化が進み、人間の能力がボトルネックとなる可
能性が危惧されているため112）、今後も能力強化に関する研究開発は進
展していくものと思われる。
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1 遺伝子工学

（1）はじめに
バイオテクノロジー・バイオエンジニアリングは、医学や農業、工業

分野等を中心に広く活用されている科学技術である。人々に利便性をも
たらしている反面、安全保障に及ぼす潜在的な脅威の可能性も知られて
いる。本節では、特に遺伝子工学に関連した最近の話題の一部を取り扱う。
遺伝子工学は、1990年代に急速な産業成長を遂げ、2000年代初頭にはヒ
トゲノム解析によるゲノミクスを登場させ、最近ではゲノム編集技術で
注目を集めている。

（2）ゲノム編集技術
ゲノム編集技術は、ゲノム上の任意の塩基配列の書き換えを可能とす

る遺伝子工学技術であり、近年の医学生物学研究に大きな影響を与えて
いる。細胞に対して外来遺伝子を導入して新機能を付与する遺伝子組換
えと異なり、ゲノム編集は細胞が有する元々の性質を変化させる。中でも、
2012年に登場した「CRISPR／Cas9システム」は、非常に簡単にゲノム
編集を実施できる。

米国政府説明責任局の2018年の報告書によれば、米国の国防総省、国
務省、国土安全保障省、国家情報長官室はいずれも、ゲノム編集技術の
可能性を評価する一方で軍事的脅威の可能性を指摘している1）。例えば、
合成生物学の発展による高度な兵器開発、近未来的な自己修復可能な身
体や新規材料開発に有用な物質を作り出せる微生物の作成等に言及して
いる。さらに、敵対勢力が人間の性能変更と生物兵器関連の研究にそれ
ほど抑制的ではない可能性も指摘している。

2019年のNATO（North Atlantic Treaty Organization、北大西洋条約
機構）の科学技術のパネル会合では、バイオテクノロジーが今後数年間で
防衛力に及ぼす影響が議論され、2022年には、防衛力に価値のあるアプ
リケーションを提供する一方で、特に遺伝子工学技術の急速な進歩によ
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る合成生物学の発展が脅威になる可能性が指摘された2）。

（3）脅威の探索
遺伝子工学技術の発展等でもたらされる新病原体や人工病原体等の脅

威に対し、現在の診断装置やバイオサーベイランスシステム等による対
応は困難であると認識されており、新たな対応策が必要とされている。

米国ではDARPA（Defense Advanced Research Projects Agency、国
防高等研究計画局）にBTO （Biological Technologies Office、生物技術室）
を設置するなどして、それら脅威の迅速な検出と特徴付けを行うこと、
奇襲を防ぎ部隊の即応態勢を維持することを目的とした革新的なバイオ
テクノロジーアプローチを検討している3）。例えば、“Detect It with 
Gene Editing Technologies （DIGET）”プログラムによって、ゲノム編集
技術を活用した最前線により近い現場での検知とバイオサーベイランス
のための技術開発が行われている4）。具体的には2つの核酸検出装置の開
発と配備を目指すもので、1つは最大10種類の病原体と宿主バイオマー
カーを検出できる使い捨てベンチトップ型の必要に応じて使用される診
断装置であり、トリアージ並びに治療の速さとその効果が向上し、過酷
な環境下でも軍の標準治療が強化できると考えられている。もう一つは、
1000以上の標的検出が可能な繰り返し使用されるブレッドボード型の
MMD（Massively Multiplexed Detection、大規模多重化検知装置）であり、
脅威の早期発見、疾患の重症度評価等が可能になると期待されている。
また、“Epigenetic CHaracterization and Observation（ECHO）”プログラ
ムも稼働している5）。ECHO技術とは、綿棒等に付着させた微量の生体
試料から個人のエピゲノムを素早く分析し、大量破壊兵器やその関連の
前駆物質、または感染症への曝露を示す痕跡を読み取るものである。環
境中の他の物的証拠が消去された後でもその曝露状況を立証することが
できる。一連のプロセスには現在の技術では平均2日の時間を要するが、
これを30分以内で実施できる、耐久性のある可搬型装置の開発が最終目
標に設定されている。
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NATOでは、DNAの塩基配列を決定するシーケンス技術の開発プロ
グラムが2022年から稼働している（“Nanopore Sequencing for Biological 
Identification”）6）。ここでは、ナノサイズの孔を持つ膜を通過する生体分
子を電流によって検出する。既存のシーケンス技術と比較して、汎用性（人
工的に改変された生物も含めて、すべての生物を識別できる）、携帯性、
迅速性（最適条件下で30分未満で実施できる）の面で優れているとされ
る。現在、ジカウイルス等の特定に成功しているものの、軍事医学での
利用にはサンプルを調製するデバイスの開発、複合的なターゲットを検
出する能力の開発等多くの検討課題があるとされており、今後の研究進
展が期待されている。

（4）疾患の治療
米軍は世界各地で展開するため、風土病、化学兵器や生物兵器による

攻 撃 等 は 日 常 的 な 脅 威 で あ る。 そ れ ら に 対 す るMCM（Medical 
CounterMeasures、医療対策）が重要視されており、製造、備蓄、流通の
問題が課題とされてきた。DARPAでは、その対応策の1つとして、
“Nucleic acids On−demand Worldwide（NOW）”プログラムが稼働して
いる7）。これは、数百回分の核酸治療薬を、数日で迅速に製造、処方、
包装するモバイル型MCM製造プラットフォームを開発するものである。
NOWプログラムは、 3つのフェーズで計画されている。最初の36ケ月

（フェーズ1）では、核酸合成の新しい生物化学的手法の研究（技術領域1）、
それの精製、分析、製剤化の研究（技術領域2）が行われる。続く12ケ月

（フェーズ2）では、システム統合に焦点を当ててモバイル型MCM製造プ
ラットフォームを完成させる。そして、最後の12ケ月（フェーズ3）では、
米国FDAと連携してNOW由来の製品と従来品とを比較するヒト臨床試
験に焦点が当てられる8）。また、これと類似したプログラムとして、
“Reimagining Protein Manufacturing（RPM）”プログラムがある9）。米国
国防総省では、有用なタンパク質を生み出していく中で、数ケ月の時間
を必要とするタンパク質の製造プロセスに律速があると考えていたため
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である。このプログラムでは、タンパク質の製造能力を大幅向上させる
ため、DNA／RNAテンプレートを受け取ってから24時間以内にタンパ
ク質生産を開始する、完全な生物活性を有する複合タンパク質を生産す
ること等が検討されている。

病原性微生物による感染症では抗生物質が利用されてきたが、薬剤耐
性菌の出現が近年の大きな問題である。そこで、古くから知られている
ファージ療法が再び注目されるようになってきた。最近では、軍事医学
に関連する耐性菌感染症の解決策として、ファージ療法の高い可能性に
触れる論文も出されている10）。ファージとは、微生物に特異的に作用す
るウイルスであってバクテリアを制御する能力を有し、人間や動物、植
物 （すべての真核生物） に対しては無害であるとされている。1919 年に
赤痢を対象としたヒトへのファージ療法がフランスで初めて実施された。
抗生物質の登場によって西側諸国でのファージ療法は下火となったが、
旧ソビエト連邦と東欧では継続されていた10）。しかし、その研究結果は
冷戦のために世界で共有されることはなかった。NATOでは2018年に「軍
事医学におけるファージ療法の再導入」のパネル（HFM-ET-174）が設置
され、加盟国におけるファージ療法研究の現在および将来の可能な取り
組みが分析された。そして、2019年からの3年間で旧ソビエト連邦と東
欧で実施された過去 100年間のすべてのファージ療法研究の結果へアク
セスを試み、通常の文献調査の枠を超えて最新技術をまとめること、そ
してこれを基に軍事医学のためのファージ治療プロトコルを設計するこ
とに取り組んでいる11）。この結果は、ファージ療法の独自の能力を持た
ない国々にも波及効果があると期待されている。

（5）おわりに
DARPAには米軍の将来のニーズに対応するための革新的研究を支援

して実用化する目的が与えられている。そこには、軍司令部とは異なる
視点のDARPA独自の判断基準があり、軍のミッションと一致しない技
術、成功可否の分からない非常にハイリスクな技術、他の軍研究所では
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扱わない技術等に対して先行投資を実施している。遺伝子工学と関係し
た医学的な内容としては、COVID−19で活躍したmRNAワクチンの存在
があげられる。この研究は何十年も前から大手民間企業で展開されてき
たが、DARPAが2012年に当該研究へ資金提供を行ったことで、多くの
スタートアップ企業が参入するようになった12）。また、非営利団体のジュ
ネーブ財団は、官民共同の研究の推進と管理の役割を持ち、軍事医学を
発展させている。ここで得られた軍事医学研究の成果は、現在、ラッサ
ウイルスの感染予防に役立てようとされている13）。NATOにおいても
2022年にDIANA（Defence Innovation Accelerator for the North 
Atlantic、北大西洋防衛イノベーションアクセラレータ）の設立が正式に
承認された。産学と連携して、欧米の安全保障に新技術を利用すること
を目的とした組織である。具体的なプログラムは選定中であるが、技術
分野としてはバイオテクノロジーのほか、ビッグデータ、人工知能、自
律性、量子、エネルギーと推進力、新素材と高度な製造、極超音速、宇
宙に焦点が当てられており、また、これらに限定されるものではないと
されている。この様な軍民の垣根を越えたデュアルユースの方向性は我
が国でも認知されつつあるが、世界規模で見た時にはその傾向は非常に
強く、効率的な研究体制が整備されている。

2 クロスリアリティー
（仮想現実，拡張現実，複合現実等）

（1）	はじめに
クロスリアリティ（XR）は、実際にはそこに存在しない「モノ」をコン

ピューター上で作成して、視覚、聴覚、触覚などの情報として提供し体
験 で き る 技 術、VR（Virtual Reality： 仮 想 現 実）、AR（Augmented 
Reality：拡張現実）、MR（Mixed Reality：複合現実）の総称である。VR
は情報のすべてを仮想的に提供するもので、仮想空間の中で「あたかも
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そこにいるかのような」体験ができる。周囲360度の映像と音声の中に
「すっかり入り込む」感覚を提供することから「没入型」と称される。
Head Mounted Display（HMD）と呼ばれるゴーグル型の装置を装着する
方法（HMD型）と全周囲のスクリーンに映像を投影する方法（Cave 
Automatic Virtual Environment： CAVE型）がある。ARは現実の視界
に画像などの情報を重ねて付加するもので、例えば航空機パイロットの
バイザー越しに計器情報を表示するような機能、スマートフォンをかざ
すと、実写映像に文字やキャラクターが重なって表示されるような機能
もARである。MRは現実の世界の中に3次元的に情報を付加するもので、
透過型のHMDを装着し、現実世界を移動しながら、そこに存在しない
ものをあたかもそこに存在するように体感できる。

XRの軍事応用はバーチャルトレーニング、バーチャル戦場演習、バー
チャル兵器製造などの分野が先進的であり14）、防衛・軍事医学分野にお
いても、教育訓練、臨床応用、基礎研究の基盤などに関連して、幅広く
研究が進められている。

（2）	防衛・軍事医学における教育訓練
XRの活用により、現実には経験が困難な状況を含め、様々な環境をリ

アルタイムで双方向的に体験できる。完全没入型環境の体験は、コミュ
ニケーション能力、論理的思考力や意思決定能力を高め14）、より高い学
習効果と知識の定着、共感性の発達をもたらして15）、学習プロセスを向
上させるとされている16）。また防衛・軍事医学領域では習得しておくべ
き医療スキルの使用頻度が日常的には低くなることがあるため、衰えて
しまったスキルを迅速に再獲得するために、スキルの学習と減衰のレベ
ルを効率的に評価／回復向上させて再学習を最適化するVR教育システ
ムが実装されている17）。さらにVRを活用した遠隔トレーニングは人を
集めることなく体験型研修を実施できる点15，16，18 -20）が大きな魅力である。
とくに2020年以降、新型コロナ感染症の影響下、教育訓練における密集
や密接の回避が必要とされ、集合型訓練を遠隔型教育で代替え補完する
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中、VRを活用した教育システはその真価を発揮した（図1）21）。
近年の研究においては、インストラクター不在の状況で、自動化され

たシナリオを自己学習できる没入型のVR医療トレーニングを提供する
システム22）、負傷した兵士を助けるために必要な外科的スキルを、自分
のペースでインタラクティブに行うトレーニングツール23）などが紹介さ
れている。また、教育訓練の効果に関する定量的な検討が進んでおり、
たとえば、VRを使った学習方法がモチベーションの向上、スキルの向上
をもたらし、学習を妨げる様々な不安・恐怖の克服に寄与し、講義形式
で単調になる一般的な学習よりも、はるかに効果的かつ効率的であるこ
と24）、1年間の長期追跡調査の結果、従来の教育を経験した医学生と比
較して、VR教育を経験した医学生は、キャリア追求の決意と積極的な学
習意欲が高く、外科臨床実習の過程で教師からの評価が高く、OSCE

（Objective Structured Clinical Examination、客観的臨床能力試験）にお
ける身体検査、縫合・結紮、画像読影の得点が高いことなどが示されて
いる25）。

さらには、訓練参加者の交感神経反応を計測することで、VR災害シ
ミュレーションが災害対応における自信の獲得を導く可能性があること
を示した研究26）など、生理学的な計測をもってXR訓練を評価する試み
が行われ、CAVE型XRの代表であるWide Area Virtual Experience（図
2）を使用して訓練参加者の主観的評価、認知機能の変化、生理学的反応
の3つの領域を評価することで、XR外傷シミュレータが現実の救急シナ
リオの代替となるとされている27）。

一方で患者への触診や救急機器の使用など、実技をVRのみで習得す
ることは現状では困難な要素も多く28−30）、たとえばXRを用いた教育シ
ステムが開腹外傷手術のトレーニングを促進したり、御遺体を用いた訓
練の代わりとなることは証明できず、患者の転帰が改善するなど実臨床
における有益性は確認できないとされている31）。

今後、触覚フィードバック（haptics）などXRの技術的な進歩とともに、
厳密にデザインされた大規模な研究の実施が期待される。
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（3）	臨床応用
XRは約20年前から軍人の知覚ストレスとネガティブな影響のレベル

を低下させるための対話型ストレス管理トレーニングを提供し、個人の
ストレスに対する回復力を評価するとともに、ストレスによる生理的反
応やパフォーマンスに与える影響を特定するためのツールとしての活用
が検討されてきた32）。VRを用いた心的外傷後ストレス障害 （PTSD）の
曝露療法統一のため、派遣前にVRを使って曝露療法を行い、PTSDと認
知機能を評価し、ストレス耐性訓練を行う取り組みなどはその一例であ
る33）。

近年の研究では、性的トラウマに関連したPTSDに罹患した退役軍人
にVR環境を提供することが、有望な治療法となることを示した検討34）、
没入型VR技術を活用して、頭部外傷のリハビリテーションにおいて歩
行障害や認知障害の改善が期待できることを示した検討35）などがある。
なかでも多峰性運動支援型記憶脱感作・再固定化（Multimodular Motion−
Assisted Memory Desensitization and Reconsolidation：3MDR） は
CAVE型のVR置を活用する治療法で、兵役に関連した治療抵抗性の
PTSDを持つ軍人のためのVR介入療法として導入されている36）。

また整形外科リハビリテーションにおいては、VR用いた歩行教育
（Virtual Reality−based Gait Education：VR−GEd）によって負傷した軍人
のリハビリテーションの成果を高める検討が行われている。VR−GEdは、
軍の入院患者に怪我のメカニズムについて教育するための、楽しくて価
値のある手段であるものの、リハビリテーションのアウトカム全体にお
いての向上は未だ確認されていない37）。

（4）	基礎研究の基盤
XRを基礎研究の実験系として活用する試みがある。たとえば知覚と行

動の神経相関の探索に用いられるヒトや動物を対象とした実験手技に求
められる高い制御性と再現性をVRシミュレーションは忠実に実行する
ことができる38）。また心理生理学のさまざまな仮説を検証する目的で被
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験者をストレス状態に導入したり、ストレス反応を軽減するための効果
的な方法として、XRが活用されている39）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１  仮想空間で行う教育訓練 8）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1　仮想空間で行う教育訓練(参考文献21）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図２  CAVE 型 VR 装置： Wide Area Virtual Experience

（ Uniformed Services University of the Health Sciences）筆

者撮影  

図2　CAVE型VR装置：Wide Area Virtual Experience
（Uniformed Services University of the Health Sciences）
筆者撮影
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3 バイオフォトニクス

バイオフォトニクスとは、光学の医学・生物学分野への応用とそれに
関連する事象や技術を取り扱う学問領域であり、光と生体の多様な相互
作用をもとに、近年の生命科学、医学の発展を支えている。多様な相互
作用を紐解けば、その最小単位は光子と生体分子あるいは細胞・細胞小
器官との相互作用に行き着く。結果として、光を用いた多くの診断・イ
メージング技術、および生体制御・治療技術が創出されており、それら
は外傷、感染症、特殊環境下の生体応答などの診断あるいは治療技術と
なりうることから、防衛医学との親和性が高い。本節では、防衛医学上
重要と思われる技術の中から、紙幅の都合によりフォトバイオモジュ
レーション（光生体調節作用）と感染の光学診断を取り上げて紹介する。

（1）フォトバイオモジュレーション（光生体調節作用）
フォトバイオモジュレーション（Photobiomodulation： PBM）は、可視

から近赤外の特定波長の光を低強度で生体組織に照射することにより、
疼痛緩和、血行促進、炎症抑制、創傷治癒促進、代謝促進、神経再生等
の臨床上重要な効果が得られる治療法である 40）。PBMのメカニズムの全
容は解明されていないが、現在、主として特定波長の光によるミトコン
ドリアの電子伝達反応の促進を起点とするとの説が有力である40）。すな
わち、電子伝達系末端酵素のシトクロムcオキシダーゼ（cytochrome c 
oxidase： CcOまたはCOXと略される）の光吸収によりATP（adenosine 
triphosphate、アデノシン三リン酸）の産生が増大し、それに伴う活性酸
素種（reactive oxygen species： ROS）の生成、一酸化窒素（NO）の放出が
それぞれ転写因子の活性化、血流の増加をもたらすなど、様々な反応を
誘起すると考えられている。

a）基礎研究
米軍、特に米空軍は古くよりPBMを兵士のパフォーマンス向上に応
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用する構想を有し、メカニズム解明から実戦応用まで、包括的な研究
に取り組んでいる41）。例としてDentonらのグループは、PBMによる
ミトコンドリアの電子伝達促進機構ついて、フーリエ変換赤外分光

（Fourier Transform Infrared Spectroscopy： FTIR）を用いて調べた。
単離したミトコンドリアを対象に、FTIRによりCO2の赤外吸収スペ
クトルを計測し、エネルギー代謝によるCO2産生速度の変化をリアル
タイムに観測した結果、光照射（635 nm、～ 40 mW/cm2 ）によりミト
コンドリアにおけるCO2の産生速度の増大が確認された。

後述するようにPBMでは近年中枢神経疾患への応用が加速している
が、ジョージア医科大学とチャーリーノーウッド退役軍人省メディカ
ルセンターらのグループは、心的外傷後ストレス障害（PTSD）への
PBM応用についてラットを用いて検討した。ラット頭部に光照射

（808 nm、～ 25 mW/cm2）を行い、詳細な行動実験と脳のATP量の評
価を行った。ATPは神経細胞における記憶形成過程にも関わることが
知られている。同グループは、PTSDが恐怖記憶の障害により起きる
ことから、PBMによるATP産生が記憶を改善し、PTSDの症状改善
に有効との仮説を立て、それが実証された42）。

b）臨床応用
PBMは近年中枢神経疾患への臨床応用が進み、うつ病などの精神疾

患、アルツハイマー型認知症などの神経変性疾患、頭部外傷などの脳
損傷に対する治療効果が報告されている。一般的な関心が高い認知症
に対するPBMについては、元ハーバード大学マサチューセッツ総合病
院のHamblinが先駆者であり、2017年に脳のデフォルトモードネット
ワーク（脳が意識的に活動していない時に働く基礎神経回路のこと）を
ターゲットにした近赤外LEDヘッドセット（波長810 nm、繰り返し周
波数10 Hz、25 mW/cm2）を用いて経頭蓋光照射を行い、中等症から
重症の患者の認知機能が改善することを報告した43）。この技術が米軍
退役軍人に応用されている。頭部外傷受傷後慢性期に認知機能の低下
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などを認めた退役軍人（湾岸戦争およびイラク・アフガニスタンからの
帰還兵）を対象にPBMを行った観察研究では、波長850 nm LED光を
6．4 mW/cm2で経頭蓋骨的に照射し、認知機能の回復と脳血流の改善
が得られている44）。また湾岸戦争後、原因不明の疲労、頭痛やめまい、
吐き気、発疹、関節の痛みや呼吸障害などが見られる病態（Gulf War 
Illnessと呼ばれ、神経毒への曝露が原因とする説もあり）が知られるが、
同病態を呈する退役軍人を対象に3種類のデバイスで頭部全体に光照
射（図3）を行う臨床研究が行われた。その結果、認知機能の向上と
PTSDの改善効果が認められた45）。

頭部へのPBMは、健常人の脳の認知機能向上にも効果が期待されて
い る46）。 例 え ば、 位 相 − 振 幅 カ ッ プ リ ン グ（Phase -Amplitude 
Coupling： PAC）と呼ばれる脳の異なる領域間で特定周波数の脳波が
互いに同期し、脳内の情報処理をつかさどるメカニズムがある。健常
ボランティアを対象に、多チャンネルで脳波を計測し、波長1064 nm
の近赤外光（3．5 W）を右前頭部に8分照射した観察研究では、PBMが
皮質の異なる領域間で特定脳波の振動を変化させることが明らかと
なった。この結果は、PBM が視床−皮質間の脳活動、皮質−海馬−
皮質間の脳活動、および海馬−視床間の脳活動を増強することを示唆
しており、人の認知機能を強化することを示しているという。PBMは
NATO科学技術機構の活動HFM-311「Cognitive Neuroenhancement： 
Techniques and Technology」においても主要技術として取り上げら
れている（2019 ～ 2022年）。
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図1 経頭蓋PBM⽤LED デバイスの⼀例。 (A) LEDヘルメット型。(B) 同ヘルメット内のLEDク
ラスターヘッド配置構成。(C) 装置全体構成。(D) ⽿の上に配置するための2つのLEDクラス
ターヘッド。⽂献6より改変して引⽤（http://doi: 10.3389/fneur.2020.574386.）。Copyright © 
2021 Martin, Chao, Krengel, Ho, Yee, Lew, Knight, Hamblin and Naeser（CC BYライセンス） 。

図3　経頭蓋PBM用LED デバイスの一例。
(A) LEDヘルメット型。(B) 同ヘルメット内のLEDクラスターヘッド配置構成。
(C) 装置全体構成。(D) 耳の上に配置するための2つのLEDクラスターヘッド。
文献6より改変して引用（http://doi: 10.3389/fneur.2020.574386.）。
Copyright © 2021 Martin, Chao, Krengel, Ho, Yee, Lew, Knight, 
Hamblin and Naeser（CC BYライセンス） 。

（2）感染の光学診断
イラクおよびアフガニスタンでの戦闘において、重症外傷による致死

率は従前に比べ減少した一方、外傷に起因する感染症の割合は上昇した
と報告されている47）。創部感染は、創傷治癒を遅延させるなど予後を悪
化させる上、薬剤耐性菌の増殖を招くリスクがあるため、感染の有無と
病原菌の種類を迅速に同定することが求められる。

カナダのMoleculight社が開発したリアルタイムの携帯型の蛍光イメー
ジング装置（図4）は、内因性の自家蛍光により非接触で創部の細菌の有
無や分布、感染の進行度を可視化できる 48）。紫～青色光（380 -  450 nm）
の励起により、組織（コラーゲン結合組織）は緑色蛍光、黄色ブドウ球菌
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のような内因性ポルフィリンを持つ細菌は赤色蛍光、グラム陰性好気性
桿菌である緑膿菌のような内因性ピオベルジン（水溶性の黄緑の蛍光性色
素の一種）を持つ細菌は青緑色蛍光を発するため、それぞれ瞬時に区別が
可能である（図4）。最新の観察研究によると49）、2週間創傷治癒が進まな
かった患者を対象に同装置による蛍光イメージングを行った結果、感染
の検出において100％ の感度と 78％ の特異度が確認され、陽性適中率
は95．4％、陰性適中率は100％、グラム陰性好気性桿菌であるシュード
モナス属の検出においては100％の感度と特異度が示された。標準的な
検査法であるスワブ法（拭き取りにより菌を採取し培養により菌数を計
測）では、結果が得られるまでに数日を要す上、皮膚表面下の細菌の検出
を見逃す可能性がある。同技術が創傷管理の強力なツールになるものと
期待される。

また薬剤耐性菌を、分子構造情報を非接触で検出可能なラマン分光法
を用いて検出に成功したとの報告がある。例えば共焦点ラマン顕微鏡を
用い、スペクトル解析法と機械学習を用いて、薬剤耐性大腸菌の種類を
ほぼ100％の確率で判別できるハイスループットの装置を開発した例 50）、
あるいは金コーティングした基板上の細菌サンプルを対象にラマン散乱
が増強される仕組みとディープラーニングを用いた解析を組み合わせ、
MRSA（Methicillin−resistant Staphylococcus aureus、メチシリン耐性黄
色ブドウ球菌）とMSSA（Methicillin−susceptible Staphylococcus aureus、
メチシリン感受性黄色ブドウ球菌）の判別に成功した例51）などがある。
今後実用化が進むものと期待され、前述の蛍光イメージング法と組み合
わせて利用することが考えられる。

感染の早期検出が可能になれば、感染制御・治療技術の開発にも期待
が高まる。これには本節では触れなかったが、薬剤耐性菌にも有効性が
期 待 さ れ る 抗 微 生 物 光 線 力 学 治 療 法（antimicrobial PhotoDynamic 
Therapy： aPDT）の適用が注目される52）。上述した光学診断は、感染の
治癒過程のモニタリングにも有用と考えられ、今後光学技術を基盤とし
た包括的な創部感染診断・制御研究の進展が期待される。
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図2 携帯型蛍光イメージング装置 MolecuLight i:X（Moleculight社製）。 (A) 装置外観と細菌
の検出原理。(B) 同装置を⽤いた緑膿菌感染創部の観察例（静脈うっ滞性下腿潰瘍）。左：
明視野像。右：蛍光像。⽮印で⽰す⻘緑⾊蛍光が緑膿菌感染を⽰す。⽂献9より改変して引
⽤（http://doi: 10.3390/diagnostics9010022.）。Copyright © 2019 Rennie, Dunham, 
Lindvere-Teene, Raizman, Hill and Linden（CC BYライセンス） 。

A

B

図4　携帯型蛍光イメージング装置 MolecuLight i:X（Moleculight社製）
(A) 装置外観と細菌の検出原理。(B) 同装置を用いた緑膿菌感染創部の観察例
（静脈うっ滞性下腿潰瘍）。左：明視野像。右：蛍光像。矢印で示す青緑色蛍光が
緑膿菌感染を示す。文献9より改変して引用（http://doi: 10.3390/
diagnostics9010022.）。Copyright © 2019 Rennie, Dunham, Lindvere-
Teene, Raizman, Hill and Linden（CC BYライセンス） 。

4 生体模倣デバイス

近年、生体（in vivo）に近い培養環境を再構築した試験管内（in vitro）で
の細胞アッセイプラットフォームとして、マイクロ流体デバイス技術を
活用した生体模倣システム（MicroPhysiological System： MPS）の開発研
究が盛んに進められている。MPSはヒトの細胞を用いて特定の組織や臓
器の機能的特徴を再現しているため、ヒト体内での化学物質などの挙動
や薬物動態を予測可能である点に特徴がある。デバイス上に組織臓器を
形成することから、Organ -on -a -ChipまたはBody-on -a -Chip、Human-
on -a -Chipとも呼ばれている。

現在、化学物質や非臨床試験における医薬品候補化合物などの毒性・
安全性試験で一般的に利用されている動物モデルでは、ヒトにおける臨
床での結果と大きく異なる問題が指摘されている。このことから、臓器
の特異的な反応や臓器間相互作用など、人体への有害性や有毒性をス
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ループット評価可能なMPSを用いた手法は、動物実験の代替法となるこ
とが期待されている。

（1）CBRN対処と生体模倣デバイス
兵器化された有毒物質、生物・化学兵器の使用は国際的枠組みの中で

禁止されている。一方、シリアの内戦では2017年以降塩素ガスまたは致
命的な神経剤サリンが繰り返し使用されていたことが化学兵器禁止機関
によって報告されている53）。2017年には金正男氏の毒殺に神経剤VXが
使用され、その翌年には英国においてロシア元情報機関幹部の暗殺未遂
に神経剤ノビチョクの使用が疑われている。また、ロシアによるウクラ
イナ侵攻によって、国際秩序を形作るルールの根幹が容易に破られ世界
的な紛争への予想が高まる中、核や生物・化学兵器による攻撃の懸念は
増加54，55）し、米国はじめNATO加盟国を中心にCBRN脅威への対処・対
策が今まで以上に重要視されている。

米国では早くから、生物・化学剤の人体への影響や病態発症の機序、
治療薬の開発につなげることを目的として、米国国防高等研究計画局

（DARPA）、米国国立衛生研究所（NIH）および米国食品医薬品局（FDA）
の協働プロジェクトとして、あらゆる臓器を統合したHuman-on -a -Chip
の実現を目標としたTissue Chip Programが実施されている。2017年か
らは第2期目の国家プロジェクトが開始され、様々な臓器／組織特異的
機能を発現させたMPSデバイスが開発されている56）。一方欧州では、
CB対処に先駆け、化粧品規制が公布された2013年以降、医薬品開発に
おける動物実験を最小限に抑えることを目的としてOrgan -on -a -Chipの
研究開発や実用化に向けた活動が非営利団体のhDMT（human Organ 
and Disease Model Technologies）57）などを中心に開始されていた。現在、
NATO主要構成国のドイツでは、連邦軍医科大学校の研究機関である連
邦軍薬理学・毒物学研究所（Institut für Pharmakologie und Toxikologie 
der Bundeswehr： InstPharmToxBw）がCBRN医療対処を目的として、
精力的に基礎研究を進めている。
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（2）生体模倣デバイス研究の現状
テロ攻撃において最も脅威となるのはびらん剤である硫黄マスタード

ともいわれている。マスタードは遷延性で曝露初期には軽度の不快感の
みで数時間後に重篤な症状を呈し、創部は化学熱傷を引き起こす。一方、
神経剤は化学剤の中で、最も毒性が強く致死的である。この致死性ゆえ
に神経剤は、戦場においても最も大きな脅威となる。2022年に開催され
た米国国防脅威削減局（DTRA）主催の生物・化学防護に関する科学技術
会議では、びらん剤や神経剤を皮膚チップや肺チップに曝露させた研究
や、神経剤による脳毒性を評価する研究が多数報告された。例えば、軍
の研究施設においてMPS研究の中心的位置にいる米国陸軍戦闘能力開発
司令部化学生物センター（U．S． Army Combat Capabilities Development 
Command Chemical Biological Center： DEVCOM CBC）では、国際標準
化された皮膚刺激性試験で使用されている市販品の皮膚（表皮）モデルを
活用し、硫黄マスタードやルイサイトなど揮発性化学物質が皮膚へおよ
ぼす影響について、刺激によって変化する分子を網羅的に解析し、評価
法 と し て の 妥 当 性 を 検 証 し て い る58）。 ド イ ツ 軍 研 究 施 設
InstPharmToxBwでは、MPSによる研究ではないが、硫黄マスタードの
皮膚への影響を検証しており59）、皮膚線維芽細胞の老化が慢性皮膚潰瘍
の原因であり治癒が遅延する一因であることを示している。

DEVCOM CBCでは肺チップや肝臓チップを用いて、マスタードガス
やVXガス曝露による傷害や病態の進行について評価検証し、従来のin 
vivo 研究の代替システムとして利用できる可能性を示唆している 60，61）。
また、DEVCOM CBCでは脳の血液脳関門モデルも構築しており、今後
は神経剤による毒性学的影響の検証を視野に入れている。

Wake Forest大 学 再 生 医 療 研 究 所（Wake Forest Institute for 
Regenerative Medicine： WFIRM）やLos Alamos国立研究所も独自に肺
や消化管、肝臓などの臓器チップを構築し、米国のCBRN対処として
MPS研究をリードしている。とりわけWFIRMでは、ヒト幹細胞を使っ
て肝臓、心臓、肺、血管、精巣、結腸、脳を含む統合マルチオルガノイ
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ド（ミニ臓器）システムの構築に成功し62）、薬物スクリーニングのための
生体機能を反映したBody-on -a -Chipとして期待されている。Lawrence 
Livermore国立研究所のグループはCB対処とは異なるが、米国で問題視
されているオピオイド中毒、フェンタニルの過剰摂取への対処を目指し、
iPS細胞由来皮質ニューロンにアストロサイトやオリゴデンドロサイト
などグリア細胞を含んだ脳チップの開発を進めている。脳チップへのフ
ェンタニルの慢性曝露が神経活動や神経ネットワーク機能に障害を引き
起こしており、神経学的影響を反映するin vitro 試験となり得ることが示
唆されている63）。

DTRAは戦場等において兵士が新たな脅威となる生物・化学剤に遭遇
する前に危険性を認識できるようにするために、MPSの手法とコン
ピュータデータベースによるin silico モデルを組み合わせた毒性予測の
迅速評価法の開発にも着手しはじめ、MPSを駆使し病態の理解や対策、
治療法の開発に貢献することが期待される。

（3）まとめ
MPSプロジェクトには依然として課題は多い。臓器内への毛細血管構

築や各種免疫細胞、臓器特異的な付属器を模倣すること、ハイスループッ
トを可能とするデバイスの簡略化、当初の目標でもある個々の臓器デバ
イスを一枚のチップ上に配列し人体機能を再現したHuman-on -a -Chip
の実現等、CBRN対処におけるMPS研究はまだまだ初期段階といえる。

現在FDAによって承認されているCBRN対処法は非常に少ない。特
に、ルイサイトの解毒剤BAL（British -Anti -Lewsite）を除いて、びらん
剤に対する特異的解毒剤はなく対症療法のみとされている。将来、個々
の技術の進歩によりMPSが動物実験の代替法となり、ヒト体内のモデル
システムとしてCBRN脅威への対処に利用されることが切望される。
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